




(財)連合総合生活開発研究所

連合総合生活開発研究所 (略称､連合総研)は､｢連合｣ のシンクタンクとして､連合および傘

下の加盟労働組合が主要な闘争､政策 ･制度要求を推進するうえで必要とする国内外の経済･社会･

労働問題等に関する調査 ･分析等の活動を行なうとともに､新たな時代を先取りする創造的な政策

研究を通じて､日本経済社会の発展と国民生活全般にわたる総合的向上をはかる目的で､87年12月

に設立､その後 88年 12月､財団法人として新たなスター トを切った｡研究活動は研究所長を中心

に､本研究､委託研究などテーマ別に学者､専門家の協力を得ながら進めている｡(後掲/調査研

究報告書一覧参照)

1.経済 ･社会 ･産業 ･労働問題に関するシンポジウム､セミナーの開催

<連合総研フォーラム>

第1回 ｢生活の質向上をめざして｣88年11月4日

第2回 ｢新成長時代にむけて｣89年11月13日

第3回 ｢調整局面をいかに乗り切るか｣90年11月8日

第4回 ｢内需主導型経済の第二段階-｣91年11月1日

第5回 ｢人間中心社会の基盤構築にむけて｣92年11月4日

第6回 ｢内需主導型経済の再構築｣93年11月1日

第7回 ｢構造調整を超え生活の新時代へ｣94年11月2日

第8回 ｢日本経済の新機軸を求めて｣95年11月9日

第9回 ｢自律的回復の道と構造改革の構図｣96年11月5日

第10回 ｢持続可能な成長と新たな経済社会モデルの構築｣97年11月4日

第11回 ｢危機の克服から経済再生-｣98年11月4日

第12回 ｢安心社会-の新たな発展の布石｣99年11月2日

<連合総研国際フォーラム>

第1回 ｢90年代世界と新たな社会経済政策の展望｣91年7月ト2日

第2回 ｢新しい働き方を求めて- 日本的雇用システムはどこ-ゆくのか｣93年4月23日

第3回 ｢発展するアジアと日本｣94年9月2日

第4回 ｢21世紀の経済社会システムとは- 『社会的市場経済』は未来のモデルとなるか｣

95年6月7-8日

第5回 ｢生涯 『しごと』/学習社会の構築をめざして- 21世紀-の日本の教育改革｣

96年10月16-17日

<連合総研創立10周年記念シンポジウム>

｢雇用･処遇･賃金の近未来と労働組合の選択｣｢グローバル化の中の労働組合の課題｣

｢労働の未来を考える｣等 97年12月3-5日

<国際労使関係研究会第12回世界会議特別セミナー>

｢コーポレー ト･ガバナンスと産業民主制｣99年6月1日

2.経済 ･社会 ･産業 ･労働問題に関する情報の収集および提供

研究広報誌の発行- 機関誌 『DIO』(毎月)､および "RENGOResearchlnstiMeReport''

(年2回)の発行など｡

3.研究シリーズ(公刊のものについては巻末を参照のこと)
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はじめに

(1)本報告書の性格

経済情勢報告は､連合総合生活開発研究所 (連合総研)が毎年1回､勤労者生活を取

り巻く経済情勢をとりまとめて発表するもので､今回で13回目になります｡本報告書は､

当研究所の経済社会研究委員会の議論を踏まえ､当研究所の責任においてとりまとめた

ものです｡分析 ･政策提言については､国民福祉の向上という経済学の原点を重視し､

客観的な経済分析と社会的側面の分析に基づいた提言を行なっています｡また､労働組

合の積極的で責任ある活動-の助言を目的としていることから､関心の重点は､労働者

の福祉の向上､良好な雇用 ･就業の確保など､勤労者の生活に密着する諸問題に向けら

れています｡

本報告書は､2001年の連合の政策 ･制度要求活動､賃上げ要求活動などの参考資料と

して作成されたものですが､労働組合だけでなく､わが国における生活の質向上と新し

い経済社会の構築に向けての議論が活発化していく一助となれば幸いです｡

(2)本報告書で取り上げる課題

第 Ⅰ部では､最近1年間の内外経済情勢の分析を行なっています｡日本経済は､金融

や経済の危機的状況をようやく脱し､99年春から緩やかな回復を続けています｡しかし､

景気の回復は政行的で企業部門が明確な回復基調を示している一方で､家計部門は一進

一退で推移しており､本格的な自律的回復とは言えません｡これは､景気回復期である

にもかかわらず､人件費抑制を含む厳しいリストラが依然継続されているからです｡ま

た､大きな債務をかかえバランスシー ト調整を完了していない部門が存在する状況下で､



デフレ傾向も続いています｡こうした状況を変化させ､景気を本格的な成長経路に乗せ

ていくためには何が必要なのか､その課題を検討しています｡

第Ⅱ部は､日本経済が中長期的に持続的な成長を実現するために考えておくべき重要

な視点を2つ取り上げています｡1つは､IT革命です｡その日本経済に与える影響を分析

したうえで､IT革命による生産性向上を真に実現するとともに､デジタル ･デバイド等

その負の側面をできる限り小さくする方策を提言しています｡特に､IT革命が労働者や

その生活に与える影響の分析に力を入れています｡2つは､90年代に入って絶好調を続

けるアメリカ経済を取り上げ､その好調さの原因を分析しています｡ニュー･エコノミー

論に代表される強気の見方と､バブルではないかという悲観的な見方を検討し､ソフト

･ランディングが可能かどうか検討を行なっています｡

第Ⅲ部では､コーポレー ト･ガバナンスの問題を取り上げています090年代に日本経

済が経験した異例な低成長を背景に､従来の日本的な経営をグローバル ･スタンダー ド

に則したものに変えていこうという議論が高まっています｡こうした方向は本当に日本

の企業やそこで働く労働者にとって正しい選択なのか検討を行なったうえで､真にある

べき姿を提言しています｡

(3)今後の課題

連合総研では､これまで望ましい経済社会モデルとして福祉経済社会の構築を提唱し

てきました｡目前に迫った21世紀においてもこうした考え方は非常に重要であると確信

しており､今後も一層その実現のための分析や提言を行なっていきたいと考えています｡

福祉経済社会実現のためには､まず､日本経済が持続的で安定した経済成長に復帰する

ことが何よりも大切であり､そのために提言を続けていくことが重要だと考えています｡

それと同時に､IT革命のように中長期的に経済活動を決定する重要な課題についても､

それが福祉経済社会と両立できるようにするためにはどのようにすべきか十分な分析と

提言を行なっていきたいと考えています｡このため､別途研究委員会を設置して､IT革

命が勤労者やその生活に与える影響や21世紀の国民生活の展望等について検討を開始す

る予定です｡今後とも各方面からの御教示､御協力をお願いいたします｡

｢
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型モデル

図表Ⅲ -ト3 入社からトップ経営者までの貸金ス

テップ- 内部昇進キャリア

図表Ⅲ-1-4

図表Ⅲ一1-5

図表Ⅲ-1-6

図表Ⅲ-2-1

図表Ⅲ-2-2

図表Ⅲ-2-3

基本的企業観

経営および雇用 ･労使関係の将来

教育 ･実務経験の仕事に役立つ程度

企業別組合と会社の組織機構の対

応モデル

企業別組合の経営参加行動

仕事と職場の変化と見通し

◆[参考】 計量モデルによる2001年度日本経済の

展望

(付表)連合総研モデルによるシミュレーション
結果- 前提条件と結果-

ド
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第1章 政行的に進む日本経済

(1)緩やかで実感に乏しい景気回復

緩やかな経済全般の回復

わが国経済は､99年4月を底(政府の暫定日付)に景気は緩やかな回復を続けています｡ま

ず実質国内総生産(GDP)の推移を前期比の成長率でみると､99年ト3月期の1.5%増､4-6月

期1.0%増と2期連続でプラス成長となりましたが､その後は景気回復期に入ったにもかか

わらず7-9月期▲1.0%減､10-12月期▲1.6%減と2期連続してマイナス成長を続けました(図

表Ⅰ-I-1)[注 :GDP統計については､以下すべて68年SNAに基づいています].その後､2000年1-3月

期には2.5%増と高い成長がみられ､4-6月期も1.0%増となりました｡このように､今回

の景気回復局面は､現在までのところ経済全体として必ずしも力強い成長が持続してい

る訳ではなく､むしろ実感の乏しい緩やかな回復であることが特徴となっています｡今

後は､99年のように7-9月期以降マイナス成長とならずに回復軌道に乗れるかどうかが課

題です｡

好調な企業活動と低迷する消費

実質GDP成長率の内訳をみると､公的部門は､2000年4-6月期に0.9%ポイントのプラス

の寄与となりましたが､99年7-9月期から3期続けて▲0.5%ポイント程度のマイナスの寄

与を続けたこともあり､全体としては経済対策にもかかわらず財政支出削減が進められ

ています｡家計部門､企業部門､純輸出については､期ごとに大きいプレがありますが､99

年度における動きをならしてみると､家計部門は一進一退を続けている一方､企業部門

は緩やかな回復を続けており､純輸出も総じてプラスに寄与しています｡このように､

今回の回復局面においては､企業部門や純輸出が緩やかなペースで引っ張っているなか

で､家計部門がはっきりしない動きを示すという対照的な動きを示していることが特徴

となっています｡

今回の景気回復期において牽引役を果たしている企業部門の業況判断をみると､依然



第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

｢悪い｣ という認識が ｢良い｣という認識を上回っていますが､急速に改善してきており､

製造業大企業では2000年6月調査で ｢良い｣が ｢悪い｣を上回りました(図表Ⅰ-1-2)｡その

一方で､消費が低迷を続けていることも今回の景気回復の大きな特徴です(後掲図表Ⅰ-3-

1)｡したがって､99年以降の経済の動向をみていくうえでは､企業部門が回復した主な

理由は何であるのか､また消費が低迷している理由は何なのかを十分に把握する必要が

あります｡また､その際には､これまで企業活動の足かせとなってきた､不良債権､過

剰設備､過剰雇用等の問題やそれに基づく国民の不安感が依然大きな影響を持っている

のかも､あわせて考えていく必要です｡こうした点については､後の章において詳しく

みることにし､まず､各部門ごとの動向をみていくことにします｡

(2)まだら模様の各部門の状況

回復する企業活動

景気回復後の鉱工業生産の動向をみると､99年4-6月期は前期比▲0.4%減となりました

が､その後は7-9月期2.7%増､10-12月期1.4%増､2000年1-3月期0.8%増､416月期1.7%増

と､景気回復と歩調を合わせて緩やかながらも順調に増加を続けています(図表I-I-3).

なお､サービスの動向については､第三次産業活動指数をみると､鉱工業生産指数ほ

ど明確な上向きの傾向はみられませんが､緩やかな回復基調にあるといえます(図表ト1-

3)0

在庫調整についてみると､在庫指数は98年ト3月期をピークに減少を続け調整が進展し､

景気回復の進展に伴って2000年1-3月期には前期比でみると増加に転じ､在庫積み増し局

面に入りました｡この動きを出荷と在庫の関係から前年同期比でみると､98年以降出荷

が減少するなかで､当初在庫が積み上がったものの､次第に在庫の調整が進み､99年半

ば以降は在庫が減少するなかで出荷が増加するという景気拡大期の姿となりました(図表

ト14)0

このように在庫調整が進展し､生産が上向きになるなかで､企業収益は製造業､非製

造業ともに99年に入ってから急速に増加しています(図表Ⅰ-1-3)0

また､生産の増加に伴って､設備投資も持ち直してきています(後掲図表Ⅰ-2-2).経済

企画庁 ｢機械受注統計｣により設備投資の動向をみると､97年から98年にかけて設備投

｢ 1
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図表 ト1-1 実質国内総生産成長率への寄与

4

3

2

1

0

1

成
長
率

(
%
)

2

96年 97年 98年 99年 2000年
4-6 7-9 1(ト12 1-3 4-6 7-9 10-12 卜3 4-6 7-9 10-12 卜3 4-6 7-9 10-12 1-3

月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期

J- 公的部門 ⊂==コ家計部門 柵 企業部門 濃嚢鵬的純輸出 - GDP季節調整済前期比

(注)経済企画庁 ｢国民経済計算｣より｡

図表 Ⅰ -1-2 業 況 判断D.Ⅰ.
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(注)日銀 ｢短観｣より｡ 製造業 (大企業) 一 一 一製造業 (中′J､企業)

一 ･一 ･非製造業 (大企業) - - ･非製造業 (中小企業)
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図表Ⅰ-1-3 企業活動の推移

97年 97年 97年 97年 98年 98年
1-3月 4-6月 7｣9月 10-12月 卜3月 4-6月

二経常利益(製造業)

98年 98年 99年 99年 99年 ､99年 00年 00年
7-9月 10-12月 l-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月

6

4

経常利益(非製造業)一 一 一 鉱工業生産指数

(注)通産省｢通産統計｣､大蔵省｢法人季報｣より｡
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第三次産業活動指数

図表 ト1-4在庫循環(前年同期ベース)93年10-12月期-2000年4-6月期

1n■V2000Ⅱ61999Ⅲ 1992. . ,1994Ⅰ n 1997Ⅱ1995ⅠⅢ 1995Ⅳl l l

(注)通産省 ｢通産統計｣より｡ 在庫 (前年同期比) (%)
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第1章 政行的に進む日本経済

資は大幅に減少しましたが､減少幅は98年半ばから縮小し始め､99年末頃からプラスに

転じ､2000年に入ってからは高い伸びを示しています(図表Ⅰ-1-5)｡ただし､業種によっ

てバラツキがみられ､大蔵省 ｢法人企業統計季報｣ によると､電気機械等がIT関連需要

が旺盛なこともあって高い伸びを示していますが､製造業の中にはまだ大きく減少を続

けている業種もあります｡

そこで､設備の過剰感についてみてみると､業種によって大きく異なり､通信は継続

的に不足感が強く､電気機械は急速に過剰感が薄れ不足感が現れてきている一方で､そ

の他の業種では依然､従来と同じ程度の過剰感が存在していることがわかります(後掲図

表Ⅰ-5-3)0

厳しい状況が続く雇用

失業率は2000年2月に4.9%となるなど非常に高い水準で推移し､雇用情勢は依然厳しい

状況が続いています｡ただし､景気が緩やかに改善するなかで､有効求人倍率が99年10-12

月期､残業時間が99年4-6月期を底に増加に転じ､雇用過剰感にも改善がみられるように

なっています｡

雇用者数をみると､製造業や建設業では減少している一方で､サービス業､卸 ･小売

業､飲食業等は緩やかな増加傾向にあります｡

低迷続く所得と消責

雇用者の所得は､企業の経常利益が増加しているなかで､依然低迷を続けています(後

掲図表Ⅰ-3-1). ｢国民経済計算｣の実質雇用者所得を前年同期比でみると､99年10-12月期

にプラスに転じましたが､その伸びは低いものにとどまっています｡また､総務庁 ｢家

計調査｣により勤労者世帯の実質実収入の動向をみると､99年1-3月期にプラスに転じた

ものの､その後は景気回復期であるにもかかわらず減少が続いています｡

このような実質所得の低下を反映して､消費も低迷を続けており､｢国民経済計算｣の

実質民間最終消費支出をみると､前年同期比で1%程度の低い伸びとなっており､また､

｢家計調査｣の実質消費は99年4-6月期以降減少を続けています(後掲図表ト3-1)0

景気を下支えた住宅建設

低金利や住宅ローン減税の政策効果等により､これまで2年間減少を続けていた民間住
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宅投資は99年度5.6%のプラスに転じました.住宅着工統計によると99年の前半において

は､特に持家の建設が高い伸びを示し､景気の下支え効果を果たしました｡99年後半に

入り持家の増加が一服しましたが､交代するように分譲マンションが増加を示し､持家

の減速を補うこととなりました(図表Ⅰ-1-6)0

依然下落気味の物価動向

卸売物価は､下落傾向が続いていましたが､99年に入って下落幅が次第に縮小し､2000

年3月に前年同月比でプラスに転じました(後掲図表Ⅰ-5-1)｡この背景には､景気回復に伴

い需給が改善してきたことや原油価格の上昇等があると考えられます｡消費者物価につ

いては､ほぼ上昇率0%の横ばいで安定′して推移してきましたが､2000年に入ってやや下

落傾向となっています(後掲図表Ⅰ-5-1)｡さらに､GDPデフレーターは99年ト3月期以降､

前年水準を下回り､下落傾向を強めています｡これはこれまでにはみられなかった現象

です｡

急増するアジア向け輸出

輸出通関額の動きを前年同月比でみると､98年半ば以降マイナスで推移してきました

が､98年末に底を打ち､その後次第にマイナス幅が縮小し､99年末にプラスとなり2000

年は増加を続けています(図表Ⅰ-1-7)｡特にアジアNIEsやASEANなどアジア向けは回復が

早く､99年半ばにはプラスに転じており､さらにその後も全体よりも高い伸びを示して

いることが分かります｡また､アメリカ向けや西欧向けも､アジア向けに比べると遅い

ペースですが､緩やかに増加していることが分かります｡99年に入り円高傾向にあるに

も関わらず輸出が回復した背景としては､アジア経済の急速な回復､アメリカの好景気

の持続､EU諸国の景気改善等が考えられます｡

輸入に関しては､輸出と同様に､99年以降､アジアからの輸入を中心に増加していま

す｡一方､この間アメリカからや西欧からの輸入は基調として横這いで推移しています｡

経常収支黒字に関しては､98年は輸入の減少等から15兆7,846億円と拡大し､過去最高

となりましたが､99年には縮小に転じ､12兆1,738億円となりました｡

堅調に推移する世界経済

世界経済は､98年にアジア経済危機の影響で成長率がやや低下しましたが､99年に入っ

｢ 1
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図表 Ⅰ-ト5 設備投資の動向

節

午
同

期
比

(%
)

-10

98年 98年 98年 98年 99年 99年 99年 99年 00年 00年
1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期 月期

全規模全産業 一 一 一 全規模製造業 ･･II･全規模非製造業

(注)大蔵省 ｢法人季報｣より｡

図表 ト1-6 新設住宅着工戸数
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｢ 1

6

総

戸数
(万
戸

)



第Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

前
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月

比
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)
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)

20

4

2

図表 ト 1-7 地域別輸出 (通関額)

98年 98年 98年 98年 98年 99年 99年 99年 99年 99年 99年 00年 00年 00年 00年 00午
4月 6月 8月 10月 12月 2月 4月 6月 8月 10月 12月 2月 4月 6月 8月 10月

総額 一 一 一 アメリカ向け ･････西欧向け 一 ･一 ･アジアNIEs向け

(注)大蔵省 ｢通関統計｣より｡

図表 Ⅰ-1一冬 世界の経済成長率

1997 1998 1999 2000 2001

世界全休 - 一 一 アメリカ･-- ･･ユーロ圏 アジアNIEs一 ･･一その他のアジア

(注)Ⅰ肝 ●̀YorldEconomicOutlook''より｡2000年､2001年は川Fの見通し｡

｢ 1
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てアジア地域が急速な回復をみせたこともあり成長率が回復しました(図表Ⅰ-1-8)｡この

間､アメリカ経済は好景気を持続し､98年後半から景気が鈍化していたEUは99年後半か

ら改善の動きが強まっています｡

まず､アメリカ経済は､2000年に入って個人消費等に減速の兆しが見られるものの､

依然景気は拡大を続けています｡今後､個人消費の緩やかな減速を通じて､景気をソフ

トランディングさせることができるかどうかが､世界経済にとって重要な問題となって

います｡

ユーロ圏の経済は､98年にアジア経済危機の余波等によって景気の鈍化がみられまし

たが､99年1月のユーロ発足後､ユーロが総じて弱含みで推移したことや､アジアの回復､

ラテン･アメリカやロシアの危機の終息によって輸出が回復したこと等から回復に向か

い､99年中頃から総じて景気は改善が続いています｡

アジア経済をみろと､98年は通貨 ･金融危機により東アジアの多くの国で大きな景気

の後退がみられましたが､98年後半から回復の動きが広まり､99年には東アジア各国で

実質成長率がプラスとなりました｡2000年に入ってからも､多くの国で高い経済成長率

が続いています｡

｢ 1
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第2章 IT関連投資が果たした役割

今回の景気回復の特徴は､低迷する消費を尻目に企業部門がはっきりとした回復基調

を示していることです｡そのなかで､特にIT関連の設備投資がその牽引役となっている

のではないかと指摘されています｡さて､アメリカ経済は長期間の好景気を持続してお

り､その主たる要因はいわゆるIT革命であるとしばしば指摘をされています(図表Ⅰ-2-1)0

日本のIT関連の設備投資の増加が､アメリカと同様なIT革命の本格的な始まりを示して

いるのかどうかが､今後の日本経済の動向にとって重要なポイントになります｡ もしそ

うであれば､今回の景気回復は､たんに循環的な回復局面ではなく､IT革命に伴う自律

的な回復であり､基調や構造の変化を伴うより長期間持続する性格を持っていることに

なります｡そこで､今回の回復局面において､IT関連設備投資がどのような性格を持っ

ていたのかを探ってみることとします★1｡

先導役だがまだ自律的ではないIT関連投資

まず､IT関連の設備投資の大きさをみるために､設備投資全体の中で､IT関連業種が

どの程度の影響力を持ってきたかをみてみます(図表Ⅰ-2-2)｡経済企画庁 ｢機械受注｣に

より､IT関連業種の設備投資額の全体に占めるシェアをみると､かなり以前から少しず

つシェアを増やしていますが､今回の景気回復において特に急激にシェアが増加したわ

けではないことがわかります★2｡

次に､最近のIT関連業種の設備投資の伸び率をみてみると､確かに全体の伸び率より

も少し高い伸びを示しています｡したがって､今回の回復局面の設備投資においては､IT

関連業種が先導役を果たしていることは事実だと思われます｡しかし､これによってIT

革命による自律的成長が始まったと言えるでしょうか｡そこで､より長期の系列でみて

みると､IT関連業種の設備投資の伸び率は､景気循環の波にあわせて､ほぼ全体の設備

投資と同じような傾向で推移してきたことがわかります｡したがって､必ずしも景気循

★ lなお､IT革命が中長期的にどのような影響を与えるのかという点については､第Ⅱ部第 1章で

詳しく検討しているので､ここでは､あくまでも今回の景気回復局面において IT関連投資が果たし

た役割に限定してみていきます｡

★ 2ここでは､電気機械産業､通信業､情報サービス業とします｡

｢ 1



第2章 打開連投資が果たした役割

図表 Ⅰ-2ll アメリカの経済成長率とIT

成
長
率
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(注)アメリカ商務省"DegitalEconomy2000''より｡

図表 Ⅰ-2-2 IT関連業種の設備投資
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第Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

環と独立して自律的な動きをしてきたわけではなく､むしろ､IT関連業種の設備投資は､

これまでのところ基本的に景気循環にしたがっているともいえます｡さらに､景気回復

期の伸び率をみてみると､前回の景気回復期の94-96年においても､IT関連業種は全体

よりも高い伸びを示しています｡したがって､今回IT関連業種の設備投資が全体の伸び

率を少し上回って推移していることは､必ずしも今回にのみ特徴的な現象ではなく､過

去のパターンを踏襲しているものとみることもできます｡こうしたことから､現時点で

は､IT関連業種の設備投資の増加によって､必ずしも今回の景気回復期において､従来

と全く異なるIT革命の波が到来し､それによってIT関連業種の自律的な成長が始まった

とまでは言い切れないといえます｡

急増する半導体製造装置-の設備投資

さて､IT関連業種全体でみるだけでなく､細かい製品ごとにみると､変化が現れてい

るでしょうか｡そこで､製品別の設備投資額をみてみると､半導体製造装置の伸び率が

際立って高いことがわかります(図表I-2-3)｡一方で､他のIT関連製品であ声電子計算機

や通信機は､設備投資全体の動きとそれほど大きく乗離した動きは示していません｡次

に､設備投資の背景となっている生産動向をみてみると､99年春の景気回復以降､やは

り､半導体製造装置の生産の増加率が他のIT関連製品よりも高い伸びを示していること

がわかります(図表Ⅰ-2■)0

このことは､近い将来の半導体需要の急増に備えた動きという見方もできますが､実

際は､半導体製造装置を始めIT関連機器の多くがアジア地域に輸出されているといわれ

ています｡業種 ･製品別の輸出量をみると､IC等や精密機械､電気機械が高い伸びを示

しています(図表Ⅰ-2-5)｡したがって､今回特徴的な半導体製造機器-の設備投資の著し

い増加は､必ずしも国内のIT革命の始まりを示すものとは言い切れないでしょう｡ただ

し､アジアにおける半導体製造機器の需要増加の背景には､アジアにおけるIT革命の進

行､さらにはアジア地域からのIT関連機器の主要輸出先であるアメリカにおけるIT革命

の一層の進展があるのであれば､わが国国内のIT革命ではなくても､世界全体におけるIT

革命の進行の影響を間接的に受けているという評価も可能ではないかと思われます｡

国際的に大きく遅れている訳ではない日本のrr関連生産

いままで､国内の時系列のデータに基づく比較を行なってきたのですが､国際的にみ

ド



第2章 IT関連投資が果たした役割

図表 Ⅰ-2,3 IT関連設備投資の推移
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第Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

た場合どのような特徴を持っているのでしょうか｡もし､日本が他の先進諸国に比べて

大きく立ち遅れているのであれば､そのキャッチ ･アップのための自律的なIT関連投資

がいずれ始まるし､既に始まっているかもしれません｡

そこで､世界各国のIT関連生産額の対GDP比を見てみると､日本は必ずしも遅れてい

る訳ではないことがわかります(図表ト2-6)｡国際的な比較においては､特にITに関して

は定義が唆味であるためにデータの信頼性の問題があることに十分に留意する必要があ

りますが､図表をみる限りは､日本はアメリカやヨーロッパ諸国に引けをとらないとい

えます｡また､OECDのデータによって､世界各国のIT関連機器の生産額(97年)をみてみ

ると､日本はアメリカと並んでいることがわかります(図表Ⅰ-2-7)｡しかし問題は､ドイ

ツを除いて他の諸国は比率が高まっているのに対して､日本は97年には90年よりも低下

していることです｡

一方､インターネットの普及率についてみると､アクセス料金が日本などと比べて非

常に安くなっていることもあり､確かにアメリカが圧倒的に高くなっています(図表Ⅰ-2-

8)｡また､北欧諸国の普及率も高くなっています｡その中で､日本はOECD諸国平均に比

べても普及率は低くなっていますが､これはアメリカが全体の平均を引き上げているか

らで､主要ヨーロッパ諸国と比べてみると､ドイツ､フランス､イタリアの普及率とそ

れほど大きな違いはありません｡

以上の国際的な比較から言えることは､ITに関して､日本は総じてみれば決して世界

に大きく遅れている訳ではないということです｡ただし､最先端を行くアメリカにイン

ターネットの活用で遅れていることが問題視されます｡

収益性重視のIT関連投資

いままで､IT関連投資の動向を､IT関連業種の投資の動向によってみてきましたが､

本来IT関連投資はこれらの業種に限定して考えるべきではなく､すべての業種におけるIT

関連の投資として把握されるべきものです｡しかし､個々の業種におけるIT関連投資の

実績に関するデータが無いので､ここでは､企業に対するアンケー トによってその動向

をみてみることとします(図表ト2-9)｡それによると､約8割の企業が､今後情報関連投資

を実施するとしており､これは､大企業､中小企業あるいは製造業､非製造業の区別な

く殆ど同じ比率を示しています｡しかし､その中身をみると､6割の企業がコストと効果

をにらみつつ行なうとしており､収益にかかわらず情報関連投資を行なう企業は1割未満

ド



第2章 IT関連投資が果たした役割

図表 Ⅰ-2-5 品目別輸出通関額
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図表 ト2-6 GDPに占める汀関連産業の比率

1980 1990 1997

(注)OECDIT-outlook2000､経済企画庁 ｢国民経済計井年報｣より:
日本は電気機械産業､その他の国は､コンビュクー横券+一般亀子 ･電気横根+通信機械｡
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第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

図表 ト2-7世界の汀関連機器の生産額(1997年)
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図表 Ⅰ-2･8 インターネットのホスト数と料金
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図表 I-2-9今後の情報酪連投資について

t 竿 竿 竺 B, _ 警 #_

大 企中中 製
企 業小堅 造
業 ･ 業

園実施する予定はない

田コストと効果を呪みつつ実施

雷収益環境を呪みながらも他の投資よりは有線して実施

幽収益環境に関係なく実施

(注)日本興業銀行 ｢1999･2000年度設備投資アンケ-ト調査(2000年2月実施)｣より｡
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第2章 IT関連投資が果たした役割

となっています｡この傾向も企業規模や業態にかかわらず同じです｡このことは､IT関

連の投資はあくまでも収益性を考えて実施していくことが基本で､例えば景気変動と無

関係に将来性をにらんで自律的にIT関連投資を積極的に行なっていくという態度ではな

いといえます｡企業のこのような態度は､先にみたIT関連業種の生産や設備投資が､基

本的に景気循環にほぼ則して変動していることと整合的なのではないかと考えられます｡

中長期的には非常に重要なIT関連投資

アメリカで進んでいるといわれるIT革命の本質は､IT関連の設備投資そのものの直接

的な効果(需要効果)ではなく､広範な分野に投資されたIT機器をその利用者が活用して生

産性を向上させ供給力を高めること(供給効果)にあります｡例えばインターネットの場合､

仮に同じ普及率であっても､遊びに使われるだけなら需要効果しかありませんが､ビジ

ネスに活用されて､いわゆるBtoB(企業間取引)､BtoC(企業と消費者の間の取引)といわれるイ

ンターネット取引 (電子商取引)が活発になれば非常に大きな生産性の向上､つまり供給

効果が期待できます｡したがって､各時点におけるIT投資の規模も重要ですが､その積

み重ねられた投資がどう活用されて経済全体として効率性が高まっていくかということ

がより重要です.こうした観点からみると､IT革命を一時的なIT関連機器の設備投資の

盛り上がりと結びつけるだけでは短絡的ともいえ､IT革命が経済全体に影響しているか

どうかは判断できないと思われます｡IT革命については､中長期的な経済の基調の観点

から判断すべきものではないかと思われます｡

ただし､人々がIT革命-の理解を深め､将来の経済の姿に関する ｢楽観的な｣期待を

抱くようになれば､景気の観点からみても非常に大きな役割を果たす可能性を持ってい

ます｡さらに､中長期的な観点からは､IT革命は経済成長を規定するきわめて重要な技

術革新の一つであり､今後も最重点課題として育てていくことに十分に努めなければい

けません｡そのため､IT革命に対しては､民間の創意工夫を基本としつつも｣国全体と

してその方向性を明らかにするとともに､IT革命に対応した法制の整備や民間で行なわ

れにくい情報インフラの整備､雇用の拡大に結びつける施策､デジタル ･デバイド(情報

知識格差)の防止等を積極的に推進し､将来の高い生産性の伸びを現実のものとするよう

に積極的に努める必要があります｡



第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

第3章 人件費抑制により低迷する消費

99年春以降の景気回復に伴い､生産や設備投資等の企業活動がはっきりとした回復基

調を示しているのとは対照的に､個人消費は低迷を続けています(図表Ⅰ-3-1)｡確かに企

業活動が景気回復を主導したのであれば､消費はそれにやや遅れることも自然とは思わ

れます｡しかし､景気回復から1年以上経っても消費がはっきりしない状況が続いている

のには､今回の景気回復においては通常とは異なる特殊な要因が働いていることが考え

られます｡

現在と将来の所得への不安が理由

今回の消費の低迷を説明する要因としては､大きく分けると､1つは､現在の所得が低

迷していること､もう1つは将来に対する不安の高まりから消費を抑制しようという行動

(貯蓄性向の高まり)が見られることが考えられます｡このことは､現在もらっている所得

の低迷の影響と､将来にもらえるであろう所得-の不安の影響と考えることができます｡

世論調査によると､消費を引き締めている理由として､現在の収入の減少と将来の先行

き不安がほぼ括抗しています(図表ト3-2)｡それでは､景気回復期であるにもかかわらず､

なにゆえ､このような状況が続いているのかそれぞれの要因についてみていくことにし

ます｡

大きく影響する人件費の抑制

雇用者の所得の伸びをみてみると､景気回復期に入った99年春以降も低い伸びで推移

しています(図表Ⅰ-3ll).したがって､確かに雇用者の所得の伸びが低かったことが､消

費低迷の大きな要因の1つとなっていたものと考えられます.一方､企業の経常利益をみ

てみると､景気回復に伴って大幅に増加していることがわかります｡雇用者の所得も利

益もいずれも企業活動の結果生み出された付加価値です.なぜ､一方のみが､景気回復

にしたがって増加し､一方は低迷していたのでしょうか｡その原因には､景気回復期に

おいても厳しい企業のリストラが継続していることが背景にあるものと考えられます｡

そこで､経常利益と人件費の変化を比べてみることにします(図表Ⅰ-3,3)｡これによる

と､経常利益は今回の景気の回復にほぼ則して増加しているのがわかります.一方､人
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第3章 人件費抑制により低迷する消費

図表 ト3-1 収入と消費の推移
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年
同
期

比

(
%
)
)

98年 98年 98年 98年 99年 99年 99年 99年 2000年 2000年
1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 113月 4-6月 7-9月 10-12月 卜3月 4-6月
期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

経
常
利
益

(
兆
円

)

4

経常利益(前年同期差) - - -実質実収入(家計調査:全国勤労者)

一 一 一 実質消費(家計調査:全国全世帯)

一一 一 実質雇用者所得

実質民間最終消費(SNA)

(注)経済企画庁｢国民経済計算｣､総務庁｢家計調査報告｣､大蔵省｢法人企業統計季報｣より｡

図表1-3･2支出引き締めの理由(複数回答)

99年 99年 99年 99年 2000年 2000年 2000年
6月 8月 10月 12月 2月 4月 6月

収入が減つたから

一一- -世の中が不景気でものを買う気にならない

一 一一 一進学などの教育や結婿の資金を作るため

- - -生活に必要なものはみな揃っているので

(注)電通 ｢消費実感調査｣より｡
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図表 Ⅰ-3-3 経常利益と人件費の増加幅
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(注)大蔵省 ｢法人企業統計季報｣､経済企画庁 ｢国民経済計算｣より｡
｢法人企業統計季報｣の値をGDPデフレーターにより実質化｡

図表 ト3-4 年齢階層別貯蓄性向の推移

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

～29歳一一一30-39歳･･････40-49歳一･一･50-59歳一･･一60歳～
(注)総務庁統計局 ｢家計調査｣より｡
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件費をみると､99年春の景気の底に向けて増加幅が次第に減少し､景気回復期に入って

からも経常利益に比較してあまり増加せず､逆に2000年4-6月期には大きく減少したこと

がわかります｡景気拡大期に経常利益が大きく増加しているなかで､このように人件費

がほとんど増加しないのは特異な現象ではないかと考えられます｡そこで､過去の景気

回復期における動きと比較してみると､今回とは異なり､人件費は経常利益の増加幅と

ほぼ同じかそれ以上に増加していたことがわかります｡したがって､今回の人件費と経

常利益の動きの帝離は､かなり特異な現象であるといえます｡

このような乗離はどうして生じたのでしょうか｡その大きな要因として考えられるこ

とは､経常利益が大きく増加し本来ならば余裕が生じるはずの状況になっても､企業が

非常に厳しいリストラを継続して実施していることです｡過去に比較しても高い水準の

経常利益の増加幅の一方で人件費があまり増加していないことは､リストラ等による人

件費抑制の効果がかなり強く現れてきていることを示していると思われます｡今回の景

気回復局面における､回復感の欠如と消費の低迷の背景の大きな要因の一つとして､こ

のような厳しいリストラを伴う人件費の抑制が大きく作用してきたものといえます｡

将来の賃金減少への強い不安

今回の消費の低迷に大きな影響を及ぼしている要因としてもう1つ指摘されている将来

の所得の不安は､どのような形で影響を及ぼしているのでしょうか｡大きく2つに分ける

と､近い将来の勤労所得が不確実になったことに対する不安､もう1つは年金等の政府に

よる再分配後の所得が不確実になったことに対する不安が指摘されています｡

将来の所得は､消費者の主観的な予測に基づくものなので､現在の所得のようになか

なか客観的な数値として把握するにはむずかしい面があります｡そこで､年齢階層別の

貯蓄性向を比較してみることによって､間接的に上記の2つの要因のどちらがより大きな

影響を持ってきたか､検討してみることにします｡年齢階層別の貯蓄性向をみてみると､90

年代においては､すべての階層において貯蓄性向が上昇しており､将来所得-の不安が

すべての年齢階層に及んでいたことがわかります(図表Ⅰ-3-4､図表ト3-5)｡さて､年齢階

層別に90年から99年の間のその上昇 トレンドの程度をみてみると､年齢階層が高くなる

にしたがって上昇 トレンドが弱くなる傾向があることがわかります｡このことから､90

年代においては､若年層ほど消費や貯蓄のマインドが大きな影響を受け､高齢者は相対

的に小さい影響で済んだという解釈が可能であろうと思われます｡また､97年から99年
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)

1

0

%001

図表Ⅰ-3-5 年齢階層別貯蓄性向の トレンド

～29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳

E]81年～90年の間のトレンド胃90年～99年の間のトレンノド∃
60歳～

(注)総務庁統計局 ｢家計調査｣より推計｡

図表Ⅰ-3-6 雇用 ･事業に関する不安

11年 12年
9月調査 3月調査

自営業者

11年 11年 12年
3月調査 9月調査 3月調査

勤労者

11年
3月調査

(注)日本銀行 ｢生活意識に関するアンケー ト調査｣より

田かなり不安を感じている □少し不安を感じている
甑あまり不安を感じていない 嶋自分も家族も関係ない
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図表 ト 3-7① 雇用の過剰感(その1)

｢ヰ元年早□契約社員『パートタ
(注)経済企画庁 ｢企業行動に関する
アンケート調査 (平成11年)｣より｡

(
%
)

図表 ト3-7② 雇用の過剰感(その2)

皇国準よクのちp2年以内ト1年以内■半年以内;
(注)経済企画庁 ｢企業行動に関する
アンケー ト調査 (平成11年)｣より｡

にかけての動きをみると､統計のプレも大きいのですが､50歳代､60歳代はむしろ貯蓄

性向が低下しているなかで､30歳代､40歳代の貯蓄性向は上昇しており､基本的には90

年代の傾向が反映されているのではないかと思えます｡

以上までの検討はあくまで間接的なもので､これだけで確かなことを言うことは出来

ないと思いますが､このような結果は､中堅年齢層が大きく影響される勤労所得に対す

る不安､つまり賃金抑制を含むリストラ-の不安の影響がかなり大きかった可能性を示

しているのではないかと考えられます★3｡そこで､例えば､近い将来の雇用に関する不

安について雇用者の意識をみてみると､不安を感じている人は景気回復後も一貫して8割

に達しています(図表I-3-6)｡さらに､企業の方から見ると､雇用者の不安を裏打ちする

ように､正社員に対する雇用過剰感が圧倒的に強く､さらにその解消には2年以上かかる

という企業が半数を超えています(図表Ⅰ-3-7)｡このように､近い将来の雇用の状況に対

し企業は依然非常に厳しい見方をしており､それに対して雇用者が大きな不安を感じて

★3なお､将来の不安は､年金給付額の減少に対してではなく､近い将来の年金保険料負担の増
加や増税に対する心配ではないかという見方があります｡また､30代､40代の貯蓄性向が大きい要

因としては､これらの世代が住宅購入費や住宅費の返済等の支出が大きかったためという見方もあ
ります｡
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いることがわかります｡

現在の所得の低迷をもたらしている要因として厳しいリストラの進行があることを指

摘しましたが､将来の所得の不安に関しても､やはり､賃金抑制を含む企業の厳しいリ

ストラに向けた姿勢に対する不安は非常に大きな影響を持っていたものと考えられます｡

｢ 1



第4章 依然として厳しい雇用･失業情勢

雇用 ･失業情勢は､完全失業率が高水準で推移するなど依然として厳しい状況です｡

そうしたなかで､求人や所定外労働時間が増加傾向にあるなど改善の動きもみられてい

ます｡ここでは､99年以降の雇用 ･失業情勢について､企業の雇用調整の動きや､過去

の回復局面とも比較しつつ､概観することとします｡また､フリーターの増加といった

状況についてもみることとします｡

(1)労働市場の動向

過去最低水準の後､上昇に転じた有効求人倍率

労働省 ｢職業安定業務統計｣により､公共職業安定所の求人､求職についてみると､99

年平均では､新規求人は前年比0.7%減少と2年続けて減少し､新規求職者は4.2%増と3年

続けて増加しました｡しかし､四半期別にみると､新規求人は99年7-9月期以降増加に

転じ､期を追うごとに増加幅が拡大し､2000年4-6月期前年比19.2%増(8月29.7%増)と

なっています｡産業別には､99年平均でサービス業や卸売 ･小売業､飲食店や運輸 ･通

信業等が増加に転じ､建設業や製造業の減少幅が縮小しました｡2000年に入っては､多

くの産業で増加幅が拡大しています｡増加幅が大きいサービス業では､特に情報サービ

ス業や医療､教育､社会福祉が高い伸びを示し､製造業でも電気機器等が高い伸びとなっ

ています｡就業形態別には､早くから増加に転じたパート新規求人だけでなく､常用(パー

ト除く)新規求人も増加幅が拡大しています｡新規求職は､依然高水準ですが､99年10-12

月以降は減少傾向となっています｡また､離職求職者(雇用保険の受給資格決定件数)も99年平

均で減少に転じ､2000年も減少傾向で推移しています｡こうした求人､求職の動きは､

景気の緩やかな改善の中で､生産活動の持ち直し､新規雇用需要の拡大､企業の雇用過

剰感の低下などを反映したものと考えられます｡この結果､有効求人倍率は99年平均で0.48

倍と過去最低となり､四半期別(季節調整値)でも1999年4-6月期､7-9月期0.47倍と過去

最低を記録しました｡しかし､その後上昇し､2000年4-6月期0.57倍､8月は0.62倍となっ
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ています(図表Ⅰ4-1)｡なお､就職件数は増加していますが､充足率(-就職件数/求人数)､就

職率(-就職件数/求職者数)は依然低い水準となっています｡

高卒を中心に厳しかった学卒市場

景気の低迷や､先行き不透明感の高まり､雇用過剰感が高まり､リストラの進展など

から､企業は人員量の雇用調整として厳しい入職抑制をとっており､新規学卒労働市場

は99年3月卒､2000年3月卒とも厳しいものとなりました｡文部省 ｢学校基本調査｣ で､

学卒就職率(卒業者に対する就職者の割合)をみると､2000年3月卒では､大卒55.8%､短大卒56.

0%､高卒18.6%に低下し､大卒､高卒は過去最低となっています｡労働省職業安定局調

べによると､2000年3月新規学卒について､高卒の求人倍率は1.35倍で2年連続低下し､

就職率も95.6%で3年連続低下し､求人倍率､就職率とも過去最低となっています｡

2001年3月卒については､労働省職業安定局調べ(2000年7月末現在)で､高卒は求人数が1.

4%減少､求職者数が3.4%減少と､ともに減少していますが､求職の減少が大きいため､

求人倍率は､0.64倍と､前年同期を0.02ポイント上回りました(前年同期の求人数は40.4%減少)0

一方､リクルートリサーチ調べの大卒求人倍率は､2000年0.99倍と過去最低でしたが､2001

年は1.09倍に上昇し､求人は13.2%増加と､3年ぶり増加となりました｡このように､景

気の改善が見込まれるなかで､2001年3月新規学卒はやや明るさがみられていますが､高

卒は依然やや厳しさが残っています｡

学卒無業者の割合は大きく上昇

一方､卒業者に占める無業者(学卒後､進学も正規の就職もしていないことが明らかな者､高卒無

業者には､一時的な仕事に従事している者も含まれますが､大卒､短大卒には含まれません)の割合は､

バブル期の頃は低下していましたが､学卒の就職環境が厳しくなるなかで大きく高まり､

高卒は92年の4.7%が2000年10.0%､大卒は91年の5.2%が2000年22.5%､短大卒は91年

の6.8%が2000年23.4%となり､高卒､大卒の無業者数は過去最高となっています｡卒業

者に占める一時的な仕事に就く者の割合も､大卒は91年0.8%が2000年4.2%､短大卒は91

年1.0%が2000年9.1%と大きく上昇しています｡無業者割合等の上昇は厳しい雇用情勢を

反映したものといえますが､上昇テンポの大きさなどは､需給要因だけでなく､若年者

の意識変化なども影響していると考えられます｡この点は､後でもみることとします｡
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図表 Ⅰ4_1 完全失業率と求人倍率の推移 (季節調整値)
(%､ 倍)
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(資料出所)総務庁統計局 ｢労働力調査｣､労働省 ｢職業安定業務統計｣

(2)労働力人口･雇用の動向

減少が続く労働力人口

総務庁統計局 ｢労働力調査｣で､労働力人口をみると､99年平均で6,779万人で前年差14

万人減と74年以来の減少となり､男女とも減少しました｡労働力率は､男女計(99年62.9%､

前年差0.4%ポイント低下)､男 (76.9%､同0.4%ポイント低下)､女 (49.6%､同0.5%ポイント低下)とも2

年連続して低下しました｡2000年に入っても､労働力率の低下 ･労働力人口の減少が続

いており､非労働力人口が大きく増加しています｡2000年では男性の労働力率の低下幅､

労働力人口の減少幅が､99年に比べ大きい傾向にあります｡なお､2000年の非労働力人

口(男女計)の増加を､年齢別にみると､55歳以上､特に65歳以上が多くなっています｡

労働力率の低下(労働力人口の減少)の背景

労働力人口の増減率(労働力率の変動)は景気循環と順サイクルとなる傾向がみられます

｢ 1
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が､今回は､景気が改善し､求人も増加しているなかでの労働力人口の減少(非労働力人口

の大幅増加)がみられ､過去と傾向が異なっています｡なお､景気後退期に労働力率が低下

する動き(就業意欲喪失効果)は､特に女性でみられます｡女性でも70年代半ば頃まではその

動きが大きかったですが､70年代後半以降は就業意欲の高まり等を背景に景気後退局面

での変動が小さくなっています｡ところが99年以降は低下が大きくなっています｡また､

今回景気後退局面では､男性でも労働力率が大きく低下しているのも特徴です｡

15歳以上人口の増加率は､2000年は99年とさほど変わらないので(男性0.4-0.5%程度､女

性0.5-0.6%程度)､労働力人口の増減は､労働力率の変化が主因です｡

労働力率の変動を(高齢化等による)人口構成変化要因と年齢階級別の労働力率変化要因と

に分けてみると､女性では､人口構成変化要因が近年拡大し､0.3%程度の低下寄与となっ

ています｡99年では､25-34歳層で労働力率が上昇したものの､15-24歳層､高年齢者(55

歳以上)で労働力率が低下したほか､35-54歳層もやや低下していたことから､98年より

全体の労働力率の低下幅が拡大しました｡2000年は35-54歳層の低下幅縮小や上昇など

がみられます｡一方､男性は99年はおおむね各年齢層で低下し､2000年は､15-24歳層

は低下幅がやや縮小し､25-44歳は､低下幅の縮小や小幅上昇など落ち着いた動きとなっ

ていますが､45歳以上は低下傾向で､高年齢層は低下幅が拡大し､特に65歳以上の低下

寄与が高まり､また人口構成変化要因の低下寄与が高まっています(図表14-2)0

こうした労働力率の動きの背景としては､99年前半に雇用情勢が厳しさを増すなかで､

非労働力化の動きが強くみられ､2000年の中堅層以下の労働力率の動きは､景気の緩や

かな改善を反映したものと考えられます｡男性を中心とする高年齢層の労働力率の低下

は､依然として雇用 ･失業情勢が厳しいことや自営業主 ･家族従業者の引退などが考え

られます｡

なお､｢労働力調査｣の修正フローデータ(12か月累計値)を試算すると､男性は労働力人

口から非労働力人口-の増加の動きが98年以降続いていますが､女性は98年から99年辛

ばまで増加傾向の後は､非労働力化の動きが一服しています｡これは､男女とも失業者

から非労働力人口-の動きが高水準横ばいないしやや低下ですが､就業者から非労働力

人口-の動きが､このところ女性が低下しているのに対して､男性で増加が続いている

ためです(図表Ⅰ43).高齢化が進むなかで､自営業主 ･家族従業者の減少とあわせてみ

ると､引退 ･廃業の増加や､厳しい雇用情勢の下で､求職意欲喪失者の増加も非労働力

人口の増加の背景として考えられます｡

ド
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(%ポイント)

0.8

図表Ⅰ4-2 労働力率変化の要因分解

(男性)
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(資料出所)総務庁統計局 ｢労働力調査｣ より試算｡
(注)要因分解については以下のとおり｡
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N:15歳以上人口 α:労働力率 (~は年齢計､添字 iは各年齢別を表わす)
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図表Ⅰ4-3 男女別労働力人口フロー (修正フローデータ､12か月累計)

男性労働力フロー(12か月累計)
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_A.A_
1
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ー
_
053

300

50 ｢

非労働力人口-就業者

■ヽ一■JS一､㌧ ー〆
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叫 ､ 了 患者ー非労働力人｡

非労働力人口-完全失業者

96
9798992000
IⅢⅢⅣIⅢⅢⅣIⅢⅢⅣIⅢⅢⅣⅠⅢⅢ (年･期)

(万人) 女性労働力フロー(12か月累計)

二二三 軍 二̂ ･':,:

完全失業者-非労働力人口

,,1' 非労働力人口ー完全失業者
完全失業者-就業者

750

650

96 97 98 99 2000
IⅢ Ⅲ Ⅳ IU Ⅲ Ⅳ tn Ⅲ Ⅳ IIlⅢ Ⅳ Ⅰ Ⅲ m

(年･期)

(出所)総務庁統計局 ｢労働力調査｣ よ り試算｡
(注)1) 修正フローデータの試算方法は､労働省『昭和 61年版労働自書 』 による｡
2) 2000年Ⅲは7-8月平均｡

総務庁統計局 ｢労働力調査特別調査｣(各年2月)で､求職意欲喪失者を､就業希望の非労

働力人口のうち､仕事を探していない理由が ｢適当な仕事がありそうにない｣者として

みると､98年の410万人が99年443万人と大幅に増加した後､2000年445万人と高水準となっ

ています｡なお､｢適当な仕事がありそうにない｣者のうち､すぐ仕事に就ける人で､こ

の1年間に求職活動があった者(失業者の求職意欲喪失者に近い層)は､98年45万人が99年54万

人､2000年68万人と2000年もかなり増加しました｡

減少が続く就業者

就業者数は､1999年6,462万人､前年差52万人減少と2年続けて減少し､減少幅も比較

｢ 1
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(万人) 図表Ⅰ-4-4従業上の地位別就業者数前年差

7475767778798081828384858687888990919293949596979899

(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣
(注)2000年Ⅲ期は7-8月平均｡
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可能な54年以降で最大となりました｡四半期別には､99年前半は前年差70万人程度の大

幅減少となり､その後99年年末にかけて減少幅はかなり縮小したものの､2000年に入り

やや減少幅が拡大し､おおむね20-30万人程度の減少(8月は31万人減少)となっています｡

男女別には､男性は､2000年に入っても減少が続いています｡女性は､月により増減が

みられますが､四半期別では減少となっています｡景気の緩やかな改善を反映し､99年

前半よりは､男女とも減少幅は縮小し七います.

就業者を従業上の地位別にみると､自営業主､家族従業者が前年差減少傾向となって

おり､自営業主は99年10-12月期､2000年1-3月期に増加したものの､4-6月期大幅に

減少し､2000年5月～8月は30万-40万人程度の減少､家族従業者も99年10-12月期微減

となったものの､2000年はおおむね10万-20万人程度の減少となっています｡雇用者数

は､99年は前年差37万人減少と98年より減少幅が拡大し､比較可能な54年以降で最大と

なりました｡2000年に入っては､減少幅が縮小し､4-6月期以降増加に転じました｡こ

のように､2000年4-6月期以降の就業者の減少は主に自営業主 ･家族従業者の大幅減少

によります(図表Ⅰ4-4)｡次に自営業主 ･家族従業者の減少について､見てみます｡
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減少幅が拡大した自営業主･家族従業者

2000年の自営業主 ･家族従業者の減少を年齢別にみると､40歳以上の中高年齢層､な

かでも60歳以上の減少が大きくなっています｡なお､40歳台の減少は人口要因が大きく

影響しています｡自営業主 ･家族従業者について､産業別にみると､農林業(ただし8月は増

加)､製造業(業種別には繊維工業､その他の製造業)､卸売 ･小売業,飲食店､サービス業(業種

別には対個人サービス､その他のサービス､2000年1-3月までは専門サービスも大幅減少､7月以降は対事

業所サービスも)での減少が目立っています｡2000年4-6月期以降は金融 ･保険業､不動産

業でも減少しています｡

こうした自営業主 ･家族従業者の減少幅拡大については､高齢化が進むなかでの就業

からの引退､個人消費の低調､規制緩和 ･競争激化等のなかでの引退 ･廃業が進んでい

ると考えられること､また､景気回復に伴う自営業主 ･家族従業者から雇用者-の動き

などが考えられます(90年代はやや関係が弱まっていますが､従来から景気との関連で雇用者と自営･

家族従業者の増減率は逆の関係がみられています)0

この点について､｢労働力調査｣の修正フローデータ(12か月累計値)の試算をすると､男

性については､99年初頃と2000年央と比較すると､就業から非労働力人口-の増加分の6

割程度が自営業主 ･家族従業者からの増加となっています｡また､2000年初に比べ､自

営業主 ･家族従業者から雇用者-の動きが男女とも高まっています｡なお､失業との流

出入では､男性は､99年に比べやや改善していますが､女性はさほど変化していません0

99年に大幅に減少し､2000年4-6月期に増加に転じた雇用者数

雇用者数は､99年平均で5,331万人で､前年差37万人減少と2年続けて減少し､減少幅

も比較可能な54年以降で最大となりました｡男女別には､男性は､女性よりも常雇の減

少幅が大きく､臨時 ･日雇の増加幅が小さいため､雇用者全体では28万人減(女性は8万人

減)と大幅な減少となっています｡四半期別に前年差をみると､99年前半の50万人前後の

大幅減少の後､景気の緩やかな改善を反映し､99年7-9月期から2000年1-3月期20万人

程度の減少となり､4-6月期は22万人増と9期ぶりに増加に転じ､8月も11万人増と4か月

続けて増加となっています｡男女別には､女性が99年10-12月期から､男性も2000年4-6

月期から増加に転じています｡

｢ 1
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サービス業で堅調な増加､中小規模で改善に遅れがみられる産業別､企業規模別の雇用者数

産業別にみると､製造業は大幅な減少が続いていましたが､99年後半以降減少幅はや

や縮小し､2000年6月､7月は増加しました｡しかし､8月はまた26万人減少となっていま

す｡業種別には､2000年は､化学諸工業等で増加傾向ですが､電気機器､輸送用機械等

が減少傾向となっています｡建設業は､99年は､経済対策の効果などもあり､98年に比

べ減少幅は縮小しましたが､2000年も､公共工事や住宅建設の減少の動きなどから減少

傾向で推移しています｡卸売 ･小売業,飲食店は､99年は卸売業が減少傾向ですが､小

売業,飲食店の増加(飲食料品小売業や飲食店の増加など)から､98年に比べ増加幅が縮小した

ものの､増加傾向で推移しました｡2000年は､卸売業が減少幅がやや拡大したほか(8月は

小幅増)､飲食店が減少傾向で推移したことなどから､卸売 ･小売業,飲食店全体では､

四半期別ではほぼ横ばいとなり､7月､8月は減少しています｡金融 ･保険業､不動産業

は減少傾向で推移しています｡一方､運輸 ･通信業は､景気の回復や通信業の活況を背

景に､2000年は堅調な増加となっています｡サービス業は､個人消費の低調､企業活動

の低迷から､サービス業の経済活動が特に98年に低調となったことを反映して､99年は､

年平均で雇用者数の伸びが大きく鈍化しましたが､景気の緩やかな改善等を反映し､99

年末から雇用が堅調に増加し､2000年4-6月期以降大幅増加(8月47万人増)となっています｡

サービス業では事業所関連が引き続き堅調ですが､個人消費関連の改善が遅れています｡

なお､社会福祉関連も堅調となっています(図表Ⅰ4-5).

非農林業雇用者について企業規模別にみると､99年は年平均で1-29人規模､30-499

人規模(100-499人規模で大きく減少)､500人以上規模(500-999人規模､1,000人以上とも減少)とも

に減少し､比較可能な69年以降で初めて全規模で減少しました｡四半期別に前年差をみ

ると､1-29人規模は､2000年半ばは減少幅が縮小し､30-499人規模も2000年4-6月以

降は､30-99人規模が4-6月期以降増加に転じ､100-499人規模も6月､7月増加となる

など(8月は減少)､ようやく改善の動きがみられています｡500人以上規模は､500-999人

規模が99年から2000年前半まで減少傾向で推移し､年央に下げ止まったのに対し､1,000

人以上規模では､99年前半大幅減少の後､99年後半以降増加に転じ､特に2000年前半は､

前年の大幅減の反動もあり大幅に増加しています｡この結果､500人以上規模全体として

も99年前半大幅減少､99年後半に増加に転じ､2000年前半大幅な増加となっています｡

なお500人以上規模は製造業などは減少傾向です｡このように､中小企業で雇用の回復が



第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

図表 ト 4-5産業別雇用者数前年差 唾 その他

国 サービス業

皿 金融･保険業､不動産業

m 卸売･小売業､飲食店

E:=:三∃運輸･通信業

匹空Za製造業

m 打建設業

- 雇用者計

7475767778798081828384858687888990919293949596979899 99 2000

(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

(注)2000年Ⅲ期は7-8月平均｡

(万人) 図表 ト4-6企業規模別非農林業雇用者前年差

(午)

7475767778798081828384858687888990919293949596979899

(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣
(注)2000年Ⅲ期は7-8月平均｡
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遅くなっています(図表146).

こうした産業別､企業規模別(中小零細が厳しい)の雇用の動きは､輸出の堅調､企業活動

の活発化､IT関連需要の盛り上がり､新サービス(介護等)の伸張､個人消費の低調､建設

工事の低調(公共工事や住宅着工の減少等)､流通業等規制緩和､競争の激化､消費者意識の多

様化 ･低価格志向､といった状況を反映したものと考えられます｡この点は､企業業績､

業況感､雇用過剰感とも中小企業､特に非製造中小企業で過去と比べ改善テンポに遅れ

がみられていることからもうかがえます｡また､中小企業を中心に倒産が増加している

ことも背景の一因と考えられます｡

改善が遅れる常雇

非農林業雇用者について､従業上の地位別に､前年差をみると､臨時 ･日雇は､2000

年1-3月期小幅増となった以外は堅調な増加が続いており､2000年8月は26万人増となっ

ています｡常雇は大幅な減少となっていますが､景気の緩やかな改善を受け､2000年4月

には29か月ぶりに増加の後､7月､8月(19万人減少)は減少していますが､減少幅は99年よ

りかなり縮小し､ようやく回復の動きがみられ始めています｡なお､常雇は99年はほと

んどの産業で減少しましたが､2000年はサービス業や運輸 ･通信業では増加となってい

ます(図表Ⅰ4-7)0

男性､常雇の改善の遅れは､景気 ･雇用回復の政行性､企業の先行き不透明感 ･リス

トラが大きく影響しているものと考えられます(建設業､製造業､常雇は男性比率が高くなってい

ます)0

ところで､臨時 ･日雇の雇用が堅調な一方､常雇の減少がみられますが､正規からパー

ト-の代替が進んでいるのでしょうか｡この点について､労働省 『平成12年版労働白書』

の ｢雇用動向調査｣の特別集計の分析によると､一般もパー トも減らす事業所割合が最

も高く､一般を減らし､パー トを増やすという ｢代替｣事業所割合は少ないという結果

となっています｡また､雇用削減分野では一般もパートも減少しています｡先行き不透

明感のなかで､雇用拡大分野でも企業は正規の増加を抑え､パー ト主体の増加をとって

います｡これらの要因が､全体としての一般の減少､パー トの増加になっていることが

うかがわれます｡
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(万人)
図表 Ⅰ-4-7従業上の地位別非農林業雇用者数前年差

74 75767778798081828384 858687888990919293949596979899

(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣
(注)2000年Ⅲ期は7-8月平均｡
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求人に比べ改善の遅れがみられる雇用者数

今回景気回復局面では､求人が堅調に増加しているわりには､雇用者の改善が遅れて

います｡この背景としては､以下のようなことが考えられます｡

まず､①一般に雇用の回復は求人に遅れる傾向があること(従来､2ないし3四半期程度)､

②年齢､産業､職業などの労働力需給のミスマッチが高まっていること､③企業の業況

にばらつきがみられ､リス トラが進むなかでの求人増加であること､④企業の雇用過剰

感が依然高水準であり､景気の回復がまだ本格的でなく､企業の常用雇用-の需要がま

だ強くないと考えられること､⑤同一企業内でも､人員の過剰と不足が併存しているこ

と､⑥離職率の水準がまだ入職率を上回っていること､⑦企業倒産も増加していること､

⑧求人の水準が雇用者の大幅減少 (急増した失業者)に比べ未だ低いこと (失業者も再就職が困

難な中高年層が多いこと)などが考えられます｡また､⑨若年層を中心とする就業意識の変

化(転職希望の高まり､仕事条件-のこだわり)なども影響している可能性があります｡

｢ 1
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図表 Ⅰ-4-8年齢間ミスマッチの状況
(ミスマッチ指標)

0.30

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00｣

72737475767778798081828384858687888990919293949596979899

(午)

(出所)労働省 ｢職業安定業務統計｣より試算｡

(注)ミスマッチ指標は年齢5歳階級区分で試算した (費用有効各年10月)0

ミス-ツチ指標-与∑l昔 一昔 l

ui:年齢 ;階級の求職者数､U:求職者総数
vi:年齢 ;階級の求人数､Ⅴ:求人総数

図表 Ⅰ-4-9職種別常用労働者過不足判断D.I.の推移

8485 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 (年)

(出所)労働省｢労働経済動向調査｣

(注)過不足判断D.Ⅰ.- ｢不足｣とする事業所割合-｢過剰｣とする事業所割合

ニー-管理

一一- 一専門 術技

-⇒ー 販売

- 運輸･通虐

､二一二単純工
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(訓こついては､現実の労働移動は同一職種間 ･同一産業間が中心で､他の職業 ･産業

-の移動は容易でない状況(離職期間の長期化､賃金低下しやすい)で､全体の成長率が低いな

かで､産業構造変化が激しくなっていることや､年齢間のミスマッチの拡大や､職業間

のミスマッチなどがあります｡年齢別のミスマッチ指標をみると､バブル崩壊後上昇し

ており､年齢間のミスマッチが拡大しています (図表ト4-8)｡また､新規求人が大幅に増

加しているIT分野や介護等の業種や専門的 ･技術的職業従事者では､充足率の水準が低

くなっています｡また､企業の職種別雇用過不足感をみると､専門 ･技術は一貫して労

働力不足がみられているのに対し､事務､管理はバブル崩壊後は過剰感が高い状況が続

いています｡なお､景気の改善に伴い､今回景気後退局面でかなり過剰超となった技能

工､単純工でも不足超に転じています(図表ト4-9)｡また､中高年や若年求職者の増加､

パー ト求人の比率の高まり等のなかで､求人と求職の希望労働条件 ･就業形態が必ずし

も合っていない可能性があります｡③については､労働省 『平成12年版労働白書』では､

雇用の増減を雇用過剰感と実質GDPを説明変数とし､高い雇用過剰感による雇用マイナ

ス効果が大きいことを指摘しています｡経済企画庁 ｢企業行動に関するアンケー ト調査｣

で､業界成長率､業界成長率(今後3年間)をみると､平均成長率が低下するなかで､ばらつ

きが拡大しています｡また､日本経営者団体連盟 ｢平成12年春季労使交渉に関するトッ

プマネジメントアンケー ト調査｣でも､雇用の過不足状況をみると､2000年は雇用余剰

問題が低下し､雇用余剰と人手(人材)不足の両面とする企業割合が高まっています｡

(3)企業の雇用過剰感 ･雇用調整の動向

99年1-3月期をピークに低下しつつも依然高い企業の雇用過剰感､雇用調整実施事業所割合

雇用の改善が遅れている背景として､前述したように企業の雇用過剰感が高いことが

あげられます｡日本銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣で雇用人員判断D.Ⅰ.をみると､景

気の低迷を受け､98年に大きく上昇し､99年1-3月期に全産業で第1次石油危機後のピー

クと同水準となりました｡製造業､非製造業､全産業の大企業､中堅企業､中小企業の

いずれも99年1-3月期及びその前後に､集計開始以来のピークを記録しています｡その

後､景気の緩やかな改善から､過剰感は低下していますが､依然､過去の景気回復期と

比べると高水準です(図表Ⅰ-4-10)｡また､過剰感の水準は､製造業が非製造業を､大企業

｢ 1
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国表 Ⅰ4-10 雇用人員判断D.I.の推移

① 製造業･非製造薫別

74 75 76 77 78 79 80 8182 83 84 85 86 87 88 89 90 9192 93 94 95 96 97 98 992000 (午)

産業計 一 ･･一 製造業 - - - 非製造業

(% ポイン ト)
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② 企業規模別

74 75 76 77 78 79 80 8182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 992000 (午)

産業計 一 一 一 大企業 ･- - ･中堅企業

(資料出所) 日本銀行｢全国企業短期経済観測調査｣
(注)雇用人員判断D.I.-｢過剰｣とする企業割合-｢不足｣とする企業割合

~丁



第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

国表Ⅰ-4-11雇用調整実施事業所割合の推移

が中堅 ･中小企業を大きく上回っています｡なお､非製造業では､製造業に比べ過剰感

の低下が小さく､中小企業の過剰感はバブル崩壊後のピークを依然上回っています｡

労働省 ｢労働経済動向調査｣で雇用調整実施事業所割合の動きをみると､生産の低迷

や企業の雇用過剰感の高まりを背景に､99年1-3月期まで上昇しました｡その後は､景

気の緩やかな改善の動きを受け､低下傾向となっていますが､その水準は依然高水準で

す｡産業別にみても､各産業とも98年10-12月期または99年1-3月期にピークとなり､

その後､低下傾向となっています(図表Ⅰ-4-ll)｡雇用調整の方法としては残業規制や配置

転換等が多くなっていますが､今回の景気後退期の特徴として､希望退職の募集 ･解雇

を実施する事業所割合が､水準自体は低いものの､99年1-3月期に､第1次石油危機後の

不況期(75年トー3月期)と同程度まで高まり､非常に厳しい雇用調整が行なわれたことがあ

げられます｡しかし､その後は､希望退職の募集 ･解雇の動きも落ち着きがみられてい

ます｡また､｢労働経済動向調査｣(99年11月調査)で､過去1年間に事業の見直しを実施

した事業所割合(5産業計)は36%で､前年より4%ポイント上回り､事業の見直しに伴う雇

用面での対応として､新規学卒採用の抑制､配置転換､早期退職優遇制度の導入 ･拡大､

｢ 1
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希望退職者の募集､解雇等などの比率が高まっています｡企業の厳しいリス トラ､採用

抑制の状況がうかがわれます｡労働省 ｢雇用動向調査｣で経営上の都合離職率(経営上の都

合による離職者数を1月1日現在常用労働者数で割ったもの､建設業を除く産業計)をみて も､98年1.37%､

99年1.65%と､第一次石油危機後のピーク(75年1.67%)とほぼ同じ程度まで高まっています｡

しかし､企業の人員削減方法としては､入職抑制が中心となっています｡｢雇用動向調

査｣で､厳しい雇用調整が行なわれた99年上期についてみると､一般労働者の入職率は

前年差0.3%ポイント低下､離職率は同0.1%ポイント低下と､ともに低下していますが､

入職率の低下幅が大きくなっています｡こうした入職抑制が新卒市場が厳しい要因となっ

ています｡なお､企業のリス トラについては､後でみることとします0

(4)失業の動向

過去最高を更新する等､依然高水準の完全失業率

完全失業率は､99年平均で4.7%と､前年より0.6%ポイント上昇し､比較可能な53年以

降の最高となりました｡97年の3.4%から､この2年間で1.3%ポイントの急上昇したこと

になります｡男女別に.は､男性が4.8%(前年差0.6%ポイント上昇)､女性が4.5%(同0.5%ポイン

ト上昇)と､ともに過去最高となりましたが､98年に続き男性の失業率が女性を上回って

います｡完全失業者数も99年平均で317万人と過去最高となりました｡

完全失業率(季節調整値)の推移をみると､99年は特に年前半に上昇し､3月､4月､6月､7

月と4.8%と過去最高を記録し､また､2000年に入っても､2月､3月と4.9%と過去最高を

更新しました｡その後はやや低下し､8月は4.6%と依然高水準となっています(前出図表Ⅰ

-4-1)｡男女別には､男性が厳しく､初めて5%台 (ピークは2000年3月5.2%)を記録しました｡

また､完全失業者数も99年前半の急増の後､徐々に増加幅が縮小し､2000年5月以降は減

少に転じています｡ただし依然300万人台の高水準となっています0

99年前半の失業率上昇の背景として､景気の低迷等による需要の落ち込み､業況悪化

に伴う雇用過剰感が高まり､企業が98年度末にかけて人員削減を伴 う厳しい雇用調整を

行なったことや､入職抑制の影響などが考えられます｡この時期､男性中高年層非自発

的離職失業者や学卒未就職者が増加 しています｡また､2000年1-3月期の男性を中心と

する上昇は､失業者の滞留傾向が強まったことなどが考えられます｡2000年4月以降やや

ド
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落ち着いた動きとなっている背景には､99年前半まで増加傾向であった非自発を中心と

する離職求職者が景気の緩やかな改善を受け99年央以降減少が続くなかで､非自発的離

職失業者が2000年に入りようやく減少に転じたことなどがあげられます｡また､景気の

緩やかな改善のなかで､失業者の就職が増加しています｡なお､失業から非労働力化の

動きも引き続き失業増加の抑制要因として寄与しています｡

なお､こうした厳しい雇用 ･失業情勢や急増した失業者の滞留を反映し､総務庁統計

局 ｢労働力調査特別調査｣(2000年2月)では､長期失業者割合が各年齢で高まっています｡

長期失業者割合は中高年齢層で高く､厳しい状況です｡この背景の1つに企業の求人の年

齢制限があげられます｡完全失業者が仕事につけない理由として､45歳以上では ｢求人

の年齢と自分の年齢が合わない｣が最も多くなっています｡また日本労働研究機構の調

査では､公共職業安定所に求人を出している企業の婚摘ミ上限年齢を設けており､平均年

齢は41.1歳となっています｡

こうした失業者の動和こついて､｢労働力調査｣の修正フローデータ(12か月累計値)の動

きをみると､男女とも2000年に入り､失業から非労働力化の動きが高水準ながら､横ば

いないしやや低下の動きがみられています｡景気の緩やかな改善による新規離職者の減

少や求人の増加などを背景に､就業から失業-の動きは1-3月期をピークに低下し､失

業から就業-の動きも､男女とも1-3月やや低下し､特に男性で滞留化がみられました

が､男性が4-6月期､女性が7-8月期に高まっています｡この結果､非労化による失業

減少寄与はやや低下したものの､就業との出入りによる失業増加寄与が大きく減少した

ことから､完全失業者の増加幅の縮小 ･減少となりました(前出図表IA-3).

2000年4-6月期以降減少に転じた非自発的離職失業

次に､失業の属性別に特徴をみてみましょう｡

求職理由別に完全失業者数をみると､99年平均では､非自発的離職失業者が急増した

ほか､自発的離職失業者､学卒未就職者､その他の者も大幅に増加し､いずれも過去最

高水準となりました｡男女別には､非自発的離職失業者､その他の者は､男性の増加が

女性より顕著となっています｡2000年の動きをみると､非自発的離職失業者は､99年前

半まで大幅な増加の後､増勢が鈍化し､水準は依然高いものの2000年4-6月期以降減少

となりました｡年齢別には､99年平均ではおおむね各年齢層で増加しました｡2000年4-6

期月以降は若年層を中心におおむね各年齢層で減少していますが､男性50-54歳層は小
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幅ながら増加傾向です｡自発的離職失業者は､99年後半以降増加幅が縮小し､2000年7月､各

月と減少しています｡学卒未就職者は､厳しい新卒市場を反映し､依然高水準といえま

す｡その他の者は､ならしてみると､落ち着いた動きとなりました(図表Ⅰ412)0

完全失業率を年齢階級別にみても､99年は､9各年同様､従来から高水準である男女若

年層､男性60-64歳層で上昇したほか､従来低く安定していた中堅層も含めほとんどの

年齢層で上昇しました｡2000年は､男性は1-3月期は､多くの年齢層で上昇し､4-6月

期以降は多くの年齢層で低下しています｡なお､25-29歳､50-54歳は上昇の動きがみ

られます｡女性は､60-64歳層で上昇傾向となっていますが､若年層､50-54歳層で低

下の動きがみられます｡

世帯主との続柄別に完全失業率をみると､99年は､9i年に引き続き､従来安定的に推

移していた世帯主､世帯主の配偶者も含め､各続柄で上昇し､すべての続柄で比較可能

な68年以降最高となりました｡世帯主の完全失業率は年平均で3.3%となり､2000年も依

然3%台と高水準ですが､5月以降前年差で低下しています｡また､その他の家族も4-6

月期以降低下しています(図表Ⅰ413)0

依然高水準の需要不足失業率､長期的に高まっている構造的･摩擦的失業率

労働省の推計による需要不足失業率､構造的 ･摩擦的失業率の推移をみると､景気の

急激な落ち込みを反映して､需要不足失業率は97年4-6月期の0.4%から､99年4-6月期

には1.3%にまで上昇し､その後､景気の緩やかな改善を受け､やや低下していますが､2000

年4-6月期でも1.1%､8月は1.0%と､依然過去と比べてもかなり高水準となっている点

は留意する必要があります｡一方､構造的 ･摩擦的失業率は上昇基調で推移し､98年以

降3%台で､2000年4-6月期には3.6%､8月は3.6%となっています(図表Ⅰ414)｡したがっ

て､今回景気後退局面での完全失業率の大幅な上昇は､長期的な構造的 ･摩擦的失業率

の上昇に加え､需要不足失業率の大幅な上昇が大きな要因といえます｡また､景気が緩

やかな回復下の99年央以降も完全失業率が高水準の背景には､構造的 ･摩擦的失業率が

上昇基調にあることがあります｡構造的 ･摩擦的失業率の上昇の背景としては､年齢や

産業､職業などのミスマッチの拡大や失業率の高い非正規労働者割合の上昇､若年層を

中心とする就業意識の変化(転職希望の高まり等)等が背景に考えられます｡さらに､失業率

が高止まりの背景として､再就職が困難で非労化しにくく失業継続期間が長い中高年失

業者の増大や企業倒産が2000年は増加していることの影響も考えられます｡
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図表 Ⅰ4-12 性､年齢階級別､求職理由別完全失業者数

(男性)
(単位 万人)

性､求職理由 年齢計 15-24 25-34 35-44 45-54 55-59 60-64 65歳～
午 .期 .月 I l年 I 前年 l年 l年 前年 前年

男性 総数97年 135 1 31 029 1 17 020 1 10 0 23 0 6 0

98 168 33 35 4 36 7 22 5 24 4 14 4 28 5 8 2
99 194 26 42 7 43 7 24 2 30 6 18 4 28 0 9 1

Ⅱ 206 33 45 8 47 11 24 3 32 7 19 5 30 - 1 9 0
Ⅲ 191 19 42 5 41 3 23 029 5 19 4 26 -2 10 2
Ⅳ 185 12 38 4 43 3 23 028 2 18 3 27 0 8 -1

2000 Ⅰ 204 12 41 1 48 6 24 1 34 4 20 3 28 -2 10 1
Ⅱ 199 -7 41 -4 44 -3 23 - 1 31 - 1 18 -1 30 0 9 0

2000年 7 190 -5 38 -4 44 2 21 -3 34 5 17 -4 28 2 7 - 3

8 189 -3 40 0 45 2 23 030 1 16 -2 27 0 9 -3
非自発的離職97年 39 -4 4 0 5 -2 4 0 6 - 1 4 - 1 13 -1 2 -1
98 60 21 5 110 5 8 4 10 4 7 3 17 4 4 2
99 72 12 7 2 12 2 9 1 13 3 10 3 17 0 4 0
99年 Ⅰ 71 20 5 1 1_2 4 9 3 15 7 9 2 18 3 5 1

Ⅱ 79 17 6 2 14 5 11 2 15 6 11 4 18 -1 4 0
Ⅲ ,71 9 6 2 13 3 8 013 2 12 4 15 -3 4 0
Ⅳ 66 2 5 012 1 9 012 -1 9 1 16 0 4 0

2000 Ⅰ 77 6 5 014 2 lo t 15 011 2 16 -2 4 -1
刀 76 -3 5 -1 12 -2 9 -2 17 2 10 - 1 18 0 4 0

2000年 7 74 - 1 5 -2 ll -3 7 017 2 ll -2 18 3 4 -1
8 68 -4 4 0ll -2 9 015 1 9 -1 17 0 4 0

自発的離職97年 49 4 12 014 1 8 0 9 2 3 0 2 0 1 0
98 53 4 14 2 17. 3 8 0 7 -2 4 1 2 0lO
99 58 5 14 018 1 8 010 3 4 0 2 010
99年 Ⅰ 55 4 13 016 1 9 1 9 2 4 0 3 010

Ⅱ 59 8 14 021 6 7 010 3 4 0 3 010
Ⅲ 58 2 15 -1 17 -1 9 0 9 2 4 0 2 010
Ⅳ 59 4 14 017 -2 8 - 1 10 3 5 2 2 0 10

2000 Ⅰ 63 8 14 1 22 6 8 -1 11 2 5 .12 -1 1 0
Ⅱ 55 -4 12 - 2 19 -2 8 1 7 -3 4 0 3 0 1 0

2000年 7 50 -6 ll -1 18 1 7 -4 8 1 3 -1 2 -1 0-1
8学卒未就職97年 59 012 -4 22 4 9 1 10 3 3 -3 2 1 0-27 0 6 0 1 00000000000

98 8 18 2 lO0000･000000
99 10 2 9 1 10 0000000000
99年 Ⅰ 12 2 9 1 2 10000000000

Ⅱ 12 2 11 3 2 10000000000
Ⅲ 9 1 8 2 2 10000000000
Ⅳ 8 1 7 2 1 00000000000

2000 Ⅰ ll -1 9 0 2 000000000 & 0
Ⅱ 13 1 11 0 1 -10000000000

2000年 7 8 -2 6 -2 2 00.000000000
8その他の者97年 10 2 8 2 I -1000000000035 3 8 0 7 1 4 0 5 0 2 0 7 12 0

98 41 6 9 1 8 1 5 1 5 0 3 18 13 1
99 47 6 12 3 10 2 6 1 6 1 3 0 8 0 4 1
99年 Ⅰ 48 10 13 4 10 3 5 1 6 1 3 0 9 13 0

Ⅱ 48 5 12 3 9 0 6 1 7 0 4 2 7 -13 0
Ⅲ 45 3 12 3 8 0 5 -i 60 3 0 8 1 4 1
Ⅳ 46 5 11 1 11 3 5 1 50 3 0 8 -1 4 1

2000 Ⅰ 47 -1 ll -2 9 -1 4 -1 6 0 4 19 0 4 1
Ⅱ 48 010 -2 11 2 6 0 6 -1 4 0 8 14 1

2000年 7 52 613 1 12 5 6 1 9 3 2 -2 8 1 3 -1

ド



第4章 依然として厳しい雇用 ･失業情勢

(単位 万人)

(女性)

性､求職理由 年齢計 15-24 25-34 35-44 45-54 55-59 60-64 65歳～
年 .期 .月. 節 節 節 I I 一年 前年 I

女性 総数97年 -95 4 26 -2 30 3 13 -1 14 0 5 0 4 0 1 0

98 111 16 29 3 35 5 17 4 16 2 7 2 5 1 1 0
99 123 12 31 2 38 3 19 2 20 4 8 1 6 1 1 0
99年 Ⅰ 125 27 32 5 37 7 18 3 22 8 8 2 6 0 2 1

Ⅱ 129 12 34 1 40 6 20 1 20 2 7 0 6 0 2 1
Ⅲ 128 12 32 4 41 3 19 020 2 8 1 6 1 1 0
Ⅳ 113 1 26 037 016 -1 19 1 8 1 5 0 1 0

2000 Ⅰ 124 -1 29 -3 40 3 20 2 21 -1 8 0 6 0 2 0
Ⅱ 133 4 32 -2 39 - 1 22 2 21 1 9 2 8 2 2 0

2000年 7 117 -7 26 -4 40 1 19 018 -2 7 0 6 0 2 0
8 121 - 7 28 -5 40 -1 17 -2 20 - 1 8 0 7 ､12 1

非自発的離職97年 15 - 2 2 0 3 -2 2 0 3 -1 2 0 2 000
99 30 5 5 1 7 1 5 1 7 1 3 0 3 100
99年 Ⅰ 29 10 4 1 6 1 4 1 7 4 3 2 3 1ll

Ⅱ 35 8 5 010 4 6 2 7 0 3 0 2 -1ll
Ⅲ 31 5 6 2 8 2 4 0 7 1 4 13 1 00
Ⅳ 26 -2 4 0 6 -1 3 -2 6 0 4 13 1 00

2000 Ⅰ 30 1 4 0 7 1 5 1 7 0 3 0 2 - 1 lO
Ⅱ 31 -4 4 - 1 7 -3 5 - 1 6 -1 3 0 3 1 lO

2000年 7 25 -5 I - 3 6 - 2 4 - 1 7 1 4 0 2 - 1 ll
8 29 -3 2 -2 8 -1 5 0 6 -1 5 2 3 000

自発的離職97年 46 4 13 1 17 2 7 1 7 2 2 0 1 000
98 48 2 ll -2 19 2 7 0 6 -1 2 01000
99 52 4 13 2 21 2 7 0 7 1 2 01000
99年 Ⅰ 54 11 14 3 21 6 7 0 8 3 3 11000

Ⅱ 50 4 13 1 19 2 7 0 8 1 2 01000
Ⅳ 49 112 020 1 7 0 6 0 2~. 01000

2000 Ⅰ 54 0 9 -5 22 1 10 3 8 0 2 -1 2 100
Ⅱ 56 6 12 -I 20 1 10 3 8 0 4 2 10ll

2000年 7 49 1 11 1 23 5 6 -1 7 -1 1 -1 10ll
8学卒未就職97年 51 -2 ll -3 18 -3 9 1 8 1 2 -1 10ll5 -15 -1000000000000

98 6 15 0ll0000000000
99 6 0 6 1 0-1 0000000000
99年 Ⅰ 7 1 7 2 100000000000

Ⅱ 8 - 1 8 00-10000000000
Ⅲ 6 0 6 11■00000000000
Ⅳ 4 -14 00-1 0000000000

2000 Ⅰ 8 1 7 0100000000000
Ⅱ 8 0 8 0000000000000

2000年 7 4 -2 4 -10-10000000000
8その他の者97年 9 2 7 1ll000000000024 1 5 0 8 3 4 0 4 1 2 11-1 00

98 27 3 7 2 7 -1 5 1 5 1 2 0 2 1ll
99 30 3 7 0 9 2 6 1 5 0 2 02010
99年 Ⅰ 29 2 7 0 8 0 5 0 7 3 1 020ll

Ⅱ 31 2 6 0 9 1 6 0 4 -1 2 0 2 010
Ⅲ 32 5 7 0 9 2 6 0 5 0 2 0 2 0ll
Ⅳ 28 2 7 3 8 0 4 0 5 0 1 0 2 010

2000 Ⅰ 28 -1 6 - 1 8 0 5 014 -3 2 1 2 00- 1

Ⅱ 33 2 7 1 10 1 5 -1 6 2 2 0 3 10- 1

2000年 7 34 -2 8 0 9 -3 7 0 4 -1 2 1 3 1 10
8 28 -3資料出所 総 4 -2務 庁 統 計 局 ｢労 11 2働力調査｣ 4 0 5 -1 1 0 2 - 1 10
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図表 Ⅰ-4-13世帯主との続柄別完全失業率(男女計､原数値)

その他の家族
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90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 19_73 .91 79_7, i.9_712 19_8, .91 79_8, 98i120- 19_93 .91 7T, 13?12210_0,0 2.001027TT80(午)
(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣

図表 Ⅰ-4-14完全失業率､構造的･摩擦的失業率､需要不足失業率の推移

1970 7 1 72 73 74 7 5 76 77 78 79 80 81 82 8384 8 5 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 (午 )

(資料出所) 労働省 r職業安定業務統計J､総務庁統計局 ｢労働力調査｣から労働省労働経済課推計｡
(注) 1)需要不足失業率-完全失業率一構造的 ･摩擦的失業率で算乱
2)推計方法は労働省 『平成12年版労働自書』による｡
3)2000年Ⅲ期は7-8月平均｡
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第4章 依然として厳しい雇用･失業情勢

(5)今回景気後退局面 ･回復局面の特徴等

今回景気後退局面 (99年を含む)の特徴

景気の落ち込みが激しいなかで､バブルの清算といった状況で､企業リストラが進展

し､製造業の大幅な雇用減少に加え､個人消費の低迷､企業業績の悪化から､サービス

業や卸売 ･小売業,飲食店の雇用の伸びも鈍化し､また従来景気後退期に雇用を下支え

した建設業の低迷から､中小企業も含め各規模で雇用が減少し99年の雇用の減少幅は､98

年を大きく上回りました.生産の落ち込み等第一次石油危機に匹敵する大ショックであっ

たことから､その調整に時間がかかっており､また､非常に厳しい雇用調整が行なわれ､

失業が急増し､雇用者の長期的な減少がみられ､失業期間が長期化しました｡ただ､雇

用面の調整は入職抑制が中心であり､そういう意味では企業の雇用態度に大きな変化は

ありませんが､グローバル化等の進展､先行き不透明感の高まりのなかで､生産や収益

の変動に対する雇用調整行動がやや強まっているとみられます｡また､賃金面も非常に

厳しい調整がなされました｡

厳しかった賃金面の調整

従来から､生産変動に対し､貸金は伸縮的に変動していますが､今回景気後退局面で

は､特に賃金面の厳しい調整が行なわれました｡

労働省 ｢毎月勤労統計調査｣で､現金給与総額の動きをみると､名目賃金(産業計)は､

事業所規模5人以上､30人以上ともに､98年に引き続き99年も減少しました｡また､実質

賃金も事業所規模5人以上､30人以上とも､98年､99年と2年連続減少となりました｡

99年の現金給与総額(事業所規模5人以上)は､所定外給与が､生産の回復から微増に転じ

たものの､所定内給与が比較可能な91年以降初めて減少し､特別給与(賞与が大半)も大幅

に減少したことから､1.3%減少となりました(図表Ⅰ4-15)｡所定内給与の減少は､過去

最低の春季賃上げ率や所定内労働時間の減少､パー トタイム労働者構成比の上昇､パー

トタイム労働者の給与の減少などがあげられます｡実質賃金は0.9%減少となりました｡

なお､就業形態別にみると､99年の名目賃金(事業所規模5人以上)は､一般労働者が前年比0.6%

減少､パートタイム労働者が同1.4%減少となり､また､パー トタイム労働者の構成比の



第 Ⅰ部 リス トラ継続下の景気回復

図表 ト4-15現金給与総額の前年比(事業所規模5人以上)

91 92 93 94 95 96 97 98 99 99
Ⅰ Ⅱ

(資料出所)労働省｢毎月勤労統計調査｣
(注)2000年Ⅲ期は7-8月平均｡

図表 Ⅰ4-16 労働分配率の推移

2000

Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ (午)

6566676869707172737475767778798081828384858687888990919293949596979899 992000(午)
1-61-6

全産業 - - 1 製造業 - - -非製造業

(資料出所)大蔵省｢法人企業統計季報｣

(注)1)労働分配率-人件兼/(経常利益+支払利息割引料+減価併却井+人件草)
2)法人企業統計嗣査の対象は､資本金1,000万円以上の企業ですが､97年4月より株式会社の最低資本金が
1,000万円以上に引き上げられたことに伴って､中小企業の割合が高まっており､この要因のため97年度以
降の労働分配率はそれ以前よりも上昇している可能性があります｡

｢ 1



第4章 依然として厳しい雇用･失業情勢

上昇による現金給与総額の押し下げ効果を試算すると､99年は約0.62%となります｡

賃上げ率の低下や賞与の減少は､厳しい雇用情勢や､過剰感が高いなかで企業のリス

トラの進展や､厳しい企業業績､消費者物価の安定などが背景として考えられます｡

また､労働省 ｢労働経済動向調査｣でも､賃金等の労働費用の削減を実施した事業所

割合は円高不況期を上回っています｡

なお､後述するように､企業収益の改善が賞与の上昇率にあまり反映されておらず､

企業が人件費の増加に慎重になっていることがわかります｡この背景には､依然厳しい

雇用情勢や労働分配率や雇用過剰感が依然高水準であり､企業の人件費負担感の高まり

が背景にあります(図表Ⅰ4-16)｡これは､長期の景気低迷が続き､企業の業況が厳しいな

かで､団塊の世代層が賃金額が高い40代後半から50代前半にさしかかったことも大きい

といえます｡労働省 『平成12年版労働白書』の分析では､生産や売上の落ち込みが大き

くかつ90年代に賃金上昇率が大きく低下するなかで､高学歴化 ･高齢化要因は80年代と

さほど変わらないにもかわらず､企業の人件費負担感の高まりとなっていることを指摘

しています｡経済企画庁 ｢平成11年度企業行動に関するアンケー ト調査｣(2000年)でも､

コストの適正水準との帝離度は人件費は他の項目より相対的に大きくなっています｡

しかし､日本労働研究機構のラスパイレス賃金指数の試算(労働者構成変化要因を取り除い

た所定内給与の賃金指数(1995年-100)で､純粋に賃金のみの変化を示すもの)でも､95年以降､ほと

んど横ばいで､しかも98年､99年はやや減少となっています(指数は94年99.9が99年100.0).

このことは､個々の労働者にとり賃金が抑制されていることを示しています (図表14-17).

こうしたなかで､2000年の賃金は､所定外給与の増加幅の拡大や､企業収益の増加な

どから特別給与の減少幅の縮小など(労働省労政局主要企業の夏季賞与は､98年の5.65%減から99年

0.54%減)が見込まれます｡しかし､春季賃上げ率は過去最低を更新し(労働省労政局主要企業

賃上げ率2.06%)､公務員の給与も減少が見込まれることから､99年よりは回復するとして

も､高い伸びは期待できないものと見込まれます(前出図表Ⅰ4-15)0

なお､88年以降時短が進んでいますが､マクロベースで時間当たりの賃金と生産性の

動きをみると､賃金は生産性の伸びにおおむね沿った動きとなっています(図表1418).

一方で､賃金が伸縮的に変動するなかで､昨年の 『経済情勢報告』でも分析したように､

労働時間減少による雇用の下支え効果があると考えられます｡また､時短の生産性上昇

効果や消費拡大効果(労働省『平成10年版労働自書』の分析)も期待されます｡
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図表 Ⅰ-4-17ラスパイレス賃金指数上昇率(産業計)

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 (午)

(資料出所) 日本労働研究機構｢1999年のラスパイレス賃金指数｣(2000年)

図表 Ⅰ-4-18生産性と実質賃金(時間当たり､前年比)

や や や や や や 小 や や や 命 令 命 中 率 中 谷 命 令 命 qh q～ ¢ qh ゆ 命 令 命 qq ♂ (午)

(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣､労働省｢毎月勤労統計調査｣､経済企画庁｢国民経済計算｣
(注)生産性-実質GDP/(就業者数×総実労働時間)
実質賃金-(1人当たり雇用者所得/GDPデフレ一夕)/絵美労働時間
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(時間) 図表ト4-19 年間総実労働時間の推移(事業所規模30人以上)
2300.0

2200.0

2100.0

2000.0

1600.0
707172737475767778798081828384858687888990919293949596979899

醍所定内労働時間 Ea所定外労働時間

(資料出所)労働省｢毎月勤労統計調査｣

(午)

労働時間は88年以降減少傾向

わが国の労働時間は､88年の改正労働基準法の施行を契機に着実に減少し､労働省 ｢毎

月勤労統計調査｣の年間総実労働時間は事業所規模30人以上で､88年の2,111時間から99

年の1,842時間に269時間減少しました｡この間､所定内労働時間は1,922時間が1,709時間､

所定外労働時間は189時間が133時間となりました(図表Ⅰ-4-19)05人以上では99年は1,840

時間､所定内労働時間1,726時間､所定外労働時間114時間となっています｡

なお､｢毎月勤労統計調査｣には､常用のパー トタイム労働者が含まれるので､労働省

｢貸金構造基本統計調査｣で､6月のみの数字ですが､一般労働者の男性の労働時間をみ

ても､88年200時間(所定内労働時間180時間､所定外野働時間20時間)が99年181時間(所定内労働時

間167時間､所定外労働時間14時間)と減少しています｡また､同調査で企業規模別､職種別､

年齢別にみても､いずれも減少しています｡

なお､｢労働力調査｣で､週間従業時間60時間以上の非農林業雇用者(従業者)をみると､88

年の1,065万人から99年は739万人 (従業者数の12.2%)と減少しています｡しかし景気の

影響もありますが､このところ横ばい傾向となっている点は留意する必要があります｡
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今回景気回復局面の特徴

今回の景気回復期の雇用関連指標の動きについて過去と比較してみましょう｡景気回

復後5四半期 (今回2000年第Ⅲ四半期は7､8月平均)までの推移 (季節調整値)をみると､まず､

新規求人は､平成景気 (円高不況後)に次ぐ､堅調な増加となっています｡一方､就業者

数､雇用者数といった雇用面の回復は遅れています｡就業者は､平成不況後をやや下回

り､最も回復が遅れ､第5四半期でも景気の谷の水準をやや下回っています｡雇用者は､

平成不況後につぐ弱さです｡なお､自営業主 ･家族従業者の減少から､就業者数の低下

幅が大きくなっています｡常用雇用指数は､最も回復が遅れ､景気の谷の水準を下回っ

ています｡労働力率の低下幅も第2次石油危機後を上回っています｡また､雇用関連の指

標は景気回復後3ないし4四半期目に悪化がめだっています｡名目賃金は､回復後第4､第5

四半期と続けて減少し､第5四半期では､過去と比べ回復が最も遅れています (物価の違い

も考慮する必要がありますが､実質賃金でも第5四半期では､過去と比べ最も低くなっています)0

有効求人倍率は､求人の堅調な増加等から､ミニ不況後をやや上回り､平成景気に次

ぐ上昇となっています｡完全失業率も､非労働力化もあって､平成景気にほぼ近い低下

幅で､景気の谷の時期の水準を下回っています｡ただし､有効求人倍率､完全失業率の

水準は厳しい状況です｡また､有効求人倍率の底は､回復後1四半期目､完全失業率の山

は､回復後3四半期目であり､平成不況後の回復が非常に遅れていた (有効求人倍率が回復後7

四半期目､完全失業率が回復後10四半期日)のに対して､今回は､(2000年8月までの数字での判断で

すが)過去とさほど変わりありません (図表Ⅰ4-20)0

雇用者について､規模別には､500人以上規模は今回は堅調な回復ですが､1-29人､30

-499人規模は､最も回復が遅れ､景気の谷の水準を下回っています｡産業別には運輸 ･

通信業で比較的堅調となっています｡

概括すると､新規求人は比較的堅調ですが､雇用面 (特に中小､常用雇用)､賃金面の回復

の遅れや労働力率の低下､自営業主 ･家族従業者の減少も大きいことが特徴です｡なお､

求人倍率､失業率は水準は厳しいですが､改善の動きは過去と同程度です｡

なお､雇用の改善が遅れている背景としては､景気の回復力が弱いこと､過剰感が高

く企業のリストラが進展していることなどが考えられます｡実質GDPは､前期比で99年

後半減少ののち､2000年前半に増加となりましたが､回復後4四半期目でみると､ほぼ横

ばいで､平成不況後をやや下回り､最も弱い動きとなっています｡

｢ 1



第4章 依然として厳しい雇用 ･失業情勢

図表 Ⅰ4-20 景気回復局面での雇用関連指標の推移

①新規求人数の推移(季節調整値)
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(資料出所)総務庁統計局 ｢労働力調査｣､労働省 ｢職業安定業務統計｣｢毎月勤労統計調査｣
(注)1)第1次石油危機/75年 Ⅰ期-0期 ミニ不況後/77年Ⅳ期-0期 第2次石油危機後/83年 Ⅰ期-0期
平成景気(円高不況後)/86年Ⅳ期-0期 平成不況後/93年Ⅳ期-0期 今回回復期/99年Ⅱ期-0期
2)2000年Ⅲ期は718月平均0
3)労働力率の季節調整は連合総研で行なった｡
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第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

企業リストラの進展とそのマイナス面

また､今回の特徴として､景気が緩やかに改善しているなかで､一部の企業ではリス

トラを実施しています｡この背景としては､①今回の景気後退期の生産活動の落ち込み

方がかつてなく大きかったことに加え､その直前の景気後退期での過剰感が解消されな

いうちに景気後退局面に入ったことによる､かつてない雇用過剰感の高まり､②①と関

連しますが､労働分配率のかつてない高まりや企業の人件費負担感の高まり､③情報化

の影響､④規制緩和の影響､⑤金融自由化や会計基準の見直し等の下で､企業が従来以

上に財務体質の強化を迫られていることなどがあげられます(労働省『平成12年版労働白書』)0

なお､労働省のヒアリング(99年10月)によれば､雇用調整を伴うリストラクチャリングを

実施する場合の雇用削減方法は､採用抑制によるものがほとんどとなっています｡

企業リストラは､企業経営の効率性を高めることが期待されますが､そのマイナスの

側面も考慮する必要があります｡例えば､従業員-のストレスや職務-の満足感-の影

響が考えられます｡この点､(財)社会経済生産性本部メンタル ･-ルス研究所 ｢経営指

標とメンタル-ルスに関する調査研究｣(99年)によると､従業員の減少は労働者の職場

適応と精神面の安定にマイナスの影響をもたらす結果となっています0(財)雇用情報セ

ンター ｢仕事の変化が従業員の健康に与える影響に関する調査｣(99年､労働省委託)の分析

結果では､終身雇用を維持すると考えている企業で働くよりも､基本的に見直すとした

り､終身雇用慣行をとっていない企業で働く労働者ほどストレスが高く､また､法定外

福利厚生費の大幅削減や本社スタッフの大幅スリム化のようなコスト削減策や効率化の

実施は､労働者のストレスを高め､職務満足を下げる関係となっています｡なお､若年

者等､企業-の定着意識を低下させるおそれもあります｡また､人員削減と企業格付け

の関連について言えば､アメリカでは人員削減計画の公表後に株価が下落する傾向があ

るという実証研究もみられており､リストラが有効とはいえません｡

リストラによる雇用需要の減少による失業増加等のマイナス効果も大きいと考えられ

ます｡昨年の 『経済情勢報告』では､こうした､失業の社会的コストとして､家計消費

の減少(雇用不安による消費性向の低下や失業世帯の支出減)､労働力の遊休化による生産の減退

といったマクロ経済の需給両面-の影響､長期的な技能蓄積機会の喪失､財政面-の影

響(雇用保険収支の悪化､社会保険料収入 ･税収の減少など財政収支の悪化)について指

摘しています｡実際､特に98年の消費不振は､雇用不安の高まりが大きく影響しました｡
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第4章 依然として厳しい雇用 ･失業情勢

(6)若年フリーターの増加

フリーターの実態

近年､若年の意識変化､学卒就職環境の変化等の中で､進学や正規の就職をせず働い

ていなかったり､パー トやアルバイ トとして働く10-20歳を中心とした､いわゆる ｢フ

リーター｣が増加しています｡労働省 『平成12年版労働白書』の推計(｢就業構造基本調査｣

特別集計)では､フリーターの数は82年の50万人が97年には151万人と3倍に増加していま

す(図表Ⅰ4-21)｡また､『平成12年版労働白書』では､フリーターを､自己実現型(フリー

ターの約2割)､将来不安型(非自発型を含む)(約4割)､フリーター継続型(1割弱)､その他(家庭に

入りたいを含む)(約3割)に分けており､フリーターの意識は多様となっています｡リクルー

トリサーチの調査(｢アルバイターの就労実態に関する調査｣2000年)によると､フリーターのプ

ロセスとして､卒業時に正社員としてすぐに就職しなかったものが6割以上であり､その

中での理由としては､｢正社員としての仕事に就く気がなかった｣が約4割､｢就職口がな

かった｣が約2割となっています｡フリーターになった動機 ･理由は､｢働く時間を自由

に決められる｣ ｢自分に合う仕事を見つけるまで｣｢仕事以外にしたいこと(趣味6割､資格取
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図表ト4-21フリーター数の推計(男女計)

1982 87 97 (辛)

(資料出所)総務庁統計局r就業構造基本調査｣を労働省政策調査部で特別集計O
(注)フリーターについては､年齢が15-34歳で以下の①､②の者とした｡
①現在就業している者については､勤め先における呼称が｢アルバイト｣又は｢パート｣である雇用者で､
男性については継続就業年数が1-5年未満の者､女性については未婚で仕事を主にしている者
②現在無業の者については､家事も通学もしておらず｢アルバイト･パート｣の仕事を希望する者
(出所)労働省『平成12年版労働自書』
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第 Ⅰ部 リス トラ継続下の景気回復

得3割)がある｣ が多くなっています｡なお､日本労働研究機構 ｢高校3年生の進路決定に

関する調査｣(2000年)によると､調査対象高校3年生の4人に1人がフリーターになること

を考えており､また､フリーター予定者(約1割)の約半数が正社員としての就職を途中で

あきらめ､希望する就職ができないことを理由としています｡リクルー トリサーチの調

査によると､フリーターのメリットとしては､自由な時間が取れる､好きなときに働け

る､等が､デメリットとしては､いざというときの保障が無い､生活が安定しない､等

が高くなっています｡しかし､フリーターのうち､定職に就きたいとする者が約7割であ

り､フリーターを続けたい者は1割未満に過ぎません｡フリーターの今後の継続予定も｢で

きるだけ早めにやめたい｣が半数､｢2-3年続けたい｣が3割となっています｡一方､日

本労働研究機構の学卒者の追跡調査によると､卒業時非正社員や無業者だった者は､3年

後に正社員となる比率は低くなっています｡また､前述のリクルー トリサーチの調査で

は､現在の仕事が将来の職業に役立っとする者は3割にすぎません｡

したがって､フリーターは､学校から職業-の移行という観点からすると､全体的な

評価としては､一種の陸路といえます｡また､フリーター等非正規就業者の増加は､若

年層の就業意識のほか､例えば､15-24歳(学生を除く)非正規従業員比率と有効求人倍率は

負の関係がみられるように､景気要因なども影響していると考えられます｡

(7)今後の展望と求められる対策

以上の現状を踏まえ､以下､今後の雇用の回復の展望と雇用の安定 ･確保のための課

題 ･雇用対策について簡単に述べることとします｡

雇用<正規雇用>の本格的な回復は見込まれるか

企業のリストラが進展していますが､景気の緩やかな改善がみられる中で､前述した

ように､企業の雇用過剰感､雇用調整圧力も高水準ながら､低下しています｡新規求人

も堅調に増加しており､雇用者数も前年差で2000年5月以降増加に転じています｡労働分

配率は依然高水準ですが,売上げの増加､総人件費削減､付加価値率の高まりなどから99

年以降は低下に転じています (前出図表1416)｡また､雇用の回復が遅れている製造業

についても､労働生産性と雇用等の関係をみると､労働生産性が直近ではトレンドを上

回るようになってきています (図表Ⅰ-4-22)｡生産が増加しても､労働生産性の水準がト
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第4章 依然として厳 しい雇用 ･失業情勢

図表Ⅰ4-22 製造業の生産､雇用､労働生産性の推移 (1995年=100)

73 74 75 76 77 78 79 80 80 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 992000 (午)

(資料出所)総務庁統計局｢労働力調査｣､通産省｢通産統計｣より推計｡
(注)1)労働生産性(生産/雇用者 1995年-100)は､以下の式により推計したタイムトレンドを除去｡

Y-56.28+0.523TR2-0.91 D.W.-0.13計測期間1973年 Ⅰ期～2000年Ⅱ期
(54.79)(32.59) ( )内はT値｡ タイムトレンドは1973年 Ⅰ期から順に1.2.･- とした｡

2)雇用者数は連合総研で季節調整を行なった｡
3)2000年Ⅲ期は7､8月平均｡
4)試算方法は労働省『平成11年版労働白書』を参考にした｡

レンドを下回っている間は雇用保蔵解消圧力が残っており､雇用者の減少が続くと考え

られるので､企業のリストラ圧力が一服しつつあることを示唆しているといえます.｢労

働経済動向調査｣(2000年8月調査)でも､常用労働者 (調査産業計)の増減D.Ⅰ.(増加一減少)で

も､過去1年間が-27だったのが､1年後は-18と依然雇用を減らす事業所が多いものの､

改善の方向に向かっています｡学卒市場もやや明るさがみられています｡

しかし､経済企画庁 ｢平成11年度企業行動に関するアンケー ト調査｣(上場企業を対象)

では､2001年1月現在で､雇用が適正水準となる時期をみると､約6割 の企業が ｢2年より

のち｣と回答しており,雇用量の調整は時間を要するとの見方をとっています (前出図表

Ⅰ-3-7)｡雇用が本格的に増加するかどうか､こうしたリストラとの綱引きですが,今後

景気が本格的に回復し､業況が着実な改善をすれば､調整はより早まることも期待され

ます｡この点､日本労働研究機構 ｢労働力の非正規化､外部化と労務管理に関するアン

ケート調査｣(99年､調査対象は卸売業､金融･保険業､不動産業､対事業所サービス)によると､全

体的に厳しい不況下で､正社員を削減した事業所が正社員を増やした事業所より多いも

のの､経営が好調 ･改善の事業所や高付加価値戦略をとっている事業所では,正社員を

増やした事業所が多くなっています｡正社員も含めた雇用機会の創出のためには､一定
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第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

の景気拡大が必要であり､付加価値面では過度の価格破壊が進行しないことが望ましい

といえます｡

適度な成長率の確保

今後の対策としては､景気の着実な回復を図り､GDPギャップを解消し､適度な成長

経路にわが国経済を戻すとともに､先行き不透明感を払拭し､企業の期待成長率が上向

くことが重要です｡需要不足失業率や企業の過剰感は依然高水準です｡失業率や需要不

足失業率と実質GDPとの関係をみると､実質GDP1%上昇で0.1%低下という関係がみら

れます｡失業率が着実に低下するには､2-3%の経済成長が必要です｡企業も､期待成

長率が上向かなければ本格的に雇用､特に常用雇用を増やそうとはしません｡実際､高

度成長期の構造変化は､発展部門の雇用増主導のため､失業率は低かったのに対して､

安定成長期の構造変化は需要縮小部門からの排出圧力が大き･いため､ミスマッチ失業の

増大につながっています｡また､企業間､業種間の政行性が雇用需要にも影響しており､

消費の拡大を含めたバランスある経済成長が求められます｡

新規開業の重要性

雇用創出を図るためには､新規企業の事業創出が重要です｡総務庁統計局 ｢事業所 ･

企業統計調査｣により､企業の従業者数の増減寄与を新設事業所､既存事業所､廃止事

業所に分けてみると､新設規事業所の増加寄与は91-96年に低下したものの､一貫して

従業者数の増加に大きく寄与しており､雇用の創出に重要な役割を果たしています｡し

かし､96-99年は､景気の低迷の厳しさや企業の人員削減の動きなどから､既存事業所

が減少寄与に転じたほか､廃止事業所の減少寄与が拡大したことから､従業者数が大幅

減少に転じています｡また､90年代にはいり､新設事業所の増加寄与は廃止事業所の減

少寄与を下回っています (図表Ⅰ4-23)0

こうしたことから,新規開業の活性化政策が重要ですが､一方､景気後退期には､起

業支援だけでは､全体の雇用拡大効果を期待するのは難しいことも示唆しています｡需

要刺激策とあわせた方が効果的です｡実際､雇用保険事業所ベースの開業率をみると､

成長率が高い方が活発となっています｡
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第4章 依然として厳しい雇用 ･失業情勢

(%) 図表 Ⅰ-4-23事業所の新設､既存､廃止別従業者数増減寄与度(年平均伸び率)

1969-72 72-75 75-58 78-81 81-86

(資料出所)総務庁統計局｢事業所･企業統計調査｣より試算｡
(注)1)試算方法は､労働省『平成10年版労働白書』を参考とした｡
2)増減率には改廃時期不詳の事業所を含む｡

86191 91-96 96-99 (*)

ミスマッチ対策等各種雇用対策の推進

さらに需要促進策のほか､雇用対策として､以下のような対策が求められます｡

雇用の安定を図るためには､IT､介護等の新規 ･成長分野の雇用機会の創出が重要で

あり､こうした分野での必要な人材の育成､就職促進策､(雇用管理の改善等)人材定着策､

起業家支援策などが重要です｡

また､求人の増加が雇用の増加に結びつくよう､労働力需給のミスマッチの解消策等

が重要となっています｡官民あわせた労働力需給調整機能の強化 (求人･求職情報の適切な把

握･提供によるマッチング機能の強化､民間職業人材紹介事業の拡大など)､失業者等-の能力開発

支援､企業の求人年齢要件の緩和等が求められます｡

倒産の増加や企業のリストラの進展で､再就職促進､失業給付の重点化等中高年リス

トラ層-の支援策が-膚の充実が求められます｡また､企業も､安易なリストラは企業

経営にとってもマイナス面が大きいことを認識する必要があります｡

若年者の高失業の背景には､フリーターの増加等非正規就業者比率の高まり､就業意

識の変化 (定着意識の低下､仕事志向等)などによる高い離転職率などがあります｡その他に
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第 Ⅰ部 リストラ継続下の景気回復

学生の職業意識形成が不十分なことや近年の厳しい学卒就職市場があります｡また､若

年の離職行動には､企業側の対応が不十分なことも一因と考えられます｡頻繁な離転職

は技術 ･技能の蓄積面で本人や社会にとっても損失です｡学卒就職支援策の拡充のほか､

学校から職業-の円滑な移行を図るため､在学時からの職業意識の啓発､職業ガイダン

スの充実､職場体験機会の提供等による適職選択の支援､学校､行政､企業が一体となっ

たマッチング機能の強化､フリーターから正規雇用-の移行支援 (情報提供､企業外の能力開

発機会の提供等)､学卒者-の就職促進策などが必要です｡若年の就業意識の変化も踏まえ

た企業の対応策も求められます｡

企業倒産の増加､リストラの進展､産業構造転換､転職意識の高まり等のなかで､労

働移動 (転職)の増大が予想されます｡このため､中途採用市場の整備を図ることが重要

です｡そのため､求人情報の整備､職業能力評価制度や企業外の職業能力開発機能の充

実が求められます｡また､転職に不利とならない退職金制度の整備なども必要です｡企

業も中途採用者の適切な処遇を図ることが求められます｡労働者自身も自己の仕事能力

を把握し､明確に人に伝えられる能力が重要です｡

また､IT化等技術進歩やこうした労働移動の増大に対応するため､労働者の職業能力

を高めることが必要です｡労働者のキャリア形成に対する支援が求められます｡

さらに､パー トタイム等非正規社員が増大していますが､パートタイム労働者と一般

社員との賃金格差は拡大傾向にあります｡問題は､パー トタイム労働者のなかには､正

社員と職務内容がほとんど同じ者もおり､また､非正規社員のなかには､正社員の仕事

がなくて従事している者や正社員に変わりたいという希望を持つ者がいることです｡さ

らに､福利厚生や教育訓練 ･能力開発等の満足度が低く､正社員-の切替制度や福利厚

生､退職金制度､自己啓発制度の適用は低くなっています｡パー トタイム労働などをよ

り良好な就業形態としていくためには､パー トタイム労働者と通常の労働者との均衡を

考慮した処遇 ･労働条件の確保､能力開発､雇用管理､正社員と非正規社員との転換制

度等働き方の多様性を高める制度づくりが望まれます｡

量 70 蔓
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景気回復期に入ってからも､物価は下落傾向を続けています｡実質値でみて経済が回

復しても､名目値での成長が見られない状況では､大きな負債をかかえた経済では本格

的な景気回復とはいえないのではないかという見方があります｡例えば､99年度のよう

に､名目GDPが実質GDPの伸びより低い状態では､負債を多くかかえた部門ではバラン

スシー トの改善が進まず､持続的な経済成長は困難なのではないかという見方です｡ま

た､物価が下落を続けているということは､デフレ懸念を依然完全には払拭できないで

いるのではないかという指摘もあります｡これらの点に関してどのような見方をするか

によって､金融政策や財政政策の在り方は大きく異なってくることになります｡

(1)完全には払拭できないデフレ懸念

人件費抑制で物価も下落

デフレ懸念の判断に当たっては､卸売物価や消費者物価の基調をどうみるかというこ

とが重要になります｡そこで､最近の動向を前年同月(期)比で見てみると､まず､国内卸

売物価は､98年中は▲2%強の下落を続けていましたが､99年に入ると次第に下落幅が縮

小し､2000年においては若干のプラスの値を示すようになっています(図表I-511)｡また､

消費者物価(生鮮除く総合)は､98年に一時▲0.5%の下落を示したものの､基本的に上昇率0%

かわずかな下落で推移してきましたが､卸売物価とは逆に99年末から下落幅が拡大して

います｡GDPデフレーターをみると､これも99年から2000年にかけて下落幅の拡大が見

られます｡

このような卸売物価と､消費者物価やGDPデフレーターとの相違はなぜ現れてきたの

でしょうか｡その一つの理由に､国際的な原油価格上昇の影響が国内卸売物価により強

く現れている点があげられます｡しかしそれと同時に､人件費の抑制が大きな影響をも

たらしているのではないかと思われます｡卸売物価指数と消費者物価指数等との間の指

数の構成品目の最大の相違は､人件費が価格の太宗を占めるサービス部門を前者は含ま

ないが後者は含むことにあります｡つまり､人件費が抑制されれば､サービスの価格が



図表 ト 5-1物価の推移
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

⊂=二二==コGDPデフレーター 睡 名目GDP
妻一 一 一 国内卸売物価 消費者物価(生鮮食品除く総合)

消費者物価(サービス(持家の帰属家賃除く))- - -消費者物価(生鮮食品除く商品)

(注)総務庁｢消費者物価指数｣､日銀(卸売物価指数｣､経済企画庁｢国民経済計算｣より｡

上昇せず､相対的に消費者物価等の上昇がより抑制されることになります｡そこで､消

費者物価指数に含まれるサービス(持家の帰属家賃を除く)の指数の推移をみると､98年まで

は総合指数(生鮮除く)より高い伸びで推移していましたが､人件費の伸びがみられなくなっ

た99年には両指数ともに上昇率はほぼゼロとなり､2000年に入ってからは両指数が殆ど

同じように下落していることが分かります｡99年末頃から商品の物価指数(生鮮食品除く)

も下げ幅をやや広げたのですべてとはいえませんが､2000年に入ってからの消費者物価

の下落にはサービスの価格の下落が大きな要因となっているといえます｡

以上をまとめると､物価が下落を続けている要因としては､98年までは､需給が改善

しないことから国内卸売物価に代表されるようなモノの価格の低下がより大きな役割を

果たしましたが､99年に入ってからは､人件費の抑制に伴うサービスの価格の低迷も大

きな要因として加わり､2000年に入ってからはサービスの要因が一層強まっているきて

いるといえます｡

このことは､これまで述べてきた､企業部門の回復と対照的な消費の低迷､さらにそ

れをもたらしている人件費抑制を含む厳しい企業のリストラの継続という経済全体の基

調を反映しているといえます｡

依然大きな不良債権､過剰設備､過剰雇用

デフレ懸念を依然消しきれない要因として､企業の不良債権､過剰設備､過剰雇用と

ド
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図表Ⅰ-5-2 GDPギ ャップ
(対潜在GDP比､%)

生産関数を推計し､推計誤差を上乗せして

潜在GDPを求めた場合 .:∫∫′ J′ ′一 一∴ヽ ′ ノ■l､ ′ 一l.一 ､､.._､,､‥､.,t†o,I .'.̂t..
'*13.'ー;ツ,.二RT:>::;:;二 より＼､､tt,,I.㌔.:.,,ttlttt.,.,:I
潜在GDPを求めた場合 生産関数を推計し､

需要>供給

需要<供給

ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ(期)
197576777879808182838485868788899091929394959697989900(午)

(注) 1.『経済白書』 (平成12年版)
2.資本や労働の平均的な稼働状況の下で達成されるGDP(辛
均的なGDP)を試算し､それを潜在的なGDPと考えると､
それと現実のGDPとの差がGDPギャップとなる｡

図表 ト5･3生産･営業用設備D.I.
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7-9月 4-6月 1-3月

期 期 期
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期

98年 99年 00年
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期 期 期

通信 一 一 一電気機械一 ･･一繊維 一 ･･一石油石炭-･･- ･輸送用機械

(注)日銀｢短観｣より｡

いった問題が依然残っているのではないかという見方があります｡そこで､これら経済

の不均衡がどこまで改善されたのか見ていくこととします｡

まず､需給ギャップが現在どの程度存在するかをみてみると､景気が回復期に入った

ものの､依然GDPの3%程度に需要不足あるいは供給能力過剰が存在しているといえます
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(図表ト5-2)｡需給ギャップの計測には技術上の問題が大きいことに十分留意する必要は

ありますが､このように大きな需給ギャップが依然存在することは､景気は回復過程に

あるものの経済全体としてまだまだ十分に体力を回復していないことを示しているとい

えます｡

次に､過剰設備や過剰雇用の状況みてみます｡まず､過剰設備についてみると､通信

業や電気機械では設備過剰が解消されていると思われるものの､その他の多くの産業で

は､依然高い過剰感が残っています(前掲図表ト5-3)｡また､雇用の過剰感についてみる

と､改善の傾向は見られているものめ､水準としては依然高い水準となっています(前掲

図表Ⅰ410)｡したがって､企業の認識としては､過剰設備や過剰雇用の問題はいまだ解

決されていない問題であるといえます｡

また､不良債権についても同様のことがいえます(図表Ⅰ-5-4)｡処理が進んでいるもの

の､全体としての額はなかなか大幅に減少するまでに至っていません｡また､従来あま

り注目されていなかった協同組織金融機関の不良債権の処理も大きな問題として残され

ています｡特に､建設業､不動産業における債務が多く不良債権となっており､依然と

して大きな重圧となって経済全体にのしかかっています｡

したがって､今回の景気回復局面は､過去の負の遺産である企業の不良債権､過剰設

備､過剰雇用という大きな足伽を引きずりながら少しずつ回復が進んでいるといえます｡

急速に高まった企業の債務返済能力

それではこうした負の遺産によって企業の体力はどの程度の影響を受けているので

しょうか｡そこで､企業の資産収益率(ROA)と借入金利子率をみてみます(図表Ⅰ-5-5)★4｡

それによると､景気が悪化していた97年から98年にかけては､資産収益率は急速に低

下し､借入金利子率とほぼ同じ水準になってしまいましたが､99年に入り景気が回復す

るにつれて利益が増加し､資産収益率は急速に改善してきていることがわかります｡そ

の一方で､借入金利子率は､90年代に入ってからの金融緩和が継続していることもあり､99

年においても横ばいで推移しています｡このため､99年に入ってからは､企業が債務か

ら受ける重圧は98年よりは軽くなっていると考えられ､99年に入って企業を取り巻く環

境は好転してきていると考えられます｡

★ 4 単純化すれば､資産収益率が借入金金利率より大きいほど企業の体力が強いと考えることが

できます｡
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図表 ト 5-4銀行･リスク管理債権

1993年 1994年
3月未 3月末

語薄潤 卿蕃穀…去≡…

-:㌔.∫..-㌔-...: :::::～:::::::-∴､.: :::::I:::::::.:::く:

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年
3月未 3月未 3月未 3月未 3月未 3月末

全国銀行(主要行等+地銀･第二地銀)□主要行等艶地銀･第二地銀郵協同組織金融機関

(注)1.金融庁｢12年3月未におけるリスク管理債権棟の状況について｣より｡
2.96年末を始め計上金融機関に若干の相違がある｡

図表 I-5-5企業の債務返済能力

83年 84年 84年 85年 86年 87年 87年 88年 89年 90年 90年 91年 92年 93年 93年 94年 95年 96年 96年 97年 98年 9時 99年 00年
6月 3月 12月 9月 6月 3月 12月 9月 6月 3月 12月 9月 6月 3月 12月 9月 6月 3月 12月 9月 6月 3月 12月 6月

一･･一■ROA(資産収益率)- 借入金利子率

(注)大蔵省｢法人企業統計季報｣､経済企画庁｢国民経済計算｣より作成｡
ROA=(営業利益+受取利息等)/総資産期初期未平均*4*100､
借入金利子率-支払利息･割引率/金融負債(-長短借入金+社債+受取手形割引残高)
期初期未平均*4*100
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図表ト5-6企業の資金と設備投資の動向
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〒====設備増強投資 - 企業の貯蓄投資差額

(注)大蔵省｢法人企業統計季報｣､経済企画庁｢国民経済計算｣より作成｡実質設備増強投資は､｢法人企
業統計季報｣における(設備投資額一減価償却費)を､SNA民間企業設備デフレーターで実質化したもの｡
企業の貯蓄投資差額は､キャッシュフロー(減価償却費+経常利益/2により簡便に計算)から設備投資額
を引き同様に実質化したもの｡

厳しいリストラの結果としての企業体力の回復

このように資産収益率が高まった背景には､この間に激しいリス トラが行なわれたこ

とを物語っているのではないかとも考えられます｡先にみたように景気回復期に入って

からも､過去みられなかった人件費の厳しい抑制が続いています(前掲図表Ⅰ-3-3).この

ような企業の行動は､人件費に対してだけでなく､設備投資にも現れています｡減価償

却費を上回る設備投資額は設備を増強するもので積極的な企業の投資行動を表わしてい

ると考えられますが､その水準は99年春以降の景気回復期に入っても戦後例を見ない非

常に低い水準で推移しています(図表ト54)｡このことも､先の人件費の抑制と同じく､

企業は余裕資金が生じた場合に､それを人件費や設備投資よりも優先して真っ先に債務

の償却に充てていることを示しているものといえます｡このような行動の結果､本来投

資超過であるべき企業が､98年頃からかつてない大幅な貯蓄超過を続けており､さらに､

その超過幅は拡大を続けています(図表ト5-6).このような事態は､戦後今までなかった

きわめて異例な現象であ るといえます｡

問題はいっまで企業がこのような態度を続け るかです｡多くの企業や業種が 依然大き

な過剰設備や過剰雇用を抱えているという見方に立てば､その圧縮のためのリス トラは

当面続くことが考えられます.一方で､景気回復に伴い､最近になって貸金がわずかず

｢ 1
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つ上昇を始めていることもあり､企業の利益の増加の動きが賃金にいずれ波及してくる

という見方もあります｡どちらの行動を企業が選択するかは､企業による将来の経済の

見通しにかかっていると考えられます｡楽観的な見通しに立てば後者が選択され､悲観

的になれば前者が選択されることになるものと考えられます｡逆にいえば､99年春以降

景気回復期に入っているにもかかわらず厳しいリストラが継続されているのは､企業が

依然基調としては悲観的な見通しに支配されていることを表わしているのではないかと

も考えられます｡

(2)払拭できないデフレ懸念も念頭に置いた政策対応

ゼロ金利政策

金融政策に関しては､99年2月から2000年8月まで1年以上にわたって､｢より潤沢な資

金供給を行ない､無担保コールレート(オーバーナイトもの)を､できるだけ低めに推移する

ように促す｣といういわゆる ｢ゼロ金利政策｣がとられました｡この背景には､その発

動当時急速に高まってきたデフレ懸念があります｡ゼロ金利政策に対しては､モラルハ

ザード､金融市場の機能の低下､金利収入-の悪影響等のさまざまな問題点が指摘され

てきました｡こうした中で､ゼロ金利政策解除の条件として大きな問題となったのが､

デフレ懸念がなくなったかどうか､具体的には物価動向をどう見るか､また､低迷する

消費の動向をどう見るかという点でした｡2000年8月における日銀の判断は､簡単にまと

めると､国内卸売物価がプラスに転じたことから需給の悪化による物価下落は解消され

ており､さらに､企業利益が堅調に推移しているのでその動きはいずれ雇用者所得ひい

ては消費に波及するというものでした｡

日銀の判断は､今回の景気回復局面における特徴である人件費抑制を含む厳しいリス

トラが継続するなかでの企業体力の回復という点に関して､先行している企業の体力の

回復がやがては経済全体の体力回復につながるという見方に立ったものと思われます｡

確かに､企業の体力はかなり強化されてきていることは先にみた通りですが､企業の設

備や雇用の過剰感が依然強いままであることから､景気回復期であっても厳しいリスト

ラを継続するという姿勢をどの段階で企業が転換し､その結果所得や消費の増加に繋がっ

ていくかは､まだはっきりしたことをいうことはむずかしい面があると思われます｡つ
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まり､これまでみてきたように､GDPデフレーターや消費者物価は依然下落しており､

デフレ懸念は払拭されていませんし､さらに､不良債権と密接に関連した地価も下落を

続けているからです｡

膨れ上がる公債残高

90年代に低迷する経済を支えるために大量の公債が発行されたことから､公債残高が

巨額なものに膨れ上がっています｡一般政府債務残高のGDP比をみてみると､他の欧米

諸国は90年代半ば以降緩やかな低下傾向にあるのに対し､わが国の比率が急速に高まっ

ていることがわかります(図表ト5-7)｡また国の公債残高をみると､80年代後半のバブル

経済の時期にいったん増加テンポが緩んだものの､90年代に入ってから急増しているこ

とがわかります(図表ト5-8)｡また､公債の中身をみると､赤字公債である特例公債が急

増していることがわかります｡こうした傾向は､この間他の欧米諸国の経済が相対的に

堅調であったのに対し､わが国の経済が低迷を続けたことを基本的には反映しています｡

公債については､一般的に次のような見方がされています｡一つは､海外からの借金

でない限り､将来公債返済の資金のために税金を払うのも国民ですが､それを原資に返

済を受けるのも同じ国民ということになり､国全体としては現在も将来も資金が増減す

る訳ではないということです★5｡次に､経済-の悪影響や世代間の公平性の問題は､公

債残高や将来の税金支払額の多寡ではなく､公債の発行によって現在や将来の生産活動

に悪影響があるかどうかによって判断される必要があることです★6｡つまり､人々の収

入に占める税金や政府からの再分配の比率が増減しょうが､一年間に国全体として消費

できる財やサービスの量は一年間の生産量で決まるからです｡

したがって､現在の公債残高の累増の問題を考える場合には､その膨れ上がった額に

のみとらわれるのではなく､海外からの借金かどうか､現在や将来の生産活動に悪影響

があるかどうかという観点からも考える必要があります｡第-の海外からの借金につい

ては､日本は世界最大の純債権国でもあり問題はありません｡問題は､二番目の生産活

★5 こうした関係が成立するのは､企業と異なり国家はいざとなれば強制的に必要なだけ税金を徴

収し､それを国民に再分配することができるからです｡もちろん､個々の人をとってみると､公債

残高の多寡によってその将来の所得は増減するので､政府による適切な税制や所得再分配政策が必

要になります｡なお､海外からの借金の場合には､海外の人に税金をかけるわけにはいかないので､

その残高が累増すると企業と同じように破綻することがあり得ます｡

★6 より正確にいえば､公債発行によって現在や将来の生産力が影響を受け､その生産力に基づい

て生産される財やサービスの消費量が減少するかどうかという問題になります｡
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図表 Ⅰ-5-7主要国の一般政府債務残高のGDP比

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

日本 一 一 一アメリカ ---一一.ドイツ - 一一.-フランス

(注)OECDデータより｡

図ト5-8公債残高の推移

l
■l∫l■

.,■ ･ lJJI J JJ JJ JV JM J IJ JJ IJLJ
75 76 77 78 798081 828384 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 992000

畢特 例公債 □建設公 債
(注)大蔵省資料より｡各年度3月末現在高｡99年度､2000年度は見込み｡

(年度)

動-の悪影響ということになります｡

現在や将来の生産活動-の影響に関しては､さまざまな考え方があり､立場によって

見方が大きく異なってきます｡ごく単純化すると､1つの立場は､経済は常に均衡してい

るという考え方です｡この場合､公債と税金との間には経済-の影響に相違はなく､そ

の結果公債発行による景気浮揚効果もないと考えます｡長期的にも､この限りでは公債
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発行は経済に対して中立的なのですが､多くの場合､公債の累増は､効率の高い民間部

門が縮小し効率の悪い政府部門が肥大化していることを示していると考え､公債を減ら

し小さな政府にしないと将来の経済の活力が失われるという考え方です｡

もう1つの立場は､経済には不均衡な状態が継続することがあるという考え方です｡例

えば民間部門が貯蓄超過すなわち投資不足に陥っている場合には､その超過している貯

蓄をただ放置しておくよりも､たとえ何であれ政府が公債を通じて利用する方がよいし､

それは景気を浮揚する効果を持つと考え､したがってその場合には長期的な経済の生産

力にも悪影響はないという考え方です｡なお､両者それぞれの立場の中でも､細かい点

で考え方に相違があり､異なる結論を主張する人々も多くいます｡

これらの見方については長い論争があり､いまだはっきりした結論が出ている訳では

ありませんが､ただ1つ言えることは､経済に不均衡が存在するか､すなわち現在の日本

に則して言えば､貯蓄超過の状況が継続しているのかどうかという点の見方の相違によっ

て､公債残高の問題に対する見方が基本的に異なってくるということです｡これまで見

てきたように､依然大幅なGDPギャップが存在し､また企業には設備や雇用の過剰感は

強いものがあります｡それに対し人件費抑制を含む厳しいリストラを行なうことによっ

て､企業の体力は急速に回復してきています｡こうした状況を不均衡な状態とみなすか

どうかがポイントとなります｡

そこで､貯蓄について考えてみると､家計部門では消費が低迷し貯蓄性向が依然高い

ままのなかで､最近の企業部門は設備投資を減価償却の範囲内に抑えることで本来投資

超過であるべきところが貯蓄超過になっています(前掲図表Ⅰ-3-4及び図表Ⅰ-5-6).したがっ

て､現時点では､まだ民間部門には依然かなりの超過貯蓄が存在する可能性があるもの

と考えられます｡この民間部門の超過貯蓄を吸収していくためには海外投資と財政赤字

が必要となります｡その他には､経済を収縮させるしかありません｡したがって経済を

収縮させないためには､財政赤字が必要となるわけです｡

さらに､貯蓄超過のメルクマールの一つとされているのが､長期金利の動向です｡長期

金利は90年代に入って低下を続け現在も非常に低い水準となっています(図表ト5-9)｡そ

のため､公債残高は膨れ上がっているにもかかわらず､利払い費は横ばいで推移してい

ます｡長期金利が非常に低いということは､物価動向等とも密接に関係していますが､

資金需要が少ない､すなわち貯蓄超過の状態と考えることも可能です｡したがって財政赤

字の維持可能性の観点から､今後の長期金利の動向には十分に注目する必要があります｡

｢ 1
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図表 ト5-9公債利払費と長期金利

75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000

!壷- 国公債利払琴 一公債利払費比率 垂 車重垂車重]
(注)大蔵省､日銀資料より｡利払いは年度値､長期金利は暦年値｡98年度までは決算､
99年度は二次補正後予算､2000年度は予算｡

財政改革

財政改革という言葉は､幾つかの意味で使われていると思われます｡例えば､前年度

より政府支出を削減する､前年度より赤字額を削減する､一次(プライマリー)赤字を解消す

る､累積赤字を減らす等です｡最初にみたように､GDP統計からみると､前期より政府

支出を削減するといういわば最も弱い意味での財政改革は､景気回復後の99年7-9月期か

ら3期連続して結果的に行なわれました｡財政改革は二者択一的に考えるのではなく､景

気の情勢に応じて財政改革の ｢強度｣ を政策的に決定すべきものです｡その際には､先

にみたように､経済の不均衡が存在するのか､すなわち貯蓄超過がどの程度解消された

かという判断が重要だと思われます｡各国経済と財政の関係をみても､健全な経済なく

して財政赤字の縮小は困難であることがわかります.ただ､一つ言えることは､急激な

財政改革の ｢強度｣の変更は､経済に悪影響を及ぼす可能性が高いことです｡97年には

この財政改革の ｢強度｣ を急に強めたために､経済の下支え効果が急に減少し､人々の

心理が冷え込み､景気が失速してしまいました｡したがって､財政改革の ｢強度｣の変

更は､連続的で緩やかに､つまり不必要に過大なショックを経済に与えないように進め

ていく必要があります｡

なお､これまで述べてきた量の問題とは別に､公共投資の質､つまり内容については景気

動向とかかわりなく不断に見直していくことが必要です｡例えばIT等の将来の生産性を高め

る分野に比重を移すなど､将来の必要性を常に見直して重点を移していくことが必要です｡
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第6章 持続的な成長に向けて

回復下で続く厳しいリストラが特徴

これまでみてきたことから明らかになったことは､今回の景気回復の大きな特徴が､

不良債権が存在し､デフレが続くなかで厳しいリストラを伴った景気回復であることで

す｡企業の業績や体力が大きく改善する一方で､人件費が抑制された結果､所得や消費

が景気回復期であるにもかかわらず低迷を続け､またそれは消費者物価の低下をもたら

す1つの要因ともなりました｡その結果､民間部門の貯蓄超過状態は改善が進んでいませ

ん｡

また､景気の回復に当たっては､IT関連業種が先導役を果たしましたが､それは､1つ

は通常の景気回復のパターンに沿った動きであり､1つは力強く回復するアジア向けの輸

出に起因する動きであったことが指摘できます｡

この景気回復を持続的な成長につなげていくためには､金融政策によるデフレの解消､

財政政策による景気の下支え､構造改革によるIT革命の推進､賃金引上げによる消費増

加と国民生活の向上､それらの結果として家計や企業の見通しの改善が重要です｡

賃金引き上げの重要性

景気が政行性を脱却し､本格的な回復に至るためには､何よりも､体力を回復した企

業の力が経済全体に波及し､雇用者の所得や消費の回復をもたらすことができることが

重要です｡これまでみてきたように､多くの企業は今後もリストラを継続していく必要

があると考えています｡しかし､現在のようないわば企業部門のみの片肺飛行のような

歪な形を続けていては､経済全体としてバランスの取れた力強い回復をすることは不可

能ではないかと思われます｡したがって､企業の体力が回復した現在においては､それ

に対応した適切な高い賃上げを実現することが経済全体にとって非常に重要なことであ

るといえます｡

適度に楽観的な見方の必要性

さらに､持続的な成長にとって重要なことは､将来の経済に対する消費者や企業家の

ド
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主観的な見通しがもう少し楽観的なものに変化することではないかと思われます｡これ

までみてきたように､日本経済はその供給力に比べて需要が非常に弱い状態が続いてい

ますが､こうした弱い需要の原因の1つには人々が過度に悲観的な認識を持っていること

にあるのではないかと思われます(後掲図表Ⅱ-2-17参照)｡景気回復期に入っても企業が厳

しいリス トラを継続していることは､多くの企業が基調として悲観的な見方にとらわれ

ている証左かもしれません｡消費が盛り上がらないままでは､こうした悲観的な見方は

いっまでも変わらず､ただリス トラのみが進み､経済がいたずらに縮小する方向に向かっ

てしまうだけになるかもしれません｡したがって､この意味からも貸金の引き上げによ

る所得の増加と消費の盛り上がりを通じて､多くの人が景気回復を実感できるようにな

り､将来に対して楽観的な期待を抱けるようにすることが重要だと考えられます｡

また､こうした観点からすると､IT革命は､これまでみてきたように短期の景気循環

の観点からみるべきものではないかもしれませんが､IT革命により将来経済が効率的と

なり高い経済成長が実現できるという楽観的な期待を多くの人々が持つようになれば､

その将来に対する認識の変化自体が直接需要を大きく高め､持続的な成長-の端緒とな

りうる可能性を秘めているのではないかと考えられます｡

本格的な景気回復のための政策のあり方

最後に､このような政行的で依然デフレ懸念を払拭できない経済を､本格的に回復さ

せるための経済政策はどのようなものであるべきなのでしょうか｡これまでみてきたよ

うに､不良債権の重圧は依然大きなものがあり､GDPギャップも大きく､民間部門は貯

蓄超過の状態にあるといえます｡こうした状況を考えると､今後の経済政策に関しては､

次の2つの点が非常に重要です｡

第1に､マクロ経済政策による経済活動の十分な底支えを継続することです｡金融政策

に関しては緩和基調を維持し､財政政策に関しては財政再建を急がず､しばらくは少な

くとも中立的なスタンスをとる必要があります｡さらに､補正予算を組まなくても十分

なだけの財政支出を当初予算段階で計上しておくことが､財政政策の信頼を確保するう

えで必要です｡景気対策をしているといいながら､実際には96年度以降は名目公的資本

形成は減少しています (95年度から99年度で13%減)｡実質でも98年度に1.5%増加したのみで

す｡

第2として､経済の構造改革に関しては､ITの積極的な導入によって生産性が高まるよ
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うな構造改革を強力に推し進めていく必要があります｡

このような､総合的政策を継続することによって､まずデフレ懸念を完全に払拭し､

経済を健全な姿に戻すよう努めることが何よりも重要です｡
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第1章 グローバルに進むIT革命のわが国への影響

アメリカを中心にいわゆるIT革命(情報技術革新)が急速に進展し､全世界がその波に洗わ

れつつあります｡IT革命の本質 ･特徴は何なのか｡わが国ではどのように進んでおり､

中長期的に経済 ･社会にどのような影響を及ぼすのでしょうか｡経済面､労働面を中心

に検討してみましょう｡

(1)情報技術革新(IT革命)の本質と特徴

IT革命とは

近年 ｢IT革命｣という言葉が広く使われるようになってきました｡経済審議会の 『｢経

済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針｣の実現に向けて』(2000年6月)★1では ｢情報通

信技術の飛躍的進歩と世界中の情報の受発信源がインターネットを中核とした情報通信

ネットワークで結ばれること､およびそれらがもたらす経済社会面でのさまざまな変革

をいう｡｣と定義しています.すなわち､IT革命のポイントは､(D情報通信技術の飛躍的

進歩､②インターネットを中核とした世界中の情報通信ネットワーク化､③それらがも

たらす経済社会面でのさまざまな変革､の3つといえるでしょう｡とくに今日のITの特徴

は､これまでの直接生産部門のオー トメーション化や大型電算機による情報処理速度の

向上ではなく､情報処理と通信が一体化し､ネットワーク化することによって個人や企

業間のコミュニケーションに関わる技術を飛躍的に進歩させ､それによって､コミュニ

ケーションにおける ｢時間的｣｢空間的｣制約を大きく縮めたことにあります｡また､産

業革命以降､生産活動は高度化する機械 ･設備に労働者が配置され､職住分離､都市化

が進展するという形で進んできましたが､IT革命によるダウンサイジング､ネットワー

ク化はその方向を逆転し､いわゆるSOHOなど生産と生活の塊を近づけ､働く人の側に生

産手段(あるいは生産を制御する手段)を配置することを可能にしました｡

以上のようなIT革命の特徴から､IT革命の本質として､上記の経済審議会報告にもあ

★1 ｢経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針｣(99年7月)の進捗状況と今後の課題をまとめたも
ので､r-IT革命を起爆剤とした躍動の10年--1 という副題がついています.
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るように､①情報伝達､処理､加工､共有(蓄積)等､情報に関する制約の大幅な緩和の結

果､個人や組織の活動が従来の情報通信技術上の制約から解放されてその自由度が大き

く拡大し､新たな創造性発揮の可能性が高まること､②旧来の制度､システムの下では

①の新たな可能性が十分発揮できないため､新しい情報環境にふさわしい制度 ･システ

ム-の変革が進行すること､があげられますが､③以上の変化が急速なため､既存価値

の崩壊､競争激化とその脱落からの不安の増大などにより社会的安定が損なわれる危険

も生じること､が考えられます｡これらは､人々の生活､働き方､考え方にも大きなイ

ンパクトをもたらします｡とはいえIT革命によっても人々の暮らしのなかで現実に消費

されるものは通常の財 ･サービスが中心であり､IT革命はそうした通常の財 ･サービス

の取引における制約を減らし､需要側のニーズに対応したきめこまかな供給側の対応を

可能にしたことにその特徴があるといえるでしょう｡

財としての ｢情報｣の特徴

次に､｢情報｣自体について､財としての特徴を考えてみましょう｡

｢情報｣は消費においてはある ｢情報｣ を特定の人が利用したからといって他の人が

その情報を利用できなくなるというわけではなく､利用者が増えた場合の追加的費用も

情報技術の進歩等でますます小さくなってきています｡その意味で非競合性の強い財で

す｡ただ､ある情報を利用しようとする人を排除することは可能でありその技術も進歩

してきました｡その意味で排除性はあり､完全な公共財というわけではありません｡ま

た､生産において原本を制作するには多大の費用がかかるが､その複製を作ることは容

易であり､情報技術の進歩でその費用はますます低下しています｡そのため大量につく

るほど1個当りのコストは低下する ｢収穫逓増｣の傾向があり､｢独占｣という ｢市場の

失敗｣が生じる可能性があります｡ただ､現在のところIT関係は技術進歩が速いため､

需要は次々に新たな製品に移っていく可能性があり､｢収穫逓増｣であっても ｢独占｣が

形成されるとはかぎりません｡

ところで､｢情報｣には､知識 ･文化のように ｢情報｣それ自体で効用を高めるものと

取引等を円滑にする ｢手段｣ としての役割をはたすものの2種類があります｡また､｢情

報｣ の場合受け手によって､その価値の違いは大きく､その意味で情報消費能力も重要

となります｡

ド
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ネットワーク経済の特徴と課題

IT革命でもたらされたネットワーク経済の特徴としては､まず､｢ネットワーク外部性｣

の問題があるでしょう｡｢ネットワーク外部性｣ には､需要が価格だけでなくネットワー

クの規模に依存し､ネットワークの利用者が多くなればなるほど利用者の便益が高まる

という ｢直接的ネットワーク外部性｣ と､例えば特定のハー ドのみ使用できるソフトが

充実しているために､そのハードの市場優位が ｢ロックイン｣ してしまうという ｢間接

的ネットワーク外部性｣があります★2｡こうしたネットワークのもつ外部性のために､｢市

場の失敗｣を防止する何らかの方策が必要となってきます｡

また､ネットワーク経済においては標準化の問題もあります｡｢標準｣とは ｢暗黙ある

いは公的合意の結果､生産者によって支持される技術仕様の集合｣であり､市場の競争

を経て形成される事実上の標準(デファクトスタンダード)と標準制定委員会の裁量や法令の

制定を経て制定される標準(デジュリスタンダード)があります｡近年はデファクトスタンダー

ドの重要性が高まっています｡生産者にとっては､消費者-の認知度の向上､規模の経

済性による費用低下のメリットの享受､周辺機器､ソフトウェアなど補完製品の増加な

どデファクトスタンダード獲得のメリットは計り知れません｡このためデファクトスタ

ンダード獲得のための競争や同盟が起こっています｡他方､消費者 ･ユーザーは標準化

によってネットワーク外部性を拡大でき利益を受けますが､同時に多様性が減少し､必

ずしも最も優れたものが標準になるとは限らないといった問題もあります｡新しい製品

に関する標準化が予想されると､標準が明確になるまで消費を控えるといったことも起

きます｡ネヅトワーク経済のもとで技術の発展と消費者の利益の向上につながる標準化

をどう進めていくべきかは重要な課題の一つでしょう｡

情報コストの低減の効果

IT革命は､企業活動においては企業内の情報の収集 ･伝達 ･処理 ･加工 ･分析など情

報関連のコスト低下と生産性向上をもたらすことで企業内の業務のやり方や組織のあり

方を変革する圧力となります｡企業内の情報共有構造が変化し､業務内容等によって意

思決定の分権化と集権化の双方が進み､これまで情報の選別と伝達を行なってきた中間

★2 依田高典 ｢ネットワーク外部性の経済理論 (後)｣『経済セミナー』日本評論社､99年11月号参照｡
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管理層の役割を低下させ､その機能の見直しを迫っています｡これは中高年層リストラ

の一つの要因ともなっています.

また､ネットワーク革命による企業間の取引コストの低下は企業間取引関係の変化を

もたらしています｡ネットワークを使って低コストでより広い範囲から価格 ･品質面で

よいものを調達できるようになったことから､これまでの下請 ･系列構造に変化が生じ

ています｡流通や物流においてもインターネットの活用等で新しいビジネススタイルが

生まれ､これまでの構造や商慣行に見直しを迫っています｡さらに､ITの進歩によって

生産者と消費者間のコミュニケーションが容易になり､20世紀の特徴である規格化され

た工業製品の大量生産 ･大量消費からより個々の消費者のニーズに適合した生産が可能

となってきています｡

しかし､IT革命による情報コストの低下､とくに情報の複製コストの低下は知的所有

権保護が適切になされないと知的生産に対し適正な報酬が得られなくなり､産業として

の知的生産 ･文化活動の存続が困難になる可能性があります｡他方､知的所有権保護が

強すぎると､知識 ･技術 ･文化の普及が妨げられることにもなります｡市場による解決

に加えて､新たなインセンティブに基づく知的生産活動 ･文化活動の発展を創り出す方

策が求められています★3｡

｢産業｣ と ｢生活｣で異なるIT革命の進み方

ところでIT革命の意味合い､進展の様相は ｢産業｣ と ｢生活｣､｢生活｣でも ｢家庭生

活｣と｢社会生活｣とでは異なったものになると予想されます｡｢産業｣における場合は､IT

革命による情報コスト低減の効果､生産性上昇効果､ネットワークの外部性等をうまく

活用しなければ､グローバルな企業間競争に勝ち抜けないため､経済合理性の観点からIT

革命が急速に進展する可能性が高いでしょう｡電子商取引も企業間取引(いわゆる｢B2B｣

あるいは ｢BtoB｣)は景気動向に左右されつつも今後確実に拡大するでしょう.一方､｢家

庭生活｣あるいは ｢個人生活｣におけるIT革命は､生活の便利さ､豊かさを求めて進む

とみられますが､戦後の耐久消費財ブームのときと異なり､生活の便利さはすでにかな

り進んでおり､たんなる便利さだけでなく､心の豊かさや自己実現欲求に結びつくもの､

あるいは生活に安全 ･安心を与えるものでないとなかなか普及しないと思われます｡教

★3 ネット上で世界中の研究者が自由にソフトを改善していくLinuxのやり方は新しい方向の一つと考

えられます｡

享I･
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育 ･医療 ･福祉 ･交通あるいはその他公共的サービスやコミュニティ活動など ｢社会生

活｣に関わる分野は現在の日本で最もニーズが強くその充足が必要な分野の一つであり､

かつIT革命の成果が十分発揮できる分野でしょう｡しかし､こうした分野はたんに市場

あるいは政府に任せるだけでは十分とはいえず､産官学が協力して社会的に意識的に努

力しなければ､自動的にIT革命の成果がとりいれられ普及するとはかぎりません｡した

がって､社会的に最も力をいれるべきなのは､こうした社会サービス分野における情報

通信技術革新の成果の活用 ･普及だろうと思われます｡

(2)IT革命の進展とわが国経済社会への影響

1) IT関連産業の範囲と規模､生産性

IT関連産業の範囲

わが国ではIT関連産業についてまだ明確に規定されておらず､いろいろな分類が行な

われています｡ここでは最も広義のものとして郵政省 ｢通信白書｣ の情報通信産業の分

類を参考にしますが､米国との比較上より狭義の情報通信関連産業を考え､それをIT関

連産業とします｡郵政省 ｢通信白書｣の情報通信産業にはコンピュータ･ハードウェア､

ソフトウェア､電気通信といったIT関連の機器､サービスのほか郵便､印刷 ･出版など

従来からある情報関連の産業や電気通信施設建設､研究なども含んでいます(図表Ⅱ-1-1)0

そこでここでは ｢通信白書｣の情報通信産業から郵便､印刷 ･出版★4､電気通信施設建

設､研究を差し引いたものをIT関連産業★5とします｡

IT関連産業の規模と動向

このIT関連産業の名目付加価値額は1980年の9.4兆円から1998年には31.4兆円-と名目

GDP成長率(4.1%)を上回る年平均6.9%の増加を示しています｡全産業の粗付加価値に占

める比率は､1980年の3.9%から85年5.3%､90年5.7%､95年5.6%､98年には6.3%-と上

昇しています(図表Ⅱ-1-2)｡これを米国と比較してみると､米国の場合､名目GDPに対す

★4 『平成12年版通信白書』では ｢情報通信産業｣の内訳中の情報関連サービスの中に ｢印刷 ･出版｣
が含まれています｡

★5 このIT関連産業の分類でも､広告を含むなど米国の分類に比べてなおやや広くなっています｡
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図表 Ⅱ･1-1 情報通信関連産業の分類
本論文米国IT

情 報 通 信サ ー ビ ス 通 信 .放 送 郵便 郵便

載 健 を 三毛業 (簡 易 垂B健 届 そ の 他 )

国 内電 気 通 信 国 内 公 衆 網 (電 話 ) ○ ○

匡 ー内 公 衆 糸田(そ の他 ) ○ ○
匡 ー内 専 用線 ○ ○
寺多動 体 通 イ言 ● ○
そ の 他 の 匡I内 電 気 通 イ喜 ○ ●

国 際電 気 通 信 匡一際 電 話 ○ ○
匡一際 専 用 線 ○ ○
そ の 他 の 匡l際 電 気 通 イ言 ○ ○

放 送 公 共 放 送 ○ ○
民 間 テ レ ビ ジ ョ ン地 上 放 送 ○ ○
民 間 ラ ジ オ地 上 放 送 ○ ○
民 間衛 星 放 送 ○ ○
有 線 テ レ ビ ジ ョ ン放 送 ○ ○
有 線 ラ ジ オ放 送 ○ ○

情 報 ソ フ ト ソ フ トウ エ ア (コ ン ピ ュ ー タ用 ) ○ ○一F青報 言己鈍 物 製 造 ○ ○
映 画 -ビデ オ製 作 ○

情 報 関 連 サ ー ビ ス 新 聞

Er]届T1-製 版 .製 本 -Er]届rl物 力u工
出 版

一情報 サ - ビス (一情報 処 ≠甲 そ の 他 ) ○ ○
= ユ - ス 供 給 ○ ○.
Ti; ○
映 画 飽 -虚Tj協 笠 ○

情 報 通 信支 援 財 情 報 通 信 機 器 製 造 事 務 用 機 械 ○ ○

電 気 音 響 機 器 ○ ○
ラ ジ オ .テ レ ビ受 イ言機 一ビテざオ機 器 ○ ○
その他 の電気音響機器吾β分品 -付属 品 ○ ○
電 子 計 算 機 一同付 属 装 置 ○ ○
有 線 電 気 通 信 機 器 ○ ○
無 線 電 気 通 信 機 器 ○ ○
そ の 他 の 電 子 .通 イ言機 器 吾B分 品 ○ ○
磁 気 テ ー プ -磁 気 テざイス ク ○ ○
通 イ言ケ ー ブ ノレ ○ ○

情 報 通 信 機 器 賃 貸 電 子 計 算 機 一同 関 連 機 器 賃 貸 業 ○ ○事 務 用 機 器 賃 貸業 (電 算 機 を除 く○) ○ ○
通 イ言機 械 器 具 賃 貸 業 ○ ○

電 気 通 信 施 設 建 設

(荏) 1. 郵政省『通信自書』(平成12年版)の情報通信産業の分類との対応
関係(○印)を示す｡

2. 米国ITは米国商務省｢ディジタルエコノミーⅡ｣によるIT関連産
業の分類を対応するとみられる区分にあてはめたもの｡

図表 Ⅱ･1･2① IT関連産業の名目
粗付加価値の推移

(兆円)

■

浅薄顎■-
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国 情 報 通 信 機 器 賃 貸

『 情 報 通 信 機 器 製 造

国 情 報 サ ー ビ ス

■ 放 送

1980 1985 1990 1995 1998(午)

図表II･112② IT関連産業の名目租付加価値額の
名目GDPに対する比率 (%)
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(資料出所) 郵政省 『通信自書』(平成12年版)､総務庁｢60-2-7接続産業連関表｣､

経済企画庁｢国民経済計算年報｣等により作成｡
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る比率は90年5.8%､95年6.6%､98年7.8%と90年代を通じてとくに90年代後半シェアが

高まっています｡これに対し､日本では上記のように90年代前半比率は微減しており､90

年代後半になって上昇しています｡

実質粗付加価値額(90年価格)でみると､85年13兆円から98年には44兆円に増加しており､

年平均約10%の増加と同期間の実質成長率2.6%を大きく上回っています｡実質の場合90

年代でもデフレ一夕の低下もあって年率7-8%の増加を示しています｡IT関連産業の成

長の実質GDP成長率に対する寄与度は年率で85-90年では0.7%､90-95年0.5%､95-98

年0.7%です｡これは95年以降の米国の場合における寄与度1.0%～1.6%に比べると小さ

いですが､寄与率では85-90年では14%､90-95年31%､95-98年50%と95年以降の成

長の半分はIT関連産業の寄与となっています★6(図表Ⅱ11-3).

次に､IT関連産業の就業者数をみると､80年の125万人から98年には214万人に増加し

ています(図表Ⅱ-1-4)｡しかし､90年代では90年の222万人から95年217万人､98年214万人

と微減となっています｡これは90-95年にはIT関連産業のうち情報通信機器製造などの

減少が大きく★7､95-98年はNTTの合理化の影響とみられる電気通信での減少が大きい

ことによると思われます｡

IT関連産業の生産性

粗付加価値額と就業者数から就業者1人あたり粗付加価値額(-就業者1人あたり粗付加価値

生産性)を計算すると､IT関連産業の就業者1人あたり名目粗付加価値額は98年で1500万円

弱と全産業平均の2倍弱と高くなっています(図表Ⅱ-1-5)｡就業者1人あたり実質粗付加価

値額(実質付加価値生産性)の伸びでみても年率で85-90年8.6%､90-95年7.6%､95-98年8.9%

と高い伸びを示しています｡

2) マクロ経済面-の影響

IT関連投資の動向とその効果

民間IT関連投資★8の推移をみると､コンピュータ関連機器､通信関連機器を中心に名

★6 米国では成長率が高いため95年以降寄与率では30%前後です｡(米商務省 ｢ディジタルエコノミー

2000｣による｡)

★7 あと((2)節5)項)でより詳しくみます｡
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図表Ⅱ･1-3 IT関連産業の実質成長率寄与度(年率 :%)

%
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0
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1

国 IT関連産業
以外

田 IT関連産業

85-9090-9595-98

(資料出所) 郵政省『通信自書』(平成12年版)､総務庁｢60-2-
7接続産業連関表｣､経済企画庁｢国民経済計算
年報｣､日本銀行｢卸売物価指数年報｣等により
作成｡

図表 Ⅱ-1･4 IT関連産業の就業者数の推移

(万人)
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(資料出所) 郵政省『通信自書』(平成12年版)､総務庁｢60_2_
7接続産業連関表｣､総務庁｢労働力調査｣等に
より作成｡

図表Ⅱ.1.5① 就業者一人当りの粗付加価値額(名目)
(万円)
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図表 Ⅱ.1.5② 就業者一人当り実質粗付加価値の成長率の
推移(年率 :%)
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(資料出所) 郵政省『通信自書』(平成12年版)､総務庁｢60-2-
7接続産業連関表｣､経済企画庁｢国民経済計算

年報｣､総務庁｢労働力調査｣､日本銀行｢卸売

物価指数年報｣等により作成｡
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第1章 グローバルに進むIT革命のわが国への影響

目では85年6.1兆円から90年9.6兆円､95年10.6兆円､99年には12.7兆円に､実質(1990年価格)

では85年の4.5兆円から90年9.6兆円､95年11.6兆円､99年には19.5兆円に増加 しています｡

これを民間設備投資に対する比率でみると､名目では85年の11.8%から99年の18.4%に､

実質では85年の8.7%から99年には24.8%に上昇しています(図表Ⅱ-1■)｡ただ､90年代に

ついては､92､93年および98年には名目､実質とも減少してお り､バブル崩壊後の景気

低迷のなかでIT関連投資も抑制されたことがわかります(図表Ⅱ-1-7)0

また､IT関連投資にソフ トウェア開発投資★9を加えてみると､名 目では85年7.3兆円､90

年12.2兆円､95年13.8兆円､99年18.3兆円程度､実質では85年6.1兆円､90年12.2兆円､95

年14.9兆円､99年25.4兆円程度となっています｡これは名 目ではソフトウェア開発投資を

含めた民間設備投資総額の85年12.4%､99年20.9%に当たります｡実質ではソフトウェア

開発投資を含めた民間設備投資総額の85年10.6%､99年24.5%となっています｡ソフトウェ

ア開発投資は名目､実質とも90年代前半も伸びが鈍化したものの増加 し､90年代後半に

は伸びが高まっています｡

次に､これを米国と比較 してみましょう｡米国の場合､IT関連投資にはソフトウェア

が含まれていること､ハー ドに関しては日本よりやや広い範囲の品目がとられているこ

と､通信土木は含まれていないことなど範囲がやや異なりますが､米国のIT関連投資は90

年代以降も名 目､実質(96年連鎖価格)とも一貫して増加しています｡特にコンピュータ関

連機器の価格が96年から99年の間に半分以下に低下していることもあって､95年以降99

年までの実質IT関連投資の伸びは年平均20%以上と際立って高くなっています｡この結

果､民間設備投資に対する比率も名目では90年の20.8%から99年には25.8%-の上昇です

が､実質では90年の15.2%から99年には32.1%にまで上昇しています｡

このように日米を比較すると､90年代に入って日本では90年代前半景気低迷のなかでIT

関連投資も停滞し､90年代後半､特に96､97年頃にはかなり増加 しました｡これに対し､IT

★8 IT関連投資あるいは情報化投資については､日本では明確な定義は固まっておらず､各省や各シン
クタンクでそれぞれ幾分異なった範囲で推計を行なっている状況にあります｡ここでは基本的に経済企
画庁 『2000年版経済白書』の情報化投資額を使用します(最近の数値まであり､かつ購入者価格ベースに
なっているため)0
★9 国連統計委員会で採択された ｢93年国民経済計算体系｣(93SNA)では生産者が1年を超えて生産に
使用するソフトウェアは総固定資本形成に含め､無形固定資産とみなすとしています｡日本では2000年
秋のSNA基準改定において93SNAの導入が予定されていますが､これに先立つ平成7年産業連関表では受
注ソフトのみ総固定資本形成に含めています.ここではそれにしたがい､｢85-や0-95接続産業連関表｣
と通商産業省 ｢特定サービス産業実態調査｣から総固定資本形成に当たるソフトウェア開発を推計して
います｡



第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

図表 Ⅱ･1-6 IT関連投資の動向

日本 (実質 :90年価格) (兆円､%)

ⅠT関連投資 ソフトウェア開発投資 ⅠT関連投資(ソフト込み)ⅠT関連投資/ 同左 ⅠT関連投資同左
民間設備投資 (ソフト込み)/GDP (ソフト込み)
(%) (%) (%) (%)

1985 4.5 1.6 6.1 8.7 10.6 1.31 1.8
1990 9.6 2.6 12.2 ll.6 12.8 2.23 2.8
1995 ll.6 3.3 14.9 15.6 16.6 2.51 3.1
1999 19.5 5.9 25.4 24.8 24.5 4.05 5.0
(名目) (兆円､%)

ⅠT関連投資 ソフトウェア開発投資 ⅠT関連投資(ソフト込み)ⅠT関連投資/ 同左 ⅠT関連投資同左
民間設備投資 (ソフト込み)/ GDP (ソフト込み)
(%) (%) (% (%)

1985 6.1 1.2 7.3 ll.8 12.4 1.9 2.2
1990 9.6 2.6 12.2 ll.6 12.8 2.2 2.8
1995 10.6 3.2 13.8 14.7 16.0 2.2 2.8
1999 12.7 5.6 18.3 18.4 20.9 2.6 3.6

(港) 経済企画庁『経済白書』(平成12年版)､総務庁｢60-2-7接続産業連関表｣､通産省
｢特定サービス産業実態調査｣､日銀｢物価指数年報｣等により作成｡
ソフト込みの比率は分子 ･分母双方にソフトウェア開発投資額が含まれている｡

(参考米国)

(兆円)
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実質(96年連鎖価格) 名目

ⅠT関連 ⅠT関連投資/ ⅠT関連投資 ⅠT関連 ⅠT関連投資/ ⅠT関連投資
投資 民間設備投資 /GDP 投資 民間設備投資 /GDP

(%) (%) (%) (%)

1987 105.1 12.3 1.7 141.9 18.8 3.0
1990 136.4 15.2 2.0 176.1 20.8 3.0
1995 242.8 21.9 3.2 262.0 23.6 3.5
1999 510.3 32.1 5.8 407.2 25.8 4.4

(注) 米国経済諮問委員会報告(2000年2月)の付属統計資料集により作成｡米国のIT
関連投資にはソフトウェアを含む｡

図表 Ⅱ-1-7 IT関連投資の動向

S

:(::::>+ ～:
･虫 + 辛;

団IT関連投資(名目)
団IT関連投資(実質)

75767778798081828384858687888990919293949596979899

(注) ここでのIT関連投資にはソフトウェア開発投資は含まれていない｡
経済企画庁『経済白書』(平成12年版)､経済企画庁｢国民経済計算年報｣により作成｡
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第1章 グローバルに進むIT革命のわが国への影響

革命を先導した米国ではIT関連投資は90年代を通し､特に95年以降顕著に増加しており､

IT関連投資の民間設備投資に対する比率などで日本との差が開きました｡日本について

ソフトウェア開発投資を民間設備投資に加えて比較した場合でも､両者の差の傾向はあ

まり変わりません｡ただ､日本でも94年以降民間設備投資の増加に占めるIT関連投資の

寄与度は高くなっており､また､90年代後半ソフトウェア開発投資の増大がみられます｡

IT関連消費の動向

家計消費においてもIT関連支出は増加しています｡『平成12年版経済白書』によれば､95

年以降名目消費支出全体に占める情報関連支出の比率は上昇を続けています(図表Ⅱ-1-8)0

これは消費支出全体が減少するなかで､パソコン､携帯電話等の通信機器､電話通信料

等を中心に情報関連支出は増加を続けていることによるもので､消費全体の下支えとも

なっています｡また､情報関連財 ･サービスの価格の低下は著しく､実質消費では名目

以上に大きく増加しています★10｡ただ､IT関連消費においては年齢階層間で差があり､60

歳以上の高齢層ではパソコン､インターネット､携帯電話などの普及率が低くなってい

ます｡今後高齢社会に向かうなかでIT関連財 ･サービスは高齢者 ･障害者にとってその

生活の質向上に役立っことが期待できますが､高齢者 ･障害者にとっても扱いやすい情

報関連機器やニーズにあった情報関連サービスが供給されることが､IT関連消費ひいて

はマクロの消費全体の拡大にもつながるでしょう｡

供給面の効果

IT革命が供給面に与える影響としては､IT関連投資が行なわれることでそれがIT関連

資本ストックとして直接生産部門や間接部門の業務の効率を高めたり､ITを利用したネッ

トワークが構築され､これまでの組織や取引関係が効率的に変革されることで外部経済

効果を含めて生産性が向上することが考えられます｡

そこでまずIT革命のマクロ的な生産性向上-の効果について､資本ストックをIT関連

資本ストックとそれ以外の一般資本ストックに分けたマクロ生産関数★11を使って検討し

ましょう(なおここでは資本ストックは粗資本ストックの推計値を利用しています)0IT関連資本ス

★10 『平成12年版経済白書』の推計では､99年のパソコン等を含む教養娯楽費の前年比伸び率は5.0%
と試算されています｡
★11
α+β
コブ･ダグラス型生産関数Y-AKαoKiβLγ(α+β+γ-1)を考え､これを変形してY瓜-A(Ko心
(Ki瓜o)βとし､両辺の対数をとってα+β､βを推計(Koは稼働率で調整､Lは人･時間).

｢ 1



第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

図表Il-1-8 増加する情報関連支出(名目ベース)

①名目値の推移

(1990年-100)

パソコン.ワープロ

放送受信料 情報関連支出計

一一一-一二 二 十 一-一二 六 ナノ 千___-二一喜.--_孝 一雪 空 二一

198788 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99(暦年)

(勤全体の消費支出に占める情報関連支出の構成比

(%)

2.019878889909192939495 96 97 98 99(暦年)
(港) 1.総務庁｢家計調査(全世帯)｣により作成｡
2.情報関係支出は､｢電話通信料｣｢通信機器｣｢パソコン
ワープロ｣｢放送受信料｣として試算｡

(資料出所) 経済企画庁 『経済白書』 (平成12年版)

図表Il-1-9 民間情報関連ストック/一般資本ストックの推移
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第1章 グローバルに進むIT革命のわが国への影響

図表II-1-10 労働生産性上昇率の要因分解

時間当り 情報化率 一般設備 その他要因労働生産性 要因 装備率要因
上昇率 Ki/(Ko*cu)Ko*cu/L

80-85 2.57 0.38 2.22 -0.0247
85-90 3.44 1.12 2.52 -0.1974
90-95 2.25 0.89 1.14 0.2223
95-99 2.00 1.15 1.37 -0.5129

(注)推計式In(Y/L)-C+ (α+β)In(Ko*cu/L)+βIn(Ki/Ko*cu)により推計｡
推計期間 :1975-1999年

C α+〟 β
0.20 0.44 0.15

Y:.実質GDP

Ki:IT関連ス トック

Ko*cu:IT関連以外の一般資本ス トック
L:労働投入量 (-就業者数*稔実労働時間)

〔 〕はt値

(資料出所) 吉川 ･田丸 ･山口 ｢知識 ･情報集約型経済への移行と日本経済｣等により作成o

トックは直接的な生産能力というより､一般設備や間接部門の効率を向上させることに

よって生産性を向上させると考えられるので､時間当り労働生産性の上昇率を民間一般

設備装備率要因(｢IT関連資本ストック以外の資本ストック｣を ｢就業者数×総実労働時間｣で割ったも

の)と設備の情報化率要因に分けてその効果をみてみましょう｡

まず､時間当り労働生産性の上昇率の推移をみると､90年代に入って低下しているが､

労働時間当りでは95年以降でも年平均2.0%程度です｡また､IT関連以外の一般資本ストッ

クに対するIT関連資本ストックの比率(粗資本ストックベース)の推移をみると､80年代後半

から比率が高まっており90年代前半伸びが鈍化したあと､95年頃から伸びが高まり､99

年で10%程度となっています(図表Ⅱ-1-9)｡こうしたことを踏まえ推計結果をみると､時

間当り労働生産性の上昇率のうち情報化率要因は80年代後半から大きくなっており､90

-95年にやや低下しましたが､95-99年は再び高まりました｡この結果95-99年では時

間当り労働生産性上昇率(年率)2.0%のうち､1.15%(寄与率では57%)が設備の情報化要因に

よるものとなっています(図表Ⅱ-1-10)｡このように､日本においてはIT関連以外の一般資

本ストックに対するIT関連資本ストックの比率の上昇を反映して､85年以降時間当り労

働生産性の上昇要因として設備の情報化率要因が高まってきましたが､90年前半にやや

低下し､95年以降再び高まるという結果となっています｡

このように､IT関連投資は資本ストックとなって生産性上昇､すなわち潜在成長率の

上昇にむすびつきます｡ただ､それが米国のように現実の経済成長率の上昇につながる

にはマクロ需要の持続的拡大が必要です｡90年代の日本の場合IT関連ストックは増加し
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てきましたが､マクロ需要の低迷でIT関連投資自体も90年代前半抑制されるなどIT革命

の進展と需要の拡大の好循環がみられませんでした｡99年以降の景気の回復傾向とIT関

連投資の拡大 ･ITによる生産性向上とがうまく結びついていくかどうかが中長期的な発

展の鍵となるでしょう｡

3)金融システムに与える影響

1980年代からの金融の自由化､グローバル化の背後には情報通信技術革新により､金

融サービスが国境を超えて高度かつ迅速に行なえるようになったことがあります｡

金融面においで情報技術革新でもたらされる影響としては､第1に､金融のもつ機能の

分解(アンパンダリング)が可能になり､細分化した機能が高度化することがあります｡すな

わち､.ITの進歩によって金融仲介機能(変換機能<小口から大口､短期から長期といった資産特性

の変換機能>､与信機能<貸付け先の信用リスクを評価し預金者に代わって負担する機能>)において各

種の機能が分解し､高度化して新たな金融 ビ ジ ネ ス★12として発展が可能となりました｡

この結果､得意とする分野に特化することで異業種からの参入も容易となり､競争が激

化することになりすす｡また､決済機能においてはITの進歩で事務処理のスピード化や

ネットワーク化が進展するとともに､新たな電子決済手段が登場することになりました｡

今後､決済機能においても､例えば決済手段としての預金を受け入れ､それに見合う資

産運用を行なう機能と決済に関連するデータの伝送 ･処理 ･記録を行なう機能とのアン

パンダリングが可能となると､金融システミックリスクに対応した規制も前者の部分に

絞ることが可能になるとみられるなど､そのあり方が変わってくると考えられます｡

第2に､電子決済手段の発展 ･普及は､信用乗数の上昇､貨幣需要の減少をもたらすと

みられます★13が､移行期には信用乗数､貨幣需要の不安定化を招き､金融政策運営をむ

ずかしくするとみられます｡

第3に､ITの進歩で金融取引の多様化､ボーダレス化､迅速化が進み､資本移動の活発

化を可能にするとともに､急激な巨額の資本移動が資本市場の不安定化につながり★14､

アジア通貨 ･金融危機のような危機を招くおそれも生じます｡

このようにIT革命の進展は金融サービスの効率化や利便性を高める一方､これまでの

★12 たとえば､ディリバティブ､証券化､プロジェクトファイナンスなど｡
★13 日本銀行金融研究所 ｢電子決済技術と金融政策運営との関連を考えるフォーラム :中間報告書｣

補論2､『金融研究』日本銀行金融研究所､1998年8月号､参照｡

ド
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金融システムの改変を迫り､また金融資本市場の不安定化を招くおそれもあり､金融政

策運営もこれまでと異なった困難性を増すこととなるでしょう｡ .

4) IT革命による産業構造､商取引の変化

IT革命による産業への影響

IT革命の進展､インターネットの急速な普及は､産業構造や商取引に大きな変化をも

たらそうとしています｡ITの進歩によって高速 ･大容量のネットワークインフラが整備

されるにつれ､①国境､時間の壁､規制 ･制度の壁､業態 ･業界の壁を越えてモノ･カ

ネ ･ヒト･情報といった経済 ･経営資源の流動化が促進され､②ネットワークを介して

流通 ･物流コストや在庫コストの大幅な削減が可能となって生産性 ･効率性の飛躍的向

上が実現し､③消費者(顧客)がネットワークを通じて大量の情報を容易に入手できるよう

になったことから消費者(顧客)主導の経済 ･経営システムが可能となってきました｡現在､

製造業で導入されているサプライチェーン･マネージメント(SCM)においては､調達 ･製

造 ･販売 ･在庫 ･輸送など一連のプロセスをネットワークを前提にした新しい仕組みに

置き換え､業態 ･業務の圧縮､ビジネスプロセスの中抜きが進められることで中間コス

トの大幅削減､業務の効率化 ･生産性の向上が図られます｡この結果､業態 ･業務の圧

縮による現在の産業構造の変革 ･再編とともに､新しい業態 ･業務も生み出すことにな

ります｡例えば､従来型のメーカーの販売代理という性格の卸売業は中抜きされる可能

性がある一方､インターネット上の大量の情報を収集 ･分析して消費者(顧客)に提供し､

その購買を支援する購買代理的な業態 ･業務が新たに登場することになるでしょう｡こ

うしたネットワーク革命ではまた企業(生産者)､消費者(顧客)ともに情報 ･知識を共有し､

さらに経験を相互学習することにより､商品 ･サービスの企画 ･開発､調達 ･製造 ･在

庫 ･物流､販売 ･マーケッティングなど一連のプロセスをより効率的に行なえるととも

に､顧客のニーズを的確につかみ､問題解決を図り､顧客満足を高めることにより新た

な価値を生み出すことが可能となります｡

アメリカでは自動車､自動車部品､半導体､コンピュータ､通信機器などの業種で部

品 ･資材をインターネットを通じて調達したり､自動車 ･コンピュータ･情報機器など

★14 多様化の進展がかえって他人の情報-の依存を高め､期待形成を同質化して資産価格の変動を増

幅する傾向があるといわれます｡

I･_Ll-I
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をインターネットを通じて販売する企業が増加しています｡例えば､アメリカの自動車

業界ではビッグスリーが中心になり､企業間でCAD/CAMデータや電子取引データを交換

するために､通信プロトコルやフォーマットを統一して業界標準ネットワーク ｢ANX｣

(AutomotiveNetworkExchange)を構築しました(1998年より稼動)｡これに連動してヨーロッパで

も､欧州全体の自動車業界標準 ｢ENX｣(EuropeanAutomotiveNetworkExchange)の構築が取り

組まれています｡日本でも(社)日本自動車工業会､(社)日本自動車部品工業会､(財)日

本自動車研究所が中心となり､｢JNX｣(JapaneseAutomotiveNetworkExchange)の構築に向けた

実証実験が99年10月より行なわれています(図表Ⅱ-1-ll)｡これにより自動車､自動車部品

業界では日欧米を結び､企業間で電子情報を自由にやり取りできる世界標準ネットワー

クが構築されることになります｡

電子商取引の発展と課題

初期のオンライン取引は専用線等で接続された特定少数の取引先との間で始まり､EDI

と呼ばれた注文書類等の電子化が中心で､ソフトウェアも個別の企業に合わせた特注開

発が必要であったので､中小企業等を含めた裾野の広がりは進みませんでした｡1993年

に入って､インターネット･ウェッブが本格的に普及し､アメリカでインターネット･

ウェッブ上で通信販売を行なうバーチャルショップが出現してきたのが､今日でいう本

格的な電子商取引(EC)の始まりといえます｡こうしたECは､日本では94年にインターネッ

ト上で商取引を行なうバーチャルショップが出現し､95年には実験サービスを含めて50

近くを数えました｡当初はウェッブ上のカタログ情報などでの製品紹介が中心であった

が､95年あたりからウェッブを使った受発注が行なわれるようになり､ここ1､2年のEC

ビジネスの発展は目覚しいものです｡電子商取引の売上げは､経済全体からみれば小さ

いですが､注目すべきなのはその伸びが著しいことのほか､電子商取引が先に述べたSCM

のように新しい事業プロセスとビジネス･モデルの形成を可能にしたことです｡

ECの形態は､取引当事者の観点から企業間EC(｢B2B｣または｢BtoB｣)と企業 ･消費者間EC

(｢B2C｣または ｢BtoC｣)の2つに大きく分類されます｡1999年3月の通産省 ｢日米電子商取

引調査｣によれば､日本の ｢B2B｣の市場規模は98年約9兆円であり､米国はその2倍以

上､2003年には日本68兆円に対し米国で165兆円と予測されています(図表Ⅱ-I-12). ｢B2C｣

については､98年では日本はわずか650億円(その中心はパソコン関係､旅行､衣類､アクセサリー

など)､米国2.5兆円程度であり､2003年の予測では日本3.2兆円､米国21.3兆円となってい

｢司
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図表Il-1-11業界標準ネットワーク(JNX)を利用したネットワーク調達

複数自動車メーカーとの取り引
きを希望する部品メーカーは,
複数のネットワークに加入要
一重複投資

単一のネットワーク
加入すれば,どの自a

NX)に
串メ-

カーとも取り引きできる
-重複投資回避

(資料)JNX実施検証コンソーシアム｡

(出所) (財)日本情報処理開発協会 『情 報 化 自 書2000』

図表 Ⅱ-1-12 電子商取引の市場規模
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(資料出所)通商産業省&アンダーセンコンサルティング､1999年｡
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ます｡｢B2BJ｢B2C｣とも伸びは大きいものの全体の商取引に占める比率は2003年の予測

でも rB2B｣では日本11.3%､米国19.3%､rB2C｣では日本1%､米国3.2%です★15｡ま

た､郵政省 ｢通信白書2000年版｣によれば､99年のインターネットコマース中間財市場

の規模は14.4兆円､そのうち､自動車が11.4兆円､電機が2.5兆円で大半を占めています｡2005

年の予測では103.4兆円に達するものとみられています｡インターネットコマース最終潤

費財市場については99年3,500億円､2005年予測は7.1兆円となっています｡

こうした日米間の電子商取引における発展の差の要因のひとつとして､通信料金の高

さが指摘できます｡米国では住民用の市内電話料金が月額一定であること､さらにほと

んどのプロバイダーが月額一定料金を採用しており､これが電子商取引を促進している

とみられます｡日本の場合､インターネットの普及は急速に高まってきましたが､電話

接続の定額料金制は少なく料金も高いため､インターネット利用の増大を抑えています(図

表Ⅱ-1-13)0

このほか､一般的に電子商取引における問題として､不特定多数が対面することなく

ネット上で取引することによる本人真性性と非改ざん性の保証の問題やプライバシー保

護､消費者保護の問題があります｡前者の保証手段として､電子署名 ･認証があり､こ

れに法的な裏付けを与えるための法制度化が各国で進められています｡この点について

はさらに､今後海外における制度との相互承認の問題も重要になってくるでしょう｡情

報化に伴うプライバシー保護の問題については古くから議論されてきたテーマですが､

ネットワーク時代になり､国境を越えたデータの流通に対する規制の枠組みをどう設け

るかが新たな問題となってきました｡電子商取引の発展のためには､各国制度のアンバ

ランスをなくし､各国のプライバシー保護制度を国際的にハ-モナイズさせる取組みが

必要となっています｡電子商取引の発展にとってプライバシー保護とともに消費者保護

も欠かせません｡消費者保護-の対応としては､先の電子署名 ･認証の整備に加え､適

格なECビジネス業者に対するオンラインマーク制度なども有用でしょう.一方､消費者

が損害を被った場合の法的保護については､プライバシー保護に比べても取組みが遅れ

ており､電子商取引をめぐる各国の法的な取組みはようやく検討が始まったばかりです｡

また､電子商取引における消費者保護では､消費者が海外取引において被害を受けた場

★15 このように特に ｢B2C｣のウェイトが小さいのは､ネット上の取引に対する法的整備が立ち遅れ､

消費者が消費者保護､プライバシー保護について不安をもっていることのほか､品質 ･評価が安定して

いる､情報収集 ･比較検討が重視される､ネットで直接ダウンロードできるなど､｢B2C｣に適する商品

は今のところ限られていることが影響しているとみられます｡
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図表Il-1-13 0ECDによるインターネット料金比較
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(注) 1.OECD資料 (1999年10月)による｡
2.午後8時時点の料金で月20時間インターネットを利用
した場合の料金比較

(資料出所) 経済企画庁物価局 ｢物価レポート2000｣

合､どの国の法律に基づいた罰則規定を適用するかという問題も重要であり､国際的な

法制度枠組みを明確にするとともに､各国の制度的枠組みをハ-モナイズしていく必要

があります｡ただ､各国の商慣習はばらばらであり､規制のあり方についての考え方の

相違もあり､統一的な制度的枠組みづくりは進んでいるとはいえません｡

5) IT革命の労働環境-のインパクト

労働･雇用におよぽす影響

IT革命はこれまでの労働のやり方やあり方を変えるため､労働 ･雇用環境に大きなイ

ンパクトをもたらすことが予想されます｡第1に､ITとくに近年のオフィスにおけるパソ

コン､ネットワーク､データベースの整備 ･普及によって､これまでのいわゆるホワイ

トカラー労働､例えば､一般事務や秘書といった労働は大きく効率化されることになり､

この分野では労働需要が減少することが考えられます(ITによる労働の代替)｡第2に､IT革命

の進犀のなかで情報関連産業の生産の拡大や新たなビジネスの登場に伴ない､新たに雇

用が創出されることが期待されます｡またIT関係の専門技術者は既存産業においても､IT

利用の拡大に伴なって労働需要が高まることが予想されます(ITによる雇用創出･拡大)｡第3
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に､ITが進歩しても､人間にとっては簡単ではあるがコンピュータ等には不向きな単純

労働(例えば､案内､運搬･配達､清掃､単純な土木･建設など)は､なお多く存在すると考えられ

ます｡これらの仕事は労働供給が増え賃金が低ければ､雇用は増加するでしょう｡第4に､IT

では代替が困難で人間でなければできないような高度な仕事(事業家､弁護士､コンサルタン

ト､研究者､芸術家など)は､IT革命の進展によってますます人間がやるべき仕事として重要

性が高まるでしょう｡

<アメリカの場合>

以上のような視点から､まずIT革命の進んでいる米国における動きをみてみましょう｡

アメリカの職業別雇用者数をみると､IT革命の進展によって､90年代以降､秘書は年

平均10万人以上の減少､会計事務も同2-3万人の減少､タイピストも横ばいから減少､

また､ダウンサイジングによってコンピュータ･オペレーターも数万人減少となってい

ます｡一方､コンピュータ技術者は､特に95年以降年平均15万人以上の大幅な増加を示

しています｡また､ウェイター等､トラック運転手等★16､看護補助､看護婦等が同5-9

万人の増加､販売管理者が10万人以上の増加､ソーシャルワーカー等､マネージャー(会

計担当)も2-4万人の増加となっています(図表Ⅱ-1114).このようにアメリカの場合､IT革

命のなかで秘書､コンピュータ･オペレータ､タイピスト等の間接部門等での補助的な

職種で､雇用の減少(ITによる労働の代替)がみられます｡一方､ITでは代替しにくい労働集

約的なレジ係､ウェイター等､トラック運転手等､看護補助､看護婦等やコンピュータ

の活用が要求されるとみられる販売管理者､マネージャー(会計担当)等は雇用の増加が大

きくなっています.なお､IT関連職業全体の雇用者数は98年には530万人､94-98年で年

平均4.2%の高い伸びとなっています｡

また､アメリカのIT関連産業における雇用者数の動向をみると､IT関連産業における

雇用者数は1994年頃から増加が加速し､1998年には520万人と非軍事雇用者全体の4.0%

を占めています｡IT関連産業のなかでも増加の大きいのは､ソフトウェアやコンピュー

タ･サービスであり､ハードウェアや通信機器の製造は90年代でみても雇用者数はおお

むね横ばいです｡

次に､賃金の動向をみると､IT関連産業の賃金水準は民間産業平均の賃金水準をかな

り上回っており､また貸金上昇率も､92年以降では年率5.2%と民間産業平均の3.6%より

★16 トラック運転手も配送効率化のため､ハイテク端末機器の使用が不可欠になってきているなど､
多くの労働集約的な職種でもⅠ胡幾器の使用が必要になってきています｡

I･I･≠
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図表 Ⅱ -1-14 米国職業別雇用者数の増減(年平均増減数)

雇用増加職種 (年平均 :単位 :万人)
コンピュータ販売 トラックウエイターレジ係 教師 看護婦 看護 ソーシャルマネージャー
技術者 責任者 運転手 等 小中学校)等 補助 ワーカー等 (会計担当)

1983-90 4.7 12.2 8.4 7.1 6.9 2.2 6.0 2.6 3.6 1.9
1990-95 6.6 13.4 6.7 8.8 4.7 4.6 8.8 6.1 4.4 2.3

95-99年増加数拡大職種
コンピュータデータ処理電気.電 法律 教師 販売従事者
プログラマー機器修理 技術者 補助俄 (高校) (証券金融)

1983-90 2.2 0.8 1.3 1.4 0.0 1.3
1990-95 -0.8 0.3 -0.4 1.1 0.5 1.9

雇用減少職種

蝉書 繊維機器オペレータ コンピュータオペレータ タイピスト会計事務 組立工
1983-90 0.9 -1.8 3.0 -3.8 -0.6 3.4
1990-95 -ll.9 -3.1 -6.5 0.3 -3.3 2.2

(資料出所) 藤井英彦｢図解IT革命の正体｣(週刊東洋経済 ･経済白書特集号2000年8月2日)により作成｡

図表II11-15 米国のIT関連産業の年金賃金

(ドル)
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(資料出所) 米国商務省｢ディジタルエコノミー2000｣(2000年6月)により作成｡

かなり高いものです｡その結果､IT関連産業の賃金水準は92年に民間産業平均の賃金水

準(年間)の1.6倍､41,300ドルでしたが､98年には民間産業平均賃金水準の1.8倍､58,000ド

ルになっています(図表Ⅱ一1-15)0 IT関連産業のなかでは､ソフトウェアやコンピュータサー

ビス産業の65,300ドルが最も高くなっています｡

<日本の場合>

日本について総務庁 ｢労働力調査｣で､90年代以降の職業別就業者 ･雇用者数の推移



図表 Ⅱ-1-16 日本の職業別就業者数の推移
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をみますと､就業者数 ･雇用者数とも管理的職業従事者が93､94､97-99年に前年比減

少､事務従事者は99年に減少を示しています｡一方､専門的 ･技術的職業や保安 ･サー

ビス従事者は景気が低迷した90年代でも一貫して前年比増加､労務作業者も増加傾向が

続いています｡これを70年代以降の中長期的な職業別就業者数の動きでみると､管理的

職業従事者数は96年をピークに減少し､99年には人数では80年代前半の水準に､就業者

総数に占める比率では70年代前半の水準に低下しています｡事務従事者については98年

までは人数でも就業者総数に占める比率でも増加傾向が続き､99年になってどちらも減

少しています(図表Ⅱ-I-16).専門的 ･技術的職業や保安 ･サービス従事者､労務作業者に

ついては人数でも就業者総数に占める比率でみても99年も増加傾向が続いています｡こ

のように､バブル期の雇用拡大が90年代のバブル崩壊後の景気低迷で過剰となったとい

う面があるものの､ITの進歩による経営の合理化で管理的職業の比率が低下する一方､

専門的技術的職業やITによる代替には不向きとみられる保安 ･サービス､労務作業者は

増加するといった影響が窺えます(ただ､日本の場合､事務従事者についてはITの就業･雇用-の影

響はあまり明確に現われていません)0

次に､産業別就業者数の推移をみると､先に述べたIT関連産業でみると､80年代以降98

年まで年平均3.0%の増加ですが､90-95年は同0.4%の減少､95-98年は同0.5%の減少

となっています｡IT関連産業の詳細をみると､80年代は情報ソフトや情報関連サービス

だけでなく､情報通信機器製造､情報通信機器賃貸の就業者もかなり大きく増加しまし

たが､90年代前半は情報ソフトや電気通信､情報通信機器製造､情報通信機器賃貸で就

業者が減少､95-98年は電気通信､放送､情報通信機器賃貸で減少する一方､情報ソフ

ト､情報サービス等は増加しています｡

情報サービス業における職種別従業者数の推移を通産省 ｢特定サービス産業実態調査｣

でみると､90年代には92-94年頃には多くの職種で減少したものの､その後増加に転じ

ました｡94-98年にかけてはシステムエンジニアは1.38倍 (年率8.4%)プログラマは1.16倍 (午

率3.8%)の増加を示したのに対し､オペレータ､キーパンチャはそれぞれ1.03倍 (年率0.8%)､1.07

倍 (年率1.6%)と低い伸びとなっています｡

このように日本の場合､情報革命といわれながらも90年代に入り職種構造に変化はみ

られるものの､IT関連産業でも就業者は減少するなど全体の就業者 ･雇用者はあまり増

加しておらず､98､99年には減少を示しています｡

なお今後の情報化の雇用-の影響については､通産省 ･アンダーセン共同調査(1999年9
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月)によれば､今後5年間で雇用創出が合計249万人(内訳は情報通信機器等情報産業による創出76

万人､IT(情報通信技術)活用型新製品･サービス事業による創出68万人､電子商取引による創出105万人)､

雇用の削減が合計163万人(内訳は今後の企業内情報化による過剰雇用の削減53万人､電子商取引の社

内業務効率化による過剰雇用削減10万人､電子商取引の中抜きによる過剰雇用削減17万人､電子商取引で

職務内容に影響を受ける雇用83万人)となっており､差し引きでは雇用の増加(86万人)が見込ま

れています｡

企業内情報化の進展による組織 ･仕事の変化

90年代後半以降､企業内の情報化はダウンサイジング､およびネットワーク化が進み

ました｡(図表Ⅱ-1-17)｡こうした企業内のIT利用の拡大など､情報化の進展のなかで組織

や仕事の内容がどのように変化しているか､少し古くなりますが電機連合のアンケー ト

調査結果★17でみてみましょう｡情報化に伴 う組織や仕事の見直しは大企業ほど進んでい

ます｡組織 ･仕事の変化の内容としては､｢情報機器を使用しない定型単純業務は少なく

なり｣(指摘率:59.7%)､｢情報機器を使用する定型単純業務は多くなっている｣(47.7%)なか

で､｢情報の共有が進み｣(79.2%)｢仕事の効率は高まり｣(69.8%)､｢意思決定のスピー ド

は速くなり｣(50.3%)､｢従業員の職務範囲は広くなっている｣(42.3%)｡その結果､｢情報

化教育の必要性が高まり｣(90.6%)､｢従業員の仕事の密度は濃くなり｣(65.1%)､｢肉体的 ･

精神的ス トレスは強くなっている｣(51.0%)｡一方､情報化による変化なしの指摘率が高

かったのは､｢意思決定を行 う職位｣(88.6%)､｢企業内の意思決定権限｣(85.9%)､｢残業や

休日出勤｣(81.9%)､｢仕事の自由裁量化｣(75.2%)､｢企業内組織のフラット化｣(70.5%)な

どです｡

また､情報化に伴 う中間管理職の権限 ･地位 ･機能の変化については､権限 ･地位等

は85%で変化はないとの結果でした｡｢情報化により中間管理職と部下とのコミュニケー

ションは減少している｣が24%あり､情報化に伴 う中間管理職に期待される能力として

は､情報の分析能力(85.9%)､既存業務の再編能力(81.2%)､高度な判断力(53.0%)があがっ

ています｡

中高年層や女性労働-の情報化の影響については､中高年にとって ｢適応のむずかし

い仕事が増えた｣(61.1%)､｢部下に対し業務指導が困難になった｣(38.3%)､女性社員で減

★17 97年12月実施､147組合回収.一般ホワイトカラーの事務労働を中心としたアンケート調査｡

ド
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図表Ⅱ-1-17① 企業におけるコンピュータ保有状況 図表Ⅱ-1-17② 企業における通信網の利用状況

(年度末 :育)

1995 1998

(1企業当たり) 6.8 4.8コンピュータ

1千万円以上の機種 20.1359.9210.0100 28.3742.2598.3126.9

1千万円未満の機種
パ ソコン

うちLAN接続
うち1年間導入台数

(従業員1人当たり) 0.29 0.61パ ソコン

(集計企業の平均企業規模) 83億円 103億円資本金
年間事業収入 1,045億円 993億円

(注) 通商産業省｢情報処理実態調査｣により作成｡

年度 1995 1996 1997 1998
LAN 53.1 66.6 75.2 83.3
インターネット ll.7 50.4 68.2 80
電子メール 25.8 46.9 62.7 76.2
イントラネット - 6.4 21.4 36.3

(港) ｢通信利用動向調査(企業調査)｣(郵政省)により作成｡

図表 Ⅱ -1-18 事業向けアウトソーシング関連ビジネスの事業所数と
従業者数の推移

(響 )□事業者数 団うち中小事業所数 十 従業者数

1986年 1991年 1996年

(事
業
所
数
)

(万 人 )

350

(
従
業
者
数
)

0

0
0
0

0

0

5

0

5

0

3

2

2

1

1

(資料) 総務庁 ｢事業所 ･企業統計調査(1996年)｣､｢事業所統計調査
(1986年,1991年)｣

(注) 1.中小事業所とは､従業者数99人以下の事業所とした｡
2.()内の数字は､事業所向けアウトソーシング関連ビジ
ネスの事業所数に占める中小事業所数の割合｡

(出所) 中小企業庁 『中小企業自書2000』
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(資料)中小企業庁調べ｡

(注)複数回答のため合計は100を超える｡

(出所)中小企業庁『中小企業自書2000』

｢



第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

少したのは ｢情報機器を使わない定型業務社員｣(40.3%)､｢情報機器を使わないアルバイ

ト･パー ト｣(18.3%)､増加したのは ｢情報機器を使用する業務の社員｣(34.2%)､｢情報機

器を使用する派遣社員｣(28.9%)となっています｡

以上のように､情報関連産業であり情報化が進んでいるとみられる電機産業において

も､97年末では企業内組織のフラット化や仕事の自己裁量化は思ったほど進んでいませ

ん｡また､企業内の情報化で仕事の効率は向上する一方､労働の自由度の向上や労働時

間の改善など労働者にとっての労働の質の向上には必ずしもつながっておらず､むしろ

肉体的 ･精神的ストレスが強まるなどの問題が生じていることが窺えます｡

アウトソーシング､非正規労働者の増大

企業はグローバルな市場での競争激化のなかで､事業の再構築(リストラクチャリング)の

有効な一手段としてアウトソーシングを行ない始めました｡すなわち､非効率､高コス

トの分野を中心に社外ネットワークをつくりながらアウトソーシングすることで､これ

らのコストを変動費化して景気変動-の柔軟な対応を図ったり､自己の経営資源をコア

コンピタンスに集中することにより経営の効率化を図る企業が増加しています｡これに

は(1)でみたように､情報化の進展で外部取引コストが低下したことも影響しているでしょ

う｡アウトソーシングの対象分野も情報処理関連部門のほか､施設管理 ･防犯､一般事

務処理 ･総務､物流等広範なものとなっています｡この結果､一般事務や情報処理部門

の内部要員が削減の方向にある一方､アウトソーシングの関連ビジネスの事業所や従業

者が増加する傾向にあります(図表Ⅱ-1-18)0

また､企業においてはアウトソーシングだけでなく､パートタイム労働者★18など非正

規労働者の増大も進んでいます｡総務庁 ｢労働力調査｣ によれば､パー トタイム労働者

の割合は平成2年の15%から平成10年には21%に上昇しています｡これは企業側からみれ

ば固定的な労働費用(人件費等)を抱えるリスクの軽減のほか､アウトソーシングと同様社

内の人材のみに頼らない経営戦略の導入を反映しています｡一方､労働者の側からは ｢専

門性を生かしたい｣｢自分にあった就業時間や休日を選びたい｣等の就業ニーズの多様化

を反映した面もありますが､近年の厳しい雇用情勢のなかで正規職員の就職が困難なた

め､やむをえずパートタイム労働者を選択している場合も多いとみられます｡

★18 調査週に35時間未満就業した人をパートタイム労働者としています｡
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このように､アウトソーシングや非正規労働者の増加で大企業の正規労働者が削減さ

れ､より規模の小さいアウトソーシング受託企業の従業者や非正規労働者が増加するこ

とは､アウトソーシング受託企業において高生産性による高賃金が実現したり､正規労

働者と非正規労働者間で仕事の内容による賃金格差がなくならなければ､全体として賃

金水準の低下､雇用の不安定性の増大につながり､マクロ的な消費の低迷にもつながっ

ている可能性があります｡

SOHOの実態とその課題

パソコン､インターネットの普及やアウトソーシングの進展､個人のライフスタイル

の多様化を受けて､SOHO(スモールオフィス･ホームオフィス)★19が拡大しています｡以下で

は､中小企業庁の調査★20をもとに､SOHOの実態と課題をみてみましょう｡sOHO関係

者の考えるSOHOの社会的メリットは､｢通勤時間の減少｣｢女性の社会進出｣｢地元で生

活ができる｣｢高齢者の活用の促進｣などがあがっています(図表Ⅱ-1-19)0SOHOの業務

内容は ｢ワープロ､データ入力､文章の校正｣｢ホームページ作成｣｢デザイン｣｢執筆 ･

編集｣｢プログラム開発｣等となっています｡sOHO事業者の年収をみると､59%が100万

円未満であり､50万円未満を中心とする層と100万-800万円の層に2極分化しています｡

この理由としては､SOHO事業者には性格の異なる事業者が漉在していること､パー トタ

イム労働と同様の就労調整★21が 行 なわれている可能性が高いことの影響が考えられます｡

すなわち､sOHO事業者には成長志向､技術志向で年収もそこそこあるベンチャー企業家

が存在する一方､パー トタイム労働の代わりに在宅でインターネットを介して仕事をし

ている女性等も存在します｡soHOの課題としては､業務上では ｢取引先をみつけること

が困難｣｢受注量が不安定｣｢受注単価が安い｣｢通信料が高い｣等があげられています｡

発注先との トラブルもSOHO事業者の45%が経験しており､その内容は ｢金額上の トラブ

ル｣｢納期が守れなかった｣｢成果物の晶質が悪かった｣などとなっています｡また､SOHO

業務に付随して発生する課題として､｢病気をした時の代わりがいない｣｢社会保険制度

がない｣｢収入の減少｣｢公私の区別が困難｣などがあがっており､福利厚生面で企業の

★19 SOHOの公式の定義は存在しないが､ここではインターネットをはじめとするオープンネットワ
ークとパソコン等の情報機器を活用して小規模オフィスや在宅で事業を行なう形態をSOHOとします｡
★20 中小企業庁 『平成12年版中小企業自書』参照｡
★21 被扶養配偶者の場合､非課税限度額や企業における配偶者手当等の関係で､年間収入が限度額を
超えないようにしばしば就労時間の調整等がみられます｡
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勤務者の平均に比べて十分でないことが指摘できます｡

このように､SOHOは新たなベンチャーのスタート段階としてのほか､人口の高齢化や

女性の社会進出の拡大のなかでITを活用した職住接近を可能にする新しい働き方として

注目されていますが､現実の状況は収入､社会保障の面での不安定さや取引におけるルー

ルの未整備など課題も多いといえるでしょう｡

5) 情報格差の状況と課題

IT革命を先導している米国において､｢ディジタル ･デバイド｣の問題が取り上げられ

るようになってきました｡｢ディジタル ･デバイド｣ とは､コンピュータとネットワーク

の普及によって階層や社会が分断されたり､格差が拡大する問題です｡米国では所得階

層､人種､年齢階層などによってコンピュータやインターネットの利用率が異なり､こ

れがさらなる所得格差を生む原因となっています｡例えば､1998年において米国の全家

計のコンピュータ保有率は44%､インターネットに接続している家計は22%ですが､年

間75,000ドル以上の所得､大都市圏在住､単科大学卒業以上の30歳～55歳白人 ･アジア

大洋州系家計(550万世帯)では87%が自宅にコンピュータをもち､68%がインターネットと

接続しているのに対し､年間所得15,000ドル以下､都市在住､高卒程度以下の学歴で30-55

歳のアフリカ系 ･ヒスパニック系家計(120万世帯)ではコンピュータ保有率は7%､インター

ネット接続率は5%にすぎません★22｡ま た前 にみたように､米国ではIT関連職種はそれ以

外の職種に比べて一般に賃金水準が高く､雇用はこうした賃金水準の高い職種で増加し

ているだけでなく､単純労働でも増加しており､所得の二極分化の傾向がみられます★23｡

情報格差の問題は国際的にもみられ､インターネットの利用者数は米国 ･カナダ､次

いでヨーロッパ､アジア ･大洋州の順で高く､アジア ･大洋州､ヨーロッパは近年増加

数が大きくなっています｡これに対しアフリカ､中東､南米ではインターネットの利用

者数の水準はきわめて低く､増加率は高いものの欧米 ･アジアとの格差は大きくなって

います｡また普及率では､米国 ･カナダでは45%と非常に高く､ヨーロッパ9.9%がこれ

に続いていますが､米国 ･カナダと他地域との格差は非常に大きいものです｡インター

ネットの普及等が生産性上昇率に影響を与えるとすれば南北間の格差はいっそう拡大す

★22 米国商務省 ｢ディジタル ･エコノミー2000｣(2000年6月)によります｡

★23 ただ､米国の場合､景気拡大が長期化するなかで90年代後半は全体としての所得格差はジニ係数
でみると横ばい傾向となっています｡
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ることが懸念されます｡

次に日本の状況をみてみましょう｡日本でも地域間･､所得階層間､年齢階層間で格差

がみられます｡

インターネット普及率でみると､県庁所在地等の24.0%に対して町村では13.0%であり､

世帯年収2,000万円以上の世帯の36.7%に対して400万円未満の世帯は5.5%､世帯主年齢20

-29歳の33.6%に対して60歳以上は10.6%となっています｡パソコンの普及率については､

地域別では関東35.2%に対し､九州 ･沖縄21.6%､世帯主年齢階層別では40-49歳38.1%

に対し､60-69歳21.4%､70歳以上14.0%となっています｡また､インターネットの普及

に大きく関わっているアクセスポイントなどの接続環境も､三大都市圏に比べて地方圏

では可住地面積当りアクセスポイント数がかなり少なく､かつその差は拡大しています｡

情報発信量については東京一極集中が目立ち､かつその傾向が強まっています.このよ

うな情報格差の現状は､今後個々人の雇用 ･就業における有利 ･不利､所得格差の拡大､IT

を活用した社会サービスの享受における格差の問題を惹起するほか､本来地域的 ･時間

的制約を縮小する技術であるはずのITの進歩が､むしろ地域における経済発展格差の拡

大などを生み､社会全体の安定的な発展を阻害するおそれがあるといえます｡

(3)政策対応の方向

1)基本的考え方

すでにみてきたように､IT革命は､①情報コストを引き下げることでおよそすべての

産業の生産性向上､国民生活の質的向上の手段となりうるものであり､また個人と組織

の活動の可能性を拡大し､経済社会のダイナミズムと創造性をもたらすことで21世紀初

頭の経済社会発展の原動力となりうるものです｡同時に､②いわゆるディジタルデバイ

ドの拡大､産業構造､職業構造の大幅な変化に伴う雇用のミスマッチの発生､ネットワー

ク社会-の移行に伴う新たなシステミックリスクの発生などの新たな懸念をもたらすも

のでもあります｡また､③IT革命の成果を享受していこうとすれば､旧来のシステムや

制度､そして個人の生き方､組織のあり方までその根本的な見直しと新たな対応を迫る

ものでもあります｡

そこで､IT革命-の政策対応についての基本的考え方を整理しておきましょう｡第1に､

IT革命がすべての人々の可能性を拡大し､経済の持続可能な発展と生活の質向上につな
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がるものとなるようにすることです｡第2に､ITの進歩は非常に速いのでIT革命-の対応

もスピー ドを重視し､目標年次の設定など的確な優先順位をつけて行なう必要がありま

す｡第3に､変化が速いことをふまえ民間の創意の発展を促進することを基本としつつも､

国全体としてのIT革命に対応した新しい経済社会のシステム･制度等についてその方向

を明確にすることです｡第4に､政府としてはIT革命に対応した法制度等の整備､民間で

は行なわれにくい情報インフラの整備､IT革命を雇用の拡大に結びつけるような施策の

展開を図ることです｡第5に､自治体を中心にディジタル ･デバイドの防止のための学校

教育等による情報リタラシーの向上 ･人材育成のほか､ITの成果を地域の暮らしに生か

すため､人々のコミュニティ活動-の参加を高めるような民間活動(NPOなど)を支援する

ことです｡第6に､競争政策の適正な運用などIT革命における市場の失敗の是正を図るこ

とです｡

2)具体策の方向

IT革命に対応した市場の枠組づくり

(丑IT革命に対応した法制度の整備やルールづくり

IT革命はITの発展によってこれまで想定していなかった新たなサービスや取引を生み

出しており､インターネット上は一部に一種の ｢無法地帯｣ のような部分が生じていま

す｡こうした状況はITの健全な発展を阻害するものであり､サイバー空間においても現

実社会と同等に誰もが安心して参加しうる市場のル-ルづくりが不可欠です｡そのため

に､契約､知的財産権保護､消費者保護､セキュリティ確保などにおいてIT革命に対応

した適切な法制度の整備やルールづくりが必要です｡また､ITの進歩が速いなかで民間

の自主的なルールづくりが迅速に行なわれることを担保する制度づくりを進め､ネット

上のモラルの向上を図ることも重要です｡

②競争的事業環境の整備と競争政策の強化

ITを活用した革新の促進や価格低下などにより､IT革命の成果の普及を図るためにも

競争的事業環境の整備と競争政策の強化が重要です｡知的財産権については､その保護

範囲が広い場合はもちろん､範囲が不明確な場合も本来行なわれるべき技術開発や新製

品開発競争を抑制することになります｡技術標準の確立段階における不正な規格採用や

排他的な企業選定､利用段階での標準開発企業における不当な優位維持 ･強化措置も競
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争を阻害することになります｡IT革命の進展のなかで競争政策は一層その重要性が高ま

るでしょう｡

③IT革命に対応した危機管理体制の整備

社会のネットワーク化が進むなかで､大震災､サイバーテロなどによってネットワー

クが破壊されたりする場合､国民経済 ･国民生活全体に深刻な影響をもたらします｡こ

うした事態に備えた危機管理体制の整備が必要です｡

民間では行なわれにくい情報基盤の整備等

①国全体としての情報インフラ戦略の策定

高速大容量の情報インフラをどう構築するかといった国全体としての情報インフラ戦

略の策定は､広く民間の声を聞きつつ国として決定していく必要があります｡IT革命の

成果を活用した基幹的な物流インフラ(ITS普及促進や海陸一貫物流情報システムの整備など)も外

部経済効果が大きく､官民協力して整備していく必要があります｡

②教育､医療､福祉など地域の公共的サービス分野での情報インフラの整備

教育､医療､福祉など地域の公共的サービス分野での情報インフラの整備は､地方-

の財政面も含めた分権化を進めるなかで､自治体が住民や供給者の参加のもとに地域に

あったものを整備していく必要があります｡

③IT関連の基礎研究の充実 ･強化

IT関連の基礎研究の充実 ･強化も重要です｡バイオテクノロジーもITの進歩によって

急速に発展し､両者は融合していく方向性もみられます｡こうした基礎研究には公的な

取組み ･支援の一層の充実が必要です｡

IT革命の円滑な進展のための取組み

①情報リタラシーの向上と人材の育成

IT革命の成果をすべての人の生活の質向上につなげていくためにも､IT革命の健全な

発展を図るためにも､情報リタラシーの向上､人材の養成は不可欠です｡そのため､前

章でもふれたように学校等におけるハード､ソフト両面で情報教育の充実､および特にIT

によって生活の質を顕著に高めうるようになった高齢者､障害者等に対する情報教育の

充実が重要です｡また､ITの進歩によって人はITではできないことをやること､すなわ

ち創造的な情報発信能力､情報の選別 ･判断能力､ITにはない人間的なぬくもりをもっ
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たコミュニケーション能力等が重要になります｡

②労働市場の機能強化と労働者の能力開発-の支援

前述のようにIT革命の進展によって急激な産業構造､職種構造の変化が予想されるこ

とから､日本の労働市場の特質を生かした労働市場の機能強化や労働者-の新たな職種

に必要な能力開発支援などを充実する必要があります｡その際､労働市場のミスマッチ

を減らすためにもITを活用した信頼性の高い求人求職に関する情報のシステムを整備す

ることが重要です｡

③IT発展のための地域的産業集積に対する支援

IT関連のベンチャー企業がシリコンバレーに集中して勃興 ･発展してきているように､

IT関連の研究開発においても､人と人が直接的にコミュニケーションできるような地域

的な集積が有効です｡そうした集積が起こるようにするためには地域がそれぞれ特色を

生かして自ら情報発信していくような環境づくりが重要です｡

④電子政府の推進

行政手続きの迅速化､行政情報の公開 ･透明化の促進､国民 ･住民のからの意見収集､

統計データの収集､公表の迅速化のためにも政府が率先してIT化を進め､いわゆる電子

政府を構築していくことはITの成果の社会-の還元の重要な一つです｡

⑤IT革命の健全な社会的発展のための民間活動-の支援

IT革命の果実を社会に還元し､デジタルディバイ ドなどその負の側面を克服するため

にも､NPOなどの民間活動-の支援も重要です｡そうしたNPOの機能としてはa)営利活

動に近い領域でネットワークの結節点としてのコーディネーター機能､b)公共的活動に

近い領域での ｢信頼できる第三者機関｣としての機能､たとえばプライバシー保護､消

費者保護のための市民参画型の中立的な評価機関 ･苦情処理機関など､C)ネットワーク

における参加主体の相互評価によって社会的評価や信頼性を創造する機能(たとえば

Linuxの改善)などが考えられます｡こうしたNPOの活動に対する支援を充実していくこ

とにより､IT革命の成果をたんに私的 ･個人的なものにとどめるのではなく､社会的な

安定 ･発展に結びつけていく必要があります｡

IT革命に関連した国際的活動への貢献

①IT革命に対応した国際的ルールづくり-の積極的参画

インターネットは国境を超えたボーダレスなコミュニケーションツールであることが

｢司
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ひとつの特徴ですので､IT革命に対応したルールづくりは国際的なハーモナイゼーショ

ンが大変重要です｡そのため､わが国自体も積極的に国際的ルールづくりに参画してい

く必要があります｡

②IT関連の国際協力の推進

デジタルディバイドは国内の問題としてだけでなく､国際的に新たな南北問題として

いっそう深刻な問題となる可能性があります｡これを逆にITを活用して南北問題の緩和

につなげられるように､今後発展途上国等に対する国際協力を一層充実していく必要が

あるでしょう｡
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第2章 アメリカに長期の好景気をもたらしているもの

90年代のアメリカ経済は､かつてない長期間の好景気を持続しています｡この好景気

に沸くアメリカ経済は､日本にとって2つの意味で重要です｡1つは､いわゆるニュー ･

エコノミー論やIT革命論が指摘するように､アメリカ経済が質的に大きな飛躍を遂げた

ことが事実であるならば､日本もその教訓をしっかりと学ぶ必要があるからです｡もう1

つは､一方で指摘されるように現在のアメリカ経済の繁栄がバブル的な要素を多分に含

んだ危ないものであるならば､バブルが崩壊した場合に起きる事態や影響をしっかりと

把握しておく必要があるからです｡いずれにせよ､アメリカ経済が質的に飛躍したのか､

たんなるバブルなのかということの検討が必要となります｡

(1)｢ニュー･エコノミー論｣は正しいか

90年代後半から生産性向上

ニュー ･エコノミー論は必ずしも定義が明確に定まった議論ではありませんが､多く

の議論をまとめると次のような考え方といえます｡まず､ITを中心した技術革新､国際

化､規制緩和によって長期的に高い生産性向上が持続するようになり､さらに､この生

産性の向上によって失業率が高まってもインフレにならない体質となったというもので

す｡

そこで､アメリカの生産性の上昇についてみてみます｡実は､90年代前半までは､必

ずしも生産性の上昇の加速はみられませんでした｡そして､生産性上昇率に占めるIT関

連部分も決して大きなものではありませんでした｡ジョルゲンソンの試算によると､コ

ンピューターの経済成長-の寄与度は少しずつ高まってはきたものの､まだまだわずか

なものにとどまっていました(図表Ⅱ-2-1)｡したがって､この時期にはITによる生産性上

昇を主張するニュー ･エコノミー論は必ずしも多数の支持は得られていませんでした｡

しかし､90年代後半になると､生産性上昇率の加速が観察されるようになりました｡

アメリカの労働生産性は､1973年の石油危機によってトレンドが下方に屈折していまし

たが､90年代後半にこの70年代からのトレンドから上方に帝離する動きがあることがわ

ド
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図表Ⅱ-2-1アメリカの経済成長の源泉
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longer-termtrend:TheAmericanEconomicReview,γol.89,No.2,pp.109-115より｡
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かります(図表Ⅱ-2-2).ただし､長期の系列を眺めると､完全にトレンドが上方に屈折し

た訳ではなく､一時的に帝離しただけという解釈の余地も現時点ではまだ残っているの

ではないかと考えられます｡いずれにせよ労働生産性上昇率の加速によって､ニュー ･

エコノミー論は大きく脚光を浴びることになりました｡そして､90年代後半の生産性上

昇率にITが大きな寄与をしているという計測結果もいくつか出されるようになりました

(図表Ⅱ-2-3､図表Ⅱ-2-4).ほとんどの計測は､生産性向上の半分以上がITの寄与という結
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果となっています｡

経済の質が変化したのか

このように､90年代後半の時期にITが大きな寄与を果たしたという見方については次

第に支持が広がっています.一方で､長期のトレンドが変わった､経済の質が変化した

とまで言えるかどうかについては､まだわからないという見方も依然根強く残っていま

す｡こうした見方は､90年代後半の時期に一時的にIT関係の機器等の導入が増加しただ

けで､現在のようなペースは持続可能なものではないという考え方に立っています｡い

ずれにせよ､まだ現時点では､ニュー ･エコノミー論が正しいかどうか､はっきりとし

た結論を出すことはむずかしいと思えます｡

(2)｢バブル｣ではないのか

高株価､経常収支赤字拡大､低貯蓄率は持続可能か

一方で､アメリカ経済がバブル的要素を含んでいるのではないかという見方も依然少

なくありません｡こうした見方が現れてくる理由は､いくつかの経済指標が持続可能と

は思えない動きをしているからです｡その代表的なものが株式相場です(図表Ⅱ-2-5)0 80

年代半ばから上昇を早め､特に90年代後半､非常な値上がりをしました｡その結果､株

価収益率も大幅に上昇しています｡このような､値上がりが永遠に続くことはあり得な

いし､実物経済から説明できない行き過ぎた現象ではないかというものです｡

もう一つ指摘されるのが､経常収支赤字の拡大です(図表Ⅱ-2-伝). 90年代に入って急激

に経常収支赤字が拡大していることがわかります｡その反映で資本収支は大幅な流入超

過で､海外からの資金流入額は年間の個人貯蓄額を上回るようになっていることがわか

ります｡また､アメリカの経常収支赤字は､80年代までは日本の経常収支黒字とほぼ対

称的であったのですが､90年代には日本の経常収支とは独立に増加を続けていることが

わかります｡このような巨額な海外からの商品の消費と海外からの資金-の依存は持続

可能ではないのではないかという見方が根強くあります｡ただ､経常収支のGDPに占め

る比率をみると99年で約3.5%となっており､過去最悪だった87年とほぼ同水準であり､

また他の先進各国をみても同比率が3-4%程度の例は過去それほど珍しいものではない

~㌻
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図表Ⅱ-2-3アメリカの全要素生産性上昇率への汀の寄与

OlinerandSichel推計(2000年)
非農業部門1996-1999

大統領経済諮問会議推計(2000年):
全産業1995-1999

田コンピューター産業の寄与度 胃その他の産業の寄与度

(注)OECD''ANeyEconomy:ThechangingRoleofInnovationandinformation
TechnologyinGroyth''より｡

図表Ⅱ-2-4アメリカの労働生産性上昇への汀の寄与

01inerandSiChel推計: 議会予算局推計: 大統領経済報告: JorgensonandStiroh推計:
1996-1999の 1996-1999の 1995-1999の 1995-1999の
対199卜1995 対1974-1999 対1973-1995 対1990-1995

琶ITの寄与度 幽その他の産業の寄与度

Whelan推計:
1996-1998の
対1974-1995

(注)アメリカ商務省`̀DegitalEconomy2000''より｡

ので､水準だけみればまだ危険水域に入ったとまでは言い切れないかもしれません｡

経常収支赤字の継続で､対外純債務も累増しています(図表Ⅱ-2-7)0 90年には､1,669億

ドルだった対外純債務は99年には､1兆4,737億 ドルにまで急増しており､そのGDPに占

める比率も15.8%にまで高まっています｡この巨額の対外債務は将来の世代が負担しなけ

ればならないことになります｡また､巨額な海外からの資金-の依存には､何かのきっ

かけで特に短期の資金が一気に流出するという危険性を常に孝んでおり､それによって
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図表Ⅱ-2-5アメリカの株価と株価収益率
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図表Ⅱ-2-6アメリカの国際収支と個人貯蓄額
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経済に甚大な影響が及ぶ可能性があるという問題点も指摘されています｡

さらに､個人貯蓄の減少に関しても持続可能性の問題が指摘されています(図表Ⅱ-2-8)0

個人貯蓄率は80年代までは安定して10%程度で推移してきましたが､90年代に入り急激

に低下し､99年には2.4%に､2000年に入るとマイナスになるまで低下しました｡このよ

うに､低い個人貯蓄率は消費が異常に強いことを示しており､また､減少する個人貯蓄

を補うために海外からの資金に依存することは持続可能ではないという見方があります｡

ただ､粗貯蓄に占める個人貯蓄の比率もほぼ同じように低下していますが､このことか

ら､企業部門の粗貯蓄､すなわち減価償却や内部留保の増加が個人貯蓄の減少をある程

度補っているという見方もできます｡

日本のバブルとは似ているが､企業活動は異なる

さて､これらが本当に持続可能ではないものなのでしょうか｡そこで､それを考える

うえでの1つの参考として､日本のバブル経済の時期と現在のアメリカを比べてみること

にします｡まず､同じような動きをしている指標をみると､株価は､日本とアメリカで

は非常に似た急速な上昇がみられます(図表Ⅱ-2-9)｡経常収支については､バブルの時期

の日本は赤字にはなりませんでしたが､黒字幅が大きく縮小し､同方向の動きがみられ

ます(前掲図表Ⅱ-2-6)｡その他､物価は､日本､アメリカともに上昇率が低下しています(図

表Ⅱ-2-10)｡政府の財政赤字は､いずれも大幅に縮小し､日本では特例(赤字)国債の発行が

ゼロに､アメリカでは財政黒字に転じました(図表Ⅱ-2-ll)｡また､在庫率については､い

ずれも低下していますが､アメリカの方がより大きく低下しています(図表Ⅱ-2-12)0

しかし､その一方でまったく異なる動きをしている指標もあります｡バブル期の日本

では地価が異常に上昇しましたが､アメリカではそれほどの上昇は示していません(図表

Ⅱ-2-13)｡また､投資に関しては､日本の場合は､機械設備投資の伸びと同じ程度建設投

資も増加しましたが､アメリカでは建設投資はほとんど増加せず､機械設備投資が非常

に高い伸びを示しています(図表Ⅱ-2-14)｡さらに､企業の利益をみると､日本に比較して

アメリカが高い伸びを示していることがわかります(図表Ⅱ-2-15)｡また､貯蓄率について

は､バブル期の日本は現在のアメリカとはまったく異なり､むしろ上昇しています(前掲

図表Ⅱ-2-8)0

以上のように､日本のバブル期と現在のアメリカを比較すると､非常に良く似ている

指標も多いのですが､一方で､全く逆の動きをしている指標もあります｡したがって､
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図表Ⅱ-2-7アメリカの対外債務残高
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図表Ⅱ-2-8アメリカの貯蓄率の推移
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図表Ⅱ-2-980年以降の日本と90年以降のアメリカの株価の推移の比較
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図表Ⅱ-2-ll80年以降の日本と90年以降のアメリカの
中央政府財政赤字の推移の比較

日
本

(
1
0
0

ア
メ
リ
カ

(
-

150

100

50

0

-50

-100
00
億億 ~150

ド円 -200
Jレ､-
) ､ -250

-300

-350

アメリ
カの在
庫
率

il粥
鎚
E
!

コ

弼

削

Ej

i]唱
粥

農

i]E
面

iI

L
9

90[
2
0
00

)
9

89J
t
9
99

)
9
88
[

1
9

98

)
9
87
J

t
9

97

)
9
8
6J
t

9

96

)
9
85
J

t9
95

)
9
84
J

t9
94

)
9
8
3J
t
9

9
3

)9
82
J
t

9

92

)9

8LJ
19
9
t

t
9
8
0J
t
9

9
0

(注)大蔵省資料､アメリカ商務省資料より｡日本の2000年は当初予算｡
日本の時間軸はアメリカと10年ずれている｡

ロアメリカの連邦政府財政赤字
(10億ドル)(1990年～)

轟日本の一般会計特例公債発
行額(1000億円)(1980年～)

Ea日本の一般会計公債発行額
(1000億円)(1980年～)

図表Ⅱ-2-1280年以降の日本と90年以降のアメリカの在庫率の推移の比較

∫ヽ
ヽ

′ ヽ
′ ヽ

-1■一一一一■--一一---1
′ ヽ ■■

､ ′ー ヽヽ ′
→ヽ′′

--~･.~~.~-~｢′-- - --~~一一
■■■--

i!盟

面

一
粥
E
:招

-
¢
¢
叫

il削
り
姻

コ
粥
E
]泥

i
l
削

り
E
!

芯

巴
j

il弼
別

儲

岩

岳
こ
!

)9
90
]

2

00
0

)
9

89J
t99

9

19
88
]

1

99

8

)9
87
J

t99
7

)9
86
J

t99
6

)9

85J
t

99
5

)9
84
J
t

99
4

)9
8
3J

t99
3

)9

82J
t99
2

)9
81
J

L99
t

t
9
8

0
J
t
9
9

0

アメリカの在庫率(1990年～)- - - 日本の在庫率指数(1980年～)

(注)通産省｢鉱工業生産指数｣､アメリカ商務省資料より｡日本の時間軸はアメリカと10年ずれている｡

声 1

日

本

の
在

庫
率

指数

(
1
9
9
7
年

-

lo
o

)



第2章 アメリカに長期の好景気をもたらしているもの

図表Ⅱ-2-13 日米の地価の推移
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図表Ⅱ-2-15日米の企業利益(国民所得に占める比率)
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第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

例えば､非常に似ている株価の動きだけをみれば､アメリカの株価の下落は近いとも思

えますが､その他の指標をみると､必ずしもそうとは言い切れません0

ここであえて大まかな傾向を言うと､バブル期の日本は､消費者の行動にはそれほど

おかしな面はなかったものの､地価や建設投資にみられるように企業の行動に異常さが

見られたと言えるかもしれません｡一方､現在のアメリカは､企業利益や機械設備投資

等企業の行動は健全にみえますが､貯蓄率や輸入品の消費の増大のように消費者の消費

行動が過剰であると指摘できるかもしれません｡このような企業活動の健全性を強調す

ることで､株価等表面上酷似している指標があるものの､現在のアメリカ経済は日本の

バブル経済とは異なり､健全な成長を続けているという主張をする人も多くいます｡

以上のように､日本のバブル経済との比較だけでは必ずしも明確な結論を出すことは

困難だと思われます｡ただし､似ている指標も多いことは事実ですので､現在のアメリ

カ経済は､バブル的要素を多分に含んでいる可能性を否定できないと思われます｡そし

て､日本ではバブル崩壊によって企業の異常な行動が修正されることになりましたが､

アメリカでは消費者の行動がいずれ修正される必要があるのかもしれません｡

(3)アメリカ経済を牽引しているもの

高成長ではなく好景気の長期持続が特徴

さて､次にアメリカ経済が全体としてどのような動きを示しているのか､実質GDPの

推移でみてみましょう｡まず､過去70年の長期のトレンドと比較してみると､90年代の

アメリカ経済は必ずしもトレンドから上方に帝離しているわけではないことがわかりま

す(図表Ⅱ一2-16)0 90年代初頭の景気後退の影響もあり､むしろ長期のトレンドからみると

下方に乗離しています｡また､トレンドの傾きをみると､1929年から1999年のトレンド

の平均上昇率は年3.69%､一方1992年から1999年では年3.65%と全くといってよいほど同

じで､成長率が加速しているわけでもないことがわかります｡したがって､90年代のア

メリカ経済の特徴は､高い経済成長率を実現したことではなく､好景気の時期が長期間

持続していることにあると言えます｡
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第2章 アメリカに長期の好景気をもたらしているもの

牽引轡ま非常に強い自律的な国内民間需要

さて､先程消費者の過剰な消費行動の可能性を指摘しましたが､次に､80年代以降の

時期について国内民間需要の強さをみてみます(図表Ⅱ-2-17)★24｡これによると､自律的

な国内民間需要は､実質GDPより大きく上方に帝離しており､非常に強い需要が存在す

ることがわかります｡つまり､現在のアメリカの景気は､生産性や供給力の上昇による

のではなく､非常に強い自律的な国内需要に牽引されたもので､国内の生産が需要に追

い付かない状況であるということが出来ます｡ニュー ･エコノミー論を中心に､アメリ

カ経済の好景気の原因として供給面が指摘される場合も多いのですが､実際は､強い需

要に引っ張られているものと考えられます｡アメリカの好景気が長期間持続しているの

は､強い自律的な国内需要が夏の高気圧のように大きく張り出して居座わっているから

とたとえられるかもしれません｡

参考までに､日本についてみてみると､80年代後半のバブル経済の時期には､国内民

間需要が生産を強く引っ張っているという現在のアメリカと同じ姿がみられましたが､90

年代に入ると､現在のアメリカとはまったく逆の姿､すなわち､国内民間需要が停滞し､

それが天井となって生産の頭が抑えられている状態､つまり需要不足供給能力過剰の状

態に陥っているといえます｡

強い需要は異常で過剰なのか

さて､それでは､アメリカの強い自律的な国内民間需要は､異常で過剰なものなので

しょうか｡これを過剰であるとする考え方に対する最も大きな批判は､なにゆえ物価の

上昇が加速しないのかという点です｡日本のバブル経済の時期にも同じような主張がな

されましたが､物価の上昇が加速しない以上､その需要は合理的で正しく､異常でも過

剰でもないのではないかという考え方です｡好景気を反映して失業率が非常に低い水準

に低下する中で､先にみたように､日本のバブル経済の時期と同じく､物価上昇率はむ

★24 アメリカの自律的な実質国内民間需要-実質国内民間需要一実質政府財政赤字*0.9｡アメリカの場合

拡張的な財政政策は多くの場合政府部門の拡大を伴わず減税によって行なわれますが､これらは政府の

意思に基づく自律的ではない民間需要と想定しました｡ただし､減税額が全額消費されるわけではない

ので､貯蓄率から考えて約9割の効果と想定しました.また､必ずしも財政赤字がすべて減税によるもの

ではないことに留意が必要です｡日本では､多くの場合減税でなく公共投資の追加､つまり政府部門の

拡大によって行なわれるので､財政赤字は除きませんでした｡
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第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

図表Ⅱ-2-16アメリカの実質GDPの長期系列1929-1999(対数値)とトレンド
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図表Ⅱ-2-17アメリカの実質GDPと自律的な民間需要の強さの推移
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しろ低下傾向で推移しています｡ニュー ･エコノミー論の立場からは､物価の上昇が加

速しないのは､ITを中心とする労働生産性の上昇によって労働コストの上昇が起こらな

いことが主因で､アメリカ経済は新たな段階に入ったということになります｡こうした

考え方に対しては､物価上昇率が低下したのは､国際的な物価安定の恩恵等による一時

的な現象に過ぎず､やはり需要は過剰なものだという指摘もあります｡ただし､留意す
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第2章 アメリカに長期の好景気をもたらしているもの

べきことは､物価上昇率と失業率あるいは経済活動との関係に関しては､理論的にもさ

まざまな考え方があり､また実証結果をみても必ずしも確定的な結論はいまだ出ていな

いことです｡したがって､物価上昇率の変化のみに頼って判断を行なうことは危険では

ないかと考えられ､物価動向いかんにかかわらず､現在の需要が過剰なものである可能

性は十分にあるという認識を持っていた方がよいのではないかと考えられます｡

強い需要は強い自信の表われか

さて､それでは､こうした現在のアメリカの強い自律的な国内民間需要がなぜ現れて､

そして持続しているのでしょうか｡1つは､株価上昇による資産効果がはたらき､貯蓄率

を引き下げていることは否定できません｡さらに､需要は､消費者の主観的な認識に基

づくので確かなことは言えませんが､おそらく非常に楽観的な将来の経済に対する見通

しを持っていることが､大きな要因となっている可能性が高いのではないかと考えられ

ます｡その楽観的な見方の背景に､ニュー ･エコノミー論が掃摘するような､IT革命を

世界に先立ち達成したという認識があるかどうかはわかりませんが､将来､世界の他の

国々より高い生産能力､生産性を必ず達成できるという強い確信を持っているのではな

いかということは十分に考えられます｡

問題は､この確信が実際に実現するものかどうかという点かと思われます｡もし､そ

れが真に実現するものなのであれば､現在のアメリカ経済の状況は､きわめて合理的で

正常な姿であるということが出来ます｡もし､それが誤った期待であるということにな

ると､いずれ大きな修正局面を迎えることになります｡残念ながら､どちらが正しいの

かは､現時点では何とも言えません｡

(4)ソフト･ランディングは可能か

ハード･ランディング･シナリオ

さて､何らかのきっかけによって､この楽観的な期待が変化することが考えられます｡

特に､その楽観的な期待が仮に誤った期待であった場合には､大きく期待が変化して､

逆に過度に悲観的なものに変化する可能性があります｡そして､その結果として経済に

大きな悪影響が及ぶ可能性が考えられます｡そのような事態が起こるきっかけとしては､



第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

インフレ率の高まりや ドル安から引締め政策がとられ､アメリカの成長期待が後退し､

さらにそれが海外からの資金の大量流出をもたらすという可能性が多く指摘されていま

す｡この場合､株価が大幅に下落し､その逆資産効果によって消費が低下するとともに､

金利の上昇が､消費者金融に頼っている消費者の消費を減退させる効果をもつことが指

摘されています｡IMFの試算によれば､インフレの高まりを端緒としてアメリカの株価が

20%低下した場合､いわゆるハード･ランディング･シナリオとなり､アメリカ経済の

経済成長率はその翌年約2%低下し､さらにその後数年間､マイナス成長が続くことにな

り､世界の他の地域にも大きなマイナスの影響が及ぶ可能性が指摘されています(図表Ⅱ-2

-18)*25.

ただし､アメリカでは土地バブルが起きていないこともあり､株価下落だけによる逆

資産効果はそれほど大きくないのではないかという見方もあり､また､アメリカの消費

者の個人負債も過去に比べて90年代に必ずしも異常なトレンドで増加したわけではない

ので､それほど心配することはないという指摘もあります(図表Ⅱ-2-19)｡しかし､おそら

く､このような個々の影響のルートではなく､楽観的な期待が悲観的なものに変化する

こと自体が直接消費者の行動を慎重にさせる効果の方が､むしろ大きいのではないかと

考えられます｡

ソフト･ランディングの可能性

このようなハード･ランディング･シナリオは起きるのでしょうか｡これは､人々の

期待が変化するかどうかにかかっているので､何とも言えないむずかしい問題です｡た

だし､これまでみてきたように､アメリカ経済には､経常収支赤字の拡大のような好ま

しくない現象も次第に大きくなっていますが､実質GDP成長率は､過去のトレンドに乗っ

ていて必ずしも異常な動きをしているわけではありません｡したがって､仮に現在の需

要が異常で過剰なもので期待が誤ったものであったとしても､それを緩やかに修正させ

ることができれば､いわゆるソフト･ランディングをする可能性は十分にあるものと考

えられます｡

しかし､ここで1つ留意しなければならないことは､政府が急激な政策変更をして､た

とえば急激な引き締めを行なわないことです｡急激な政策変更は人々の将来の期待を過

★25 IMF"WorldEconomicOutlook-■(2000年9月)より｡
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第2章 アメリカに長期の好景気をもたらしているもの

図表Ⅱ-2-18IMFによるハードランディング･シナリオ
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図表Ⅱ･2-19アメリカの消費者信用の推移
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第Ⅱ部 これからの経済を支える基盤は何か

剰に変化させ､たとえば､現在の楽観的な期待が逆に過剰に悲観的な期待に反転してし

まう可能性を高めるからです｡こうした現象が起きる可能性は､日本において､バブル

潰しのためということで､80年代末から90年代初にかけて急激に金利を大幅に引き上げ

たり､土地や不動産-の貸出規制を行なった結果､民間需要が急速に停滞に向かった経

験からいえます｡もちろん､人々の将来の期待の変化は､政策の変化のみで起きるわけ

ではありませんが､急激な政策の変更はそのきっかけとなる可能性を十分に持っている

のではないかと思われます｡
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第1章 企業改革と雇用･労使問係の変化

(1)相次ぐ経営改革

あらゆる組織は､静的に1つの構造を保って存続できるものではありません｡変化する

環境条件-の不断の適応なしに､組織は維持 ･存続できないからです｡ましてや､経済

的環境変化のテンポが著しく加速化している現代にあって､企業が常に経営改革を追及

することは､驚くにあたりません｡現在､私たちが直面している日本企業の経営改革ブー

ムもまた､激変する国際経済環境の変化-の適応という意味では､これまでに何度も経

験してきた過程の繰り返しといえましょう｡

ただし､現在各企業で相次いでいる経営改革には､従来にはない特徴点もあります｡1

つには､今回の経営改革が､｢驚くべく例外的な低成長｣ を10年にもわたって余儀なくさ

れた､日本企業の失意の10年を背景に起きていることです｡したがって､これまでの経

営のあり方の見直しが､従来以上に強調されることとなりました｡2つめには､世界的な

潮流となりつつあるコーポレー ト･ガバナンス改革の一環として､この間題が提起され

ていることです｡そこで､今回の経営改革をめぐる議論は､企業のあり方そのものをも

含む包括的な課題として位置付けられることとなりました｡くわえて､3つめには､いわ

ゆる ｢欧米先進国モデル｣を尺度としたときの ｢日本的システム｣の歪みの是正という､

何度も繰り返されてきた議論が､こんどは ｢グローバル ･スタンダード｣論のもとに再

登場したことも特徴的です｡｢小さな本社｣論とでも呼べる主張が､減量経営下の本体ス

リム化路線の改訂版として再浮上しました｡また､グローバル化する市場競争のなかで

の生き残りをかけて､株主収益率重視志向によって､市場での企業の評価や格付けを高

めようとする動きも顕著となっています｡

ところで､論壇での議論の盛り上がりとは別に､実際の企業での経営改革はどのよう

な方向に進んでいるのでしょうか.図表Ⅲ-I-1は､日本労働研究機構の調査(99年2-3月)に

よる､民間大企業における経営改革に関する諸施策の実施 ･検討状況です(日本労働研究機

構『新世紀の経営戦略､コーポレート･ガバナンス､人事戦略』99年)｡多くの企業で多岐にわたる

経営改革施策が進められていることがわかります｡最近3年間ですでに ｢実施した｣ある
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いは ｢検討中｣との指摘率の高かった項目としては､｢企業グループ内での連結経営の強

化｣(｢実施した｣+｢検討中｣83.0%､以下同様)､｢経営 トップの意思決定のスピードアップ｣

(80.9%)､｢『小さな本社』の構築｣(80.6%)､｢自己責任経営の明確化｣(73.9%)､｢関連企業

の整理 ･統合｣(69.5%)､｢財務部門の強化充実｣(65.1%)などがあげられます｡これらの項

目の指摘率は3分の2から8割強の高さに達していることから､相互補完的にセットで導入

されていることがわかります｡

一方､経営目標についても､同時並行的な変化の兆しが現れています｡同じ調査で､

重視する経営目標について問うた結果によれば､これまで重視してきたものの第1位は｢売

上高｣(47.2%)､次いで ｢経常利益｣(27.2%)､｢営業利益｣(10.0%)と続いているのに対し､

これから重視するものとしては､｢売上高｣に替わって ｢経常利益｣(30.6%)が第1位､次

いで ｢純利益｣(20.9%)､｢営業利益｣(14.2%)の順に並び､｢売上高｣(12.0%)は第4位に落

ち込んでいます｡あきらかに､売上高重視から収益重視-の姿勢の転換がうかがわれま

す｡ここから浮かび上がるのは､資本効率重視と､そのためのいっそうの経営効率改善

を求める企業の姿です｡

(2)日本企業のコーポレート･ガバナンスの現状

こうした企業の資本効率重視経営-の転換の背景には､一連のコーポレー ト･ガバナ

ンス改革をめぐる動きがあります｡つまり､｢企業は誰のものか｣という古くて新しい問

題に端を発し､｢企業は誰の利益を優先的に実現すべく､いかに管理運営されているか｣

という企業統治の原則が問われています｡と同時に､具体的な法改正なども進められつ

つあります｡

ところで､いま改革の必要性が叫ばれている日本企業のコーポレート･ガバナンスとは､

いったいいかなる特徴を持つものなのでしょうか｡稲上毅教授は､その特徴を図表Ⅲ-1I2

のようにモデル化しています｡ここで示されているコーポレー ト･ガバナンスの日本型

モデルは､多くの点で現実と符合することが､連合総研の企業と社会研究委員会が1999

年2月に実施した東証一部上場企業-のトップ経営者(常務以上の会社役員)に対するアンケー

ト調査の結果から明らかになっています｡

第1に､ トップ経営者の多くは､生え抜きの社員のなかから内部昇進によって現在の地

位についた人たちで､そのような内部昇進型経営者は4人のうち3人という多数派を占め
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図表 Ⅲ -1-1 最近3年はどのうちにすでに｢実施｣したあるいは｢検討中｣の
企業の割合(MA:%)

企業グループ内での連結経営の強化

経営 トップの意思決定のスピードアップ

｢小さな本社｣の構築

自己責任経営の明確化

関連企業の整理 ･統合

財務部門の強化充実

企業グループワイドの事業の連結

研究開発部門の採算性の強化

社内分社化

経営者選抜方法の見直し

担当事業吾BP弓を持たない役付き取締役制度への転換

0 20 40 60 80

(出所) 日本労働研究機構『新世紀の経営戦略､コーポレート ガバナンス､人事戦略』2000年｡

図表 Ⅲ -112 コーポレート･ガバナンスの日本型モデル

1.企業の目的 企業コミュニティの存続と発展を重視

2.コーポレート.ガバナンスのリーダーシップ 内部昇進型経営者を担い手とする

3. ステークホールダーとの ･物言わぬ安定株主と株の持ち合い

関係 ･メインバンク.システムと間接金融

･その他のステークホールダー(とりわけ正社員)との

長期的信頼関係

100

(注) ドイツ法に由来する業務執行機関と監督機関の制度的分離のもとに､業務執行機関

である取締役会が監査機関である監査役会とともに取締役および代表取締役を監督

するという日本独特の監督システム｡

(出所) 稲上毅(2000年)｢新日本型コーポレート･ガバナンスと雇用 ･労使関係｣､(稲上

毅 ･連合総研編『現代日本のコーポレート ガバナンス』東洋経済新報社､所収)より作成｡

ています｡そして､残る4分の1の外部就任型の経営者のうち､半数近くはグループ内企

業出身で､純内部昇進型ともいえる人たちです｡

第2に､経営者の仕事と報酬は､一般従業員と断絶したものではなく､連続性を持って

います｡まず報酬については､図表Ⅲ-1-3に示すように､内部昇進のキャリアの階梯にそっ

た連続的構造が観察されます｡なおかつ､トップに立っ社長の報酬でも､新規大卒社員
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の年収の11.9倍程度であり､一般従業員の100倍以上の報酬も珍しくないアメリカのCEO

に比べれば､従業員との距離ははるかに小さなものとなっています｡取締役の仕事の面

でもまた､事業本部長や部長を兼ねる従業員兼務取締役が多数存在するという意味で､

従業員との連続性がみられます｡すなわち､回答企業の4社のうち3社は､｢会長や社長以

外の代表取締役はそれぞれ主幹業務をもっており､『無任所』の人はほとんどいない｣と

答えています｡

第3に､ほとんどすべての企業(98.4%)が､メイン･バンク等金融機関､従業員持株会､

主要取引先などの安定株主を有しており､安定株主比率は平均で53.8%に達します｡また､

株の持ち合い比率は､安定株主比率の半分程度の25.3%に及んでいました｡こうした安定

株主は､｢特別のことでもないかぎり､普段の経営について大株主の意向が表明されるこ

とはない｣(｢あてはまる｣79.8%)状況にあります｡一方で､企業の配当政策は ｢業績にリ

ンクした配当よりも安定的な配当を重視する｣(｢あてはまる｣76.7%)傾向にあり､｢物言わ

ぬ安定株主と安定配当重視とのひとつの黙契｣(稲上､前掲書)が成立しているようにみられ

ます｡

第4に､過去5年間を取ったとき､中長期的な資金調達の方法として重視されてきたの

は､1位が ｢銀行借入れ｣(65.8%)､2位が ｢転換社債｣(45.0%)､3位が ｢普通社債｣(30.4%)

となっており､次第に直接金融の比重が高まってはいるものの､間接金融は依然大きな

地歩を占めています｡

第5に､基本的な企業観については､図表Ⅲ-1-4にみるように､｢企業は株主の所有物で

あり､社員も生産要素のひとつにすぎない｣という考え方を肯定する経営者はほとんど

いません(｢そう思う｣8.5%)｡一方､多くの経営者は､｢会社の利害関係者は株主に限らな

い｡したがって､その経営もその複数の意向を適切に反映したものでなければならない｣

(｢そう思う｣85.8%)と考えています｡株主を企業の利害関係者のひとつにすぎないと位置

付け､他の利害関係者-の適切な配慮が不可欠であるという多元主義的モデルが､日本

の多くの経営者の基本的立脚点であるといえます｡

第6に､インサイダー型の二重監督システムに関しては､現状は少し複雑です｡会社法

に規定された取締役会と監査役会による二重監督システムは､実は現実にはあまり機能

していません｡｢経営戦略など重要な意思決定は､実質的には経営会議や常務会等で行な

われており､取締役会はそれをオーソライズしたり確認したりする場になっている｡｣(｢あ

てはまる｣81.9%)という状況がほとんどの企業でみられます｡経営会議や常務会などの開
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図表 Ⅲ -1-3 入社からトップ経営者までの資金ステップ
- 内部昇進キャリア

(年収指数)

1,100

1,000
900

800

700

600
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400

300

200

100

0

長

入25 30 35 40 45 的5&?,I,W 監 妹う460 65(読)取締役役付取締役
(50.0歳)(55.8歳)

社

(注) 1. 一般従業員から部課長の間の賃金水準は今回のアンケートでは
なにも聞いていないので推計によるイメージ図である｡
2. 各役付取締役の役職位別賃金水準は､新入社員に対する年収
(新入社員を100とした指数)についての回答により表示した｡

3. ( )内の数値は､各役職位の平均年齢である｡

(出所) 稲上毅 ･連合総研締 (2000)『現代日本のコーポレート･ガバナンス』

図表 Ⅲ -114 基本的企業観

そう思う どちらともいえない そうは思わない NA

1.会社は株主の所有物であり､社員も生 8.5 23.5喜美≡主:港≡≒=::====望:E-≡=-I.=p=.=<.-J=.:一=.-.つ.柵=.:.=.=.,=くJ:.=.=.1:.=.=｡, 1.9産要素のひとつにすぎない

2.会社 の利害関係者 (ステ ー クホール 10.4 2.1 1.8ダー)は株主に限らない○したがって
その経営もその複数の意向を適切に反
映したものでなければならない

3.経営者の基本的な役割は､資本効率を 37.6 10.7 1.8高めて株主の利益最大化に貢献すること

4.経営目標は同一である必要はなく､そ 10.7 2.6 2.6れぞれの企業の個性にみあって優先日
標が決められ､それに基づいて経営さ
れることが望ましい

5.監査役会制度の改革にあたつては､従 19.4 44.5 34.3 1.8業員代表も監査役になることができる
ようにすることが望ましい

6.企業別労働組合が自社株を持ち､株主と ll.6 45.4 41.2 1.8

(出所) 図表Ⅲ-1-3に同じ｡

催回数は平均週1回であるのに対し､取締役会は月1回です｡監査役についても､常勤監

査役には取締役出身者(そのほとんどは内部昇進)がなることが多く(｢あてはまる｣47.9%)､し

かも監査役も含めて役員人事には ｢社長の意向が強く働く｣(｢あてはまる｣85.8%)のがほ

とんどのケースです｡つまり､監督システムに関しては､経営 トップ､とりわけ社長の

強い権限のもとでのインサイダー型システムという傾向が濃厚であり､このことが監査
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役会の独立 ･機能強化という､コーポレー ト･ガバナンス改革をめぐる議論の焦点のひ

とつにつながっていきます｡

(3)コーポレート･ガバナンスの変化の方向

現状では､コーポレー ト･ガバナンスの日本モデルと実態との間には大きな乗離はあ

りません｡では､将来はどうなるでしょうか｡実は､冒頭に述べた経営改革をはじめ､

現在日本企業はさまざまな組織改革の渦中にあります｡とはいえ､そうした動きの中か

ら先行きを展望するためには､変わるものもあれば､相変わらず維持されるものもある

ということ､すなわち､変化の諸相と同時に､持続の諸相もまた含まれていることに留

意しなければなりません｡コーポレー ト･ガバナンスの変化の方向を､変化の諸相と､

持続の諸相に分けて整理すると､次のようになります｡

まず､変化の諸相に関しては､主として次の諸点が指摘できます｡

第1に､役員人事制度は､少数精鋭化 ･成果主義管理の一層の進展､従業員との連続性

の希薄化の方向に変わっていくものと思われます｡この2-3年のうちに ｢実施した｣お

よび ｢検討中｣という回答が多かった項目には､役員定年制の導入(実施した65.1%､検討中32.

8%:以下同様)､取締役の人数削減(48.5%､26.9%)､相談役 ･顧問制度の改廃(21.3%､25.7%)､

上記の外部取締役の導入(22.7%､17.1%)などが含まれ､執行役員制度の導入(4.2%､37.8%)

についても検討中とした企業が4割弱にのぼりました｡いまは役付取締役でもその8割が

主管業務をもっていますが､この現状を望ましいとする意見は半数に達しません(｢望まし

い｣47.6%)0

第2に､経営者の報酬格差は､成果主義にもとづいて拡大の方向に向かうものと思われ

ます｡すでに ｢この2-3年のうちに｣､業績査定による役員報酬格差の拡大に踏み切った

企業が18.3%､検討中であるとしたところが41.6%ありました｡その成果とは､｢経営者

の機能は資本効率を高め､株主の利益最大化に貢献すること｣である意見が5割(49.9%)あっ

たことからすれば､資本効率重視経営-の貢献度ということになるでしょう｡

第2に､社長の強大な権限を抑制し､同時に監査役会の機能強化をはかることを通じて､

取締役会と監査役会の二重の監督制度を実質化しようという動きも出ています｡いま社

長がもっている強い役員人事権について､現状ではそれが ｢あてはまる｣と回答する企

業がほとんどですが､それを望ましいとする意見はかなり少なくなります(｢(現状)あては

ド
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まる｣85.8%- ｢望ましい｣55.0%)｡また､この点に関連して､経営首脳の抜擢人事を促進す

べきであるという見方が多くなっています(抜擢人事を望ましいとする意見が48.9%)0

さらには､取締役経験者が常勤監査役になることについては批判的意見が強くなって

います(現状｢あてはまる｣47.9%-｢望ましい｣18.0%)｡加えて､企業不祥事の再発防止のため､3

分の2以上の経営者(68.8%)は､｢いまの監査役(会)の権限を強化するとともに､監査の中

立性 ･専門性を高めることが重要である｣ としています｡

第3に､経営組織と意思決定メカニズム改革､資本効率重視経営などによる戦略的意思

決定の集権化と迅速化､分権的責任経営と企業グループ連結経営の構築､さらには売上

高あるいはマーケット･シェア重視から収益重視-の優先的経営指標の転換といった､

新しい潮流も生まれています｡これは､冒頭の経営改革の流れでみたところですが､同

じ傾向が経営 トップ-のアンケート調査でも確認されています｡

一方､少なくとも見通しうる将来においては変わらないであろうと推測される持続の

諸相は､変化の諸相が経営組織の内部改革に関わるものであることとの対比でいえば､

日本型コーポレー ト･ガバナンスの骨組みの維持です｡

第1に､経営者が生え抜き社員の内部昇進によって登用される構造は変わらないと思わ

れます｡｢株主からみて経営手腕の優れた外部から採用される経営首脳が多数を占めるよ

うになっている｣ ことが自社で考えられるとした経営者は1割(ll.8%)程度にとどまりまし

た｡外部取締役に関連して､企業不祥事の再発防止のために､｢取締役会の過半数を外部

取締役で占めるようにすべきである｣ という意見に賛成した経営者も5.1%にとどまって

います｡

第2に､経営者の企業コミュニティ意識は､今後とも持続すると考えられます｡業績不

振のとき､役員報酬 ･賞与をカットすることについて､｢(現状)あてはまる｣(77.8%)と ｢望

ましい｣(72.7%)との差はけっして大きくありません｡これから5年先の自社で､｢社長の

給与が一般社員年収の50倍になっている｣ようなことが考えられるかという問いに対し

ては､ほとんどの経営者が ｢考えられない｣と答えています(88.0%)0

第3に､株主との関係では､安定株主を今後とも大切にしていきたいという意識にも根

強いものがあります｡いまの安定株主比率を今後どうしていくつもりかを問うた設問に

対しては､｢現状程度でよい｣(61.3%)が多数意見で､｢現状より増やしたほうがよい｣と

する意見も1割強(12.9%)あります｡安定株主比率については現状維持という考え方が強い

といえます｡配当政策についても､安定配当重視が現状では4分の3強(76.7%)を占めます
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が､それを望ましいとみる意見も過半数を超えています(55.5%)0

第4に､中長期の資金調達の面では､直接金融-のシフトは進むと思われるものの､間

接金融の比重が激減するとは考えにくい状況にあります｡中長期の資金調達方法として

重視するものの､第1位はやはり｢銀行借入れ｣(53.6%)であり､次いで ｢普通社債｣(30.4%)､

｢転換社債｣(29.3%)と続いています｡

以上要するに､多くの経営者は､資本効率重視の経営内部改革を担保に､内部昇進型

経営者と寡黙な安定株主に支えられたこれまでの日本型コーポレート･ガバナンスの基

本骨格の維持をめざしているとみることができます｡

(4)雇用 ･労使関係への影響

以上述べたような日本企業のコーポレー ト･ガバナンスの変化は､雇用慣行 ･労使関

係にも大きな影響を及ぼしています｡総じていえば､長期安定雇用と良好な労使関係の

基本的持続を前提にしながらも､その内部では非常に大きな変化が予測されます｡図表Ⅲ

-1-5に示す､これから5年先の自社で予想されることという設問-の回答結果からみてい

くこととします｡これは､｢考えられる｣+｢すでにそうなっている｣- ｢考えられない｣

の回答比率のポイント差で示してあり､プラスの数値が大きければ､そうなる可能性が

高いと想定され､マイナスであればその逆になります｡

第1に､｢基幹社員についても､短期勤続の人がごくふつうという状態になっている｣(ポ

イント差-46.9)､｢社内的にも社会的にも大きなトラブルなしに､かなりの規模の人員整理

ができるようになっている｣(同一18.2)という可能性には否定的な見解が多数で､長期安

定雇用と良好な労使関係は､基本的に維持されると考えられます｡

第2に､｢役職昇進や資格昇格は実力本位に行なわれ､年齢や入社年次などを考慮しな

いようになっている｣(同64.8)ことを肯定する意見が圧倒的に多く､年功昇進 ･昇格は5年

先にはかなり崩れている可能性があります｡

第3に､雇用労働条件決定の個別化 ･報酬システムの多元化が､かなり進むものと思わ

れます｡｢雇用労働条件の決まり方が企業と組合による集団的なものよりも､会社と従業

員個々人による個別的なものが中心になっている｣(同10.3)､｢社員の報酬システムは事業

分野や職種にそって別建てになり､全社的に多元化している｣(同39.4)､といった項目は

いずれも､ポイント差がプラスとなっています｡

声 1
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図表Ⅲ-1･5 経営および雇用 ･労使関係の将来
- いまから5年先に考えられること

(%)

(カテゴリー ･A)
(-78.4) ●●●●●●●●社長給与が一般社員の年収の50倍以上

になっている

(-63.3) ●●●●●●●女性の取締役 ･監査役がかなり増加

(-58･4) ●●●●●●労働組合の自社株取得がめだって増加
(-55.4) .●●●●●MBA取得を役員就任の望ましい条件と

して重視

(-48.7) ●●●●● ストック･オプションや株価比例賞与
などが役員年収の半分以上を占める

(-46.9) ●●●●●基幹社員についても､短期勤続の人が
ごく普通になっている

(-45.9) ●●●●●株主からみて経営手腕の優れた外部から
採用された経営者が多数になっている

(-40.2) ●●●●外国人の取締役 ･監査役がかなり増加
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ている
(カテゴリー･D)
社員の報酬システムは事業分野や職種にそ〇〇〇〇 (39.4)
って別建てになり､全社的に多元化している

企業の業績評価基準として売上高やマ-ケ〇〇〇〇〇〇十(62.8)
ットシェアよりも資本利益率を最優先する
ようになっている

役職昇進や資格昇格は実力本位で行なわれ､〇〇〇〇〇〇〇(64･8)
年齢や入社年次などを考慮しないようにな
っている

(注) すべて ｢いまから5年先を考えたとき､貴社ではつぎのようなことが坐
じていると思いますか｣という問いに対する回答結果をベースに､ ｢考
えられる｣ ｢すでにそうなっている｣から ｢考えられない｣を差し引い
たもの｡ なお､長いワーディングは一部短く表現している場合がある｡

(出所) 図表Ⅲ-ト2に同じ｡

第4に､能力開発の主体は､企業から個人-シフトする可能性もあります｡すなわち､

｢社員の能力開発における企業の役割が低下し､それは基本的には社員個々人の問題であ

るといった考え方がふつうになっている｣(同1.9)ことは､意見が括抗してわかれています

が､3割弱(28.3%)の経営者はそうなると考えています｡

第5に､こうしたなかで､｢労働組合があってもなくても大して変わらないという意見

が経営陣のなかで大勢を占めるようになっている｣(同一24.6)ことには､否定的見解が肯

定を上回ってはいるものの､｢考えられる｣15.9%､｢すでにそうなっている｣5.3%の両
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者を併せて約2割の経営者が､労働組合の存在の希薄化を予測していることは無視できま

せん｡

以上要するに､長期安定雇用慣行は維持されるものの､その中身は､雇用関係の個別

化と能力主義 ･成果主義のいっそうの強化の方向で大きく変わっていくことが予想され

ます｡ここでも､基本骨格の維持とそのための内部改革の徹底という論理をみることが

できます｡

こうした経営組織ならびに雇用 ･労使関係における内部改革を促している動因を､稲

上毅教授は､｢ひとことでいえば､それは企業(グループ)の国際競争力の強化充実にもとづ

く企業繁栄あるいは企業コミュニティの繁栄という目標に他ならない｣と分析していま

す｡しかしながら､その背後に働いているのは､資本効率､株主利益重視-の方向転換

であることも間違いありません｡もし､資本効率重視-の要請が､市場の圧力によって

さらに高まり､ラジカルな雇用調整を現実化させるまでに突き進むならば､コーポレー

ト･ガバナンスと雇用 ･労使関係における ｢変化の諸相が持続の諸相を押しつぶす｣可

能性もありえないわけではありません｡現に､労働市場流動化論者のなかには､いま進

行中の企業改革も雇用システムの変更も､旧態依然で生ぬるい､日本経済新生のために

は ｢創造的破壊｣ をためらってはならない､という主張も聞かれます｡現在､微妙な均

衡を保っているかにみえる企業繁栄と長期安定雇用の両立が､維持不能となるシナリオ

も十分にありえます｡そうなれば､コーポレー ト･ガバナンスと雇用 ･労使関係の日本

モデルは崩壊するでしょう｡そうなるかどうかは､企業 ･経営者､労働組合 ･労働者､

および政府など､雇用 ･労使関係に関わる諸制度の関係当事者の主体的選択によって大

きく左右されます｡その意味で､労働組合の戦略的選択が､ここでも問われているといっ

てよいでしょう｡

(5)効率性の多面的理解の必要性

たしかに資本効率を無視して会社経営は成り立ちません｡それでは資本調達もできな

いし､非効率を温存した経済は持続可能とはいえません｡けれども､いかなる意味での

効率なのかを区別することが重要なのだと､アメリカの気鋭の経済評論家ロバート･カッ

トナーは最近の著書で主張しています(RobertKuther,1997､『何でも売り物:市場の効用と限界

(EveqthingforSale:TheVirtuesandLimitsofMarkets)』シカゴ大学出版).彼は､3つの効率概念

声1
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を提起します｡ひとつは､｢スミス的効率｣で､価格シグナルによる自動調整メカニズム

がもたらす効率です｡これは市場経済の偉大な効用にはちがいありません｡ただし､経

済が完全雇用水準を大きく下回っているときには､｢スミス的効率｣は役に立ちません｡

遊休資本設備と非自発的失業者の存在という最大の非効率を生んでしまうからです｡こ

のような状況のなかでは､経済を潜在成長率の線まで回復させるための ｢ケインズ的効

率｣概念が必要となります｡これがふたっめの効率概念です｡さらに､3つめとして､長

期的な経済発展を視野に入れれば､技術革新による全要素生産性を向上させるための

｢シュンペーター的効率｣概念も考慮に入れなければなりません｡目先の短期的利益を最

優先させる発想からは､将来をにらんだ先行投資が抑制されがちとなるからです｡｢シュ

ンペーター的効率｣の実現には､物的投資だけではなく､人的投資-の配慮も必要とな

ります｡技術は人に体化されて生産力に転ずるのであり､また人材を育てるには､長い

時間がかかるからです｡

カットナーは､これら3つの効率概念のいずれが優れているかを問題としているのでは

ありません｡そうではなくて､効率の多面的考察の中から､現実的でしかも社会的にも

受け入れられる政策を導き出すことの重要性に注意を喚起しているのです｡彼の議論を､

やや強引ながら敷術すると､｢社会的効率｣という概念もまた成り立つかもしれません｡

スミスは､周到にも､私利私欲の追求が社会的に容認されるためには､人々の ｢共感(シ

ンパシー)｣ とのバランスが不可欠だと説きました｡効率の名のもとにすべてが許されると

いうことはありません.もし､効率の追求が､社会的一体性を損なうまでに突き進んだ

とすれば､それは長期的には､人々の ｢共感｣ を動揺させ､｢信頼｣という財の希釈化を

通じて社会全体の非効率化をもたらすでしょう｡

クリントン政権の前労働長官のロバート･ライシュ教授は､最近の講演のなかで､経

済的繁栄が社会的公正と両立し､国民的厚生水準の向上にむすびつくためには､3つの柱

を考えなければならないと述べています(RobertReich,1999｢公正なる経済的繁栄を求めて

(Toward ajustprosperity)｣).すなわち､①企業の柔軟性､②労働者の適応可能性､③マク

ロ経済の安定性です｡これら3つのどれひとつが欠けても､鼎と同じく､経済社会は立つ

ことができない､というわけです｡企業の繁栄のための必要条件である効率性の改善は､

それを短期のみならず中長期の視点から､また広く経済社会全体との関連において､多

面的に考察されなければなりません｡バランスの欠けた不安定な経済社会の状態は､投

機家には-穫千金の機会を与えるかもしれませんが､ほとんどの人々には生活の悪化を

~=
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帰結するだけだということを忘れてはなりません｡

(6)長期安定雇用と人的資源開発

労働省の ｢日本的雇用制度研究会中間報告｣(平成7年3月)は､日本的雇用慣行のもとで

の長期安定雇用のメリットとして次の3点をあげています｡

1.労働者の生活と社会の安定

企業は,多少経営環境が悪化しても､時間外労働の短縮､中途採用の停止､退職者の不

補充などの雇用調整を実施し､よほどのことがないかぎり解雇を行なわず､企業内で抱

えることが通常であった｡そのため､労働者としても長期的に雇用が保障され､失業の

発生が最小限に抑えられるなど､労働者の生活と社会の安定に寄与してきた｡

2.計画的な人材育成と柔軟な配置転換

企業としては､労働者の長期勤続が見込めることから､労働者-の能力開発や技術習

得に対する投資を積極的に実施し､問題解決と状況変化-の対処能力を備えた人材を効

率的､計画的に育成し､高い労働生産性を実現することが可能であった｡また､このよ

うな人材育成は､産業構造の変化等に対応する柔軟な配置転換を容易にし､企業の発展

をもたらしてきた｡

3.労働者の高い帰属意識

企業の成長が労働者に対する長期の雇用を保障するなかで､労働者が企業に対する高

い帰属意識や仕事-のモラールをもち､企業人としての一体感が維持されてきた｡特に､

企業が長期にわたる人材評価とそれに基づく人材選抜を行なうため､労働者が昇進イン

センティブを持ち続けるなど､労働に対するモティベーションが維持されてきた｡

連合総研の日本型雇用システム研究委員会調査(1999年6-8月実施｡1659社､6573人の有効回答)

によれば､職業能力は主にいまいる職場で形成されていることが明らかにされています｡

すなわち､図表Ⅲ-1Jにみるように､教育や実務経験が役に立つ程度は､｢自己啓発 ･自己

学習｣(｢とても役立っている｣+｢ある程度役立っている｣75.1%､以下同様)､｢現在の会社の部門

内異動｣(69.5%)､｢学校教育｣(64.3%)､｢現在の会社の部門間異動｣(60.0%)となっており､

学校教育の基礎の上に､自己研鉾といまいる職場での実務経験が､職業能力の開発を支

えているといえます｡職業生活の持続と安定性は､実は働く者の希望であるのみならず､

rq
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図表Ⅲ-I-6 教育 ･実務経族の仕事に役立つ程度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校教育 (N=6573)

以前の会社の実務経験 (N=3194)

現在の会社の部門内異動 (N=4230)

現在の会社の部門間異動 (N=3860)

自己啓発 ･自己学習 (N=5919)

Iとても役立っている EElある程度役立っている □役立っていない I NA

(注) それぞれ｢経験がない｣を除く｡

(出所) 連合総研編 (2000)『勤労者のキャリア形成と意織に関する調査』

人的資源開発の重要な基盤であるともいえます｡IT新時代のなかで､知識基盤型経済の

構築をめざすこれからの日本にとって､職業生活の持続と安定を確保することは､将来

に向かっての人的資本蓄積の促進という意義をもっていることを忘れてはならないで

しょう｡
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第2章 コーポレート･ガバナンスと労働組合

この章では､日本の労働組合の経験､とりわけ企業別組合の働きに着目しながら､｢コー

ポレー ト･ガバナンスと労働組合｣という問題について考えてみることとします｡

確かに日本のコーポレー ト･ガバナンスは変わりつつあります｡けれども､それは決

して一部のマスコミが報道するように､ビッグバン的な断続的な変化ではありません｡

変化の諸相と持続の諸相を同時に含んだところの漸進的進化の過程が進行しているのが

現実です｡そして､労働組合にとってとりわけ重要なのは､この漸進的進化の行き着く

先は､今はっきりと定まっているわけではない､ということです｡社会の進化は､生物

の進化とは異なり､社会を構成している主体の選択がその方向性を左右します｡これか

らの日本の産業社会を､経済活動における活気と人々の生活における安心 ･安定とが調

和した社会として形成していくためには､現在進行中のコーポレー ト･ガバナンスの漸

進的進化の行き先について､どのような選択をしたらいいのか､それが問われていると

いってよいでしょう｡労働組合もまた､この問題をめぐって戦略的選択を迫られていま

す｡

そのような視点から､ここでは､まず第1に､日本の企業社会のなかにおける働く人々

の位置と､そうした働く人々を代表して発言する労働組合の働きについて､検討します｡

第2に､企業社会における民主制の担い手としての労働組合が､現在のコーポレー ト･ガ

バナンスの変化､あるいは企業改革の波のなかでどのような問題に直面しているのかを

明らかにします｡そして､第3に､以上の分析を踏まえて､労働組合の直面する課題を探

ることとします｡

(1)企業社会のなかの従業員

企業社会という言葉が､日本ではよく使われます｡企業は､抽象的な理念的構成物と

いうよりは､そこで働いている人々が構成する､ひとつの社会的結合体にほかならない､

と考えられているわけです｡また､｢会社のメンバーシップを有するもの｣ としての ｢社

員｣とは誰のことを指すのかといえば､いうまでもなく､そこで働いている人々に決まっ

ている､というのが日本での常識です｡ところが､日本の商法の規定は､こうした常識

ド
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とはまったく異なっています｡商法の教科書を開くと､｢一般には､社員とは従業員のこ

とを指すけれども､それは違う｣ と始めるのが常です｡商法の世界と､我々の日常的な

常識とは食い違っています｡こうした食い違いを含みながら､われわれの産業社会の営

みが続けられています｡

もちろん､企業にとって､資本の結合体という側面が､本質的な重要性をもっことは､

まちがいありません｡けれども､同時に､企業のもつもうひとつの側面､働く人々の結

合体という側面を無視しては､現実を見誤ることとなるでしょう｡日々の事業活動を通

じての付加価値の創造は､複雑な内部組織のもとに結び付けられている人々の協働作業

として営まれているからです｡

株主は､企業に対して不可欠の資本を提供し､その資本は退出できません｡それから､

その会社がっぶれれば､株券はただの紙くずになってしまうという意味でのリスクを負っ

ています｡こうした貢献､リスク､コミットメントの故に､株主は､会社にとっての残

余請求権者であるとされ､このことが､株主が会社の究極の意思決定の主体であるとい

うことの根拠になっています｡けれども､その同じ論拠は､従業員が拠出している人的

資本にも適用できるともいえます｡従業員も､自分の人的資本を会社に拠出していると

みることができます｡そして､従業員の負っているリスクは､ある意味では株主以上に

大きいでしょう｡株主は分散投資をすることができます｡しかし､従業員にはこれは不

可能です｡今日はA会社で働き､明日はB会社で働くなどということはできません｡しか

も､その会社が倒産すれば自分の雇用の場もなくなり､生活も危機に瀕します｡そのう

え､もっと重要なのは､従業員がもっているスキル､一生懸命働こうという気持ち､モ

ラルです｡それらが失われれば生産活動は停滞せざるをえません｡そのような意味で､

会社にとって､人的資本のもつ重要性は､物的資本以上に重要ともいえます｡したがっ

て､株主のオーナーシップが彼らの会社に対するコントロールを正当化するのだとすれ

ば､人的資本の拠出者の会社に対するある一定の影響力も正当化されてしかるべきであ

るということになります｡

戦後初期の日本の労働組合は､ホワイ トカラー､ブルーカラーを問わず､企業のなか

で働くすべての人々に､会社のメンバーシップを認めることをまず要求しました｡これ

は､きわめて当然の要求といえるでしょう｡50年代から60年代初頭にかけては､深刻な

労使紛争の発生など幾多の粁余曲折はあったものの､こうした労働組合の働きかけもあっ

て､｢会社は人々の結合体であり､だから､『社員』といえば､そこで働いている人を指
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すに決まっている｣ という常識が､次第に定着していきました｡

こうした常識をも基盤にしながら､会社を構成する社員による､会社のなかのデモク

ラシーの機構として､企業別組合が制度化されてきたといえるでしょう｡そこで､コー

ポレー ト･ガバナンスと労働組合という問題を考えるうえでは､会社のなかでのデモク

ラシーの機構としての企業別組合の働きに､まず着目する必要があります｡

図表Ⅲ-2-1は､企業別組合と会社の組織機構の対応を､製造業企業を念頭において､モ

デル化して示したものです｡会社の機構としては､最高意思決定機関である株主総会の

意思を受けて取締役会が経営の意思決定を行ない､そこで決められたことが順次､職制

の指揮命令系統を経て､事業本部長､事業部長､工場長､部長､課長､職長､班長､そ

して一般の従業員-という形で下部に下りていきます.こうして会社の事業は､トップ

ダウンの指揮命令系統を通じて､日々営まれていくわけです｡一方､企業別労働組合は､

こうした会社の組織機構にぴったりと寄り添いながら､その組織を構成しています｡ま

ず末端の単位組織として､職長､班長のもとでまとめられている職場のいくつかをくくっ

て､職場組織がつくられます｡それらの職場組織がいくつか集まると､通常は事業所ベー

スに､組合の支部がつくられ､それらの支部をくくって､本部機構がつくられます｡

職場の末端に組合の単位組織をつくるということは､ごく自然なことで､それほど特

殊なことではありません｡日本の企業別組合の最大の特徴は､その末端の単位組織を､

企業という全体に向かって､順次統合していくことにあります｡日本の企業別組合の組

織機構はぴったりと会社の機構に寄り添っています｡団体交渉や労使協議は､事業所レ

ベルでは支部 ･事業所間で､本社であれば本社 ･本部間で､それぞれ会社機構に対応し

ながら展開されます｡

ところで､労働組合が､その末端の単位組織を企業という全体のなかで統合していく

論理は何か｡それはいうまでもなく組合民主主義です｡この組合民主主義が､組合の機

構の統合を担保しているからこそ､企業別組合は､企業社会のなかでの民主主義の基盤

になり得るし､また､現に社内民主制の担い手としての働きを果たしているといえます｡

こうした企業別組合のもっている可能性は､コーポレー ト･ガバナンスをめぐる一連の

変化が起きつつある現状のなかでは､とりわけ重要な意味をもっているといえるでしょ

う｡
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図表Ⅲ-2-1 企業別組合と会社の組織機構の対応モデル

指
揮

･
命
令

1

(2)日本における労働者参加の展開

ー
組
合
民
主
主
義
-

企業のステークホルダーとしての従業員の利害を､企業の意思決定に反映させるため

に､労働組合がいかに影響力を行使するかという問題が､労働組合にとってのコーポレー

トガバナンス問題にはかなりません｡いいかえれば､それは企業のなかでの民主主義の

確立 ･強化､労働者参加の問題ということもできます｡

企業のなかで働く人々の利害を代表して､企業別労働組合はさまざまな発言を行なっ

ています｡仕事の仕方や企業運営に関しての ｢発言｣のルー トとして､とりわけ重要な

ものは労使協議制の存在です｡労使協議制は､企業との労働協約には規定されてはいる

ものの､その制度的担保は法律に規定されているものではありません｡あくまで､企業

内労使間のボランタリーな合意に基づいて運用されている､労使自治の産物です｡この

労使協議制を通じて､日本における労働者参加が実質的に展開してきました｡

労使協議制は､法制的担保をもたないとはいえ､ヨーロッパで70年代､80年代に法制
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化された一連の労働者参加制度の機能的等価物として位置づけられます｡法制的担保が

ないからといって､日本の労働者参加制度が､その機能において劣っていると簡単にみ

てはならないでしょう｡むしろ､その意義を正当に評価することが重要です｡

労使協議制を通じた労働者参加がとりわけ深化を遂げたのは､70年代半ばの第1次オイ

ルショックを契機にする日本の経済危機のなかでした｡多くの企業は深刻な経営危機に

陥り､大規模な雇用調整が行なわれました｡この雇用調整をめぐる労使間の話し合いの

チャネルとして､結果からみれば､労使協議制は有効に機能したといえるでしょう｡1つ

には､解雇をできるだけ避けようという労使間の合意が深まりました｡そして､そうし

た過程を通じて､2つめには､労使間の信頼関係は､実は企業にとっての財産なのだとい

う意識も強まりました｡労使間の信頼が崩れれば､末端の職場で人々はやる気をもって

働かなくなります｡何より社内の雰囲気がおかしくなれば､生産性も上がりません｡そ

のような意味で､｢信頼｣ は日本企業の競争力の1つの源泉にはかならないともいえます｡

この ｢信頼｣ という財を労使ともに､お互いに大事にしようという合意がますます深ま

りをみせたのが､1970年代の半ばから80年代の初めにかけての時期であったということ

ができるでしょう｡

これはいくつかの実証研究で明らかにされています｡例えば､日本の企業別組合の経

営側との協議の深まりに関していえば､｢経営機密情報の組合 トップ-の公開｣｢経営戦

略に関する実効力ある発言｣｢労使 トップの定例化したインフォーマルな会合｣などの経

営参加行動が､過半数の組合で実現されているというアンケート調査の結果があります(図

表Ⅲ一2-2参照)｡同じ調査によれば､このような活動が開始された時期は､70年代半ばから80

年代はじめにかけてとするところが多くなっています｡こうした労使協議の深まりは､

企業内あるいは企業グループ内の異動による産業構造のシフト､あるいは新技術導入-

の対応を､比較的円滑に進められたことの､重要な要因のひとつであったととらえられ

ています｡

こうした現象は､ある意味では､日本の企業別労使関係の成熟を示すものであるとも

いわれました｡けれども､成熟のなかには常に危機が内包されています｡それが､90年

代における企業内労使関係の展開の基底を流れている潮流であるといえるでしょう｡相

互信頼に基づく成熟した企業内労使関係と､それに支えられた雇用システムが､外的環

境の変化のなかで､いま大きな試練に突き当たっています｡現に､90年代の労使協議制､

あるいは職場の状況をみると､さまざまに深刻な状況が生じています0
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図表 Ⅲ -2-2 企業別組合の経営参加行動

｢行なっている｣組合の比率 始めた時期 (｢行なっている｣組合=100)第 一次石油危機前 第 一次石油危機後 10年 位前 こ こ数年

経営戦略に対する実効力ある発言 56.5 28.8 12.1 25.0 32.7

労使トップの定例化したインフォーマルな会合経営機密情報の組合トップへの公開 64.0 30.1 9.5 25.7 31.057.7 28.7 10.1 26.6 31.2
管理職の意向の実質的な代弁 42.4 24.0 8.1 29.1 36.2
組合員からの経営提言調査 40.0 23.6 9.5 24.0 41.2

(出所) 稲上毅編著 (1995)『成熟社会の中の企業別労働組合』

図表Ⅲ-2-3 仕事と職場の変化と見通し
(%)

(最近5年間の変化)

従業員一人が分担する仕事の量
従業員それぞれが分担する仕事の範囲
仕事への管理のさっさ
仕事をする上でのゆとり
貸金制度の上で仕事の成果が重視される程度
同学歴 ･同勤続の従業員問の賃金格差
従業員に対する会社の配慮
従業員の会社への忠誠心

増えた 81.3
広がった 75.5
きつくなった57.9
増えた 9.0
強まった41.1
大きくなった42.2
手厚くなった10.6
強まった 6.7

減った 1.7
狭くなった 1.5
ゆるくなった3.9
減った 58.1
弱まった 2.8
小さくなった 1.6
薄くなった33.5
弱まった44.6

(会社､ 組合への満足度)
会社や仕事への総合満足度 満足 31.5 不満足 67.0

(10年先の見通し)
あなたの雇用の安定度 高まる 8.5 低まる 37.4
あなたの生活の中で会社の占めるウエイト大きくなる43.8 小さくなる15.4
あなたの将来の職業生活 不安 60.3 前途は明るい4.9
従業員の会社への信頼感 高まる 8.0 低まる 41.6

(出所)桑原靖夫 ･連合総研編 『労働の未来を創る』1997年｡

90年代の日本経済の長期低迷は､戦後の歴史のなかでは､まさに未曾有のものでした｡10

年間の平均成長率が2%に満たず､そのうちマイナス成長の年が3回もあったという経験

は､戦後の日本にとってはまったく未知の領域です｡｢失われた10年｣ としばしば呼ばれ

る､90年代日本経済の長期低迷のなかで､企業のリストラクチャリングが大胆に進めら

れました｡大量解雇のような事態は稀であったものの､雇用調整もまた大規模に進行しました｡

そうしたなかで､労使間の ｢信頼｣の揺らぎを示すような兆候が､ここかしこでみら

れるようになりました｡図表Ⅲ-2-3に示す連合総研が連合組合員対象に実施したアンケー

ト調査の結果によれば､多くの人が､この10年間に､仕事は ｢きつくなった｣｢難しくなっ
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た｣と感じており､また ｢会社は社員に冷たく｣なり､一方､従業員の会社に対する ｢信

頼感｣も薄らいだという実感をもつ人も過半数以上に及んでいます｡では将来はどうか｡

同じ調査で､あと10年間ぐらいを見通したときに､｢あなたは会社や組合のことについて

どう考えられますか｣という質問に対する答えは､もっと深刻です｡6割の人が､｢会社

-の信頼は薄らいでいくだろう｣､同時に､｢組合-の信頼も薄らいでいくだろう｣ と答

えています｡他方､労使間の情報共有と合意形成､信頼感の醸成の上で､これまで大き

な役割を果たしてきた労使協議制についても､制度疲労を示すような兆候が､いくつか

現れています｡すなわち､労使協議の場-の会社側委員の参加状況の悪化や､教育､広

報などの､制度の充実強化のための努力の後退､あるいは労働組合-の情報公開に対す

る消極的な態度の増加､といった傾向が徐々に進みつつあります｡つまり､日本の企業

の競争力の源泉である ｢信頼｣という財が､今､浸食されつつあるともいえます｡もし､

こうした事態をこのまま放置したら､これまで営々と築き上げてきた日本の企業社会の

内実そのものが空洞化していくに違いありません｡

(3)労働組合の課題

企業内での ｢信頼｣という財の希釈化を通しての､日本の産業社会の空洞化の進行は､

国際競争力の後退による産業の空洞化よりも､もっと深刻な事態とみるべきです｡それ

は､産業社会の質自体を変えてしまいかねません｡こうした深刻な危機を前にして､労

働組合は何をなすべきでしょうか｡

まず､最初に､原則的な問題があります｡すなわち､企業とは一体なにか､という問

題に対して､もういちど､われわれの常識に基づく社会的合意を立てておくことが重要

であると考えられます｡今､コーポレー ト･ガバナンスの構造が､大きく変わろうとす

るなかで､株主の声を聞け､市場の声を聞け､という大合唱が繰り返されています｡日

本の企業は､これまであまりに従業員重視であった､だから､国際競争力を失っている

のだ､という主張が､大きな流れになっています｡けれども､はたしてそうでしょうか｡

｢会社は株主のものである｣､商法にもそう書いてあるではないか､という主張を最近

しばしば耳にします｡けれども､冒頭に述べたように､これは我々の常識ではありませ

ん｡我々常識人は､会社はみんなのものだと思っています｡｢会社は株主のもの｣という

考え方に対して､株主､経営者､従業員､銀行､取引先､地域社会など､企業をめぐる

ド
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利害関係者(ステークホールダー)全体を視野に入れた､ステークホルダー ･カンパニーとい

う考え方が､最近注目を浴びています｡けれども､日本では､こうした議論が始まる前

から､じつは会社というのは社会的な存在なのだという常識が形成されていました｡こ

の常識を社会的合意として立てることが重要です｡できたら､その社会的合意を法律に

明記するのが望ましいといえましょう｡もちろん､それは簡単なことではありません｡

けれども､国際的にはヨーロッパ会社法をめぐる一連の議論もあります｡会社とは何か

という問題について､安易に ｢グローバル ･スタンダード｣論の虚妄に依拠するのでは

なく､自前の経験をふまえた国民的な議論の整理を行なっておくことが重要といえるで

しょう｡

さて､そうした原則の上に立って､まずなによりも労働組合自身の自前の努力が必要

です｡企業社会のなかでの労働組合の働きを強化していかなければならないでしょう｡

また､企業と社会をつなぐための､労働組合としての責務も果たさなければならないと

いえます｡

まず第1には､組織率をもっと上げなければなりません｡日本の労働組合組織率は､い

まや4分の1をはるかに切っています｡社会的影響力を有効に発揮するためにも､もっと

大きな勢力にしていかなければなりません｡

第2に､企業社会のなかで､労働組合が利害を代表する人々の範囲を拡大していく必要

があります｡いまのところ､労働組合の発言は､正社員を中心にしていることは否めま

せん｡パートタイマー､派遣労働者など最近その比重を高めている非正規従業員は､正

社員とは別の処遇､別の賃金体系のもとに置かれており､多くの場合､組合にも組織さ

れていません｡彼らを組合に組織すること､会社のメンバーシップを彼らにも与えるこ

と､そうした努力を労働組合は追求しなければならないでしょう｡

第3には､中間管理職の利害をも視野に入れた活動の強化があげられます｡日本の企業

別組合は､ホワイ トカラー組合員を多く組織化しています｡けれども､ホワイトカラー

組合員の多くは､だいたい課長相当職クラスtになると組合を卒業して､非組合員に移行

します｡この中間管理職のホワイトカラーの社内での位置は､じつはいま､いちばん中

途半端で危ういものになっています｡リス トラの過程で､彼らにかかっているプレッ

シャーは非常に大きいといえます｡こうした中間管理職の不平や不満､悩みをいかにく

み上げて､問題解決の道を探るかという課題も､企業別組合の重要な機能として意識し

ておく必要が高まっています｡
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第4に､企業別労働組合をベースにした社内民主制を､社外にも開かれたものにするこ

とも大きな課題です｡企業内で自己完結した排他的 ･閉鎖的な企業コミュニティは､そ

のままでは､社会に容認されるものではありえません｡現に､この間の企業不祥事の連

続のなかで常に問題とされてきたのは､暴走する経営をチェックする機能が企業の内部

に存在しなかったという問題です｡こうした事例は過去にも何回か繰り返されてきまし

た｡なぜチェックできなかったのか｡労働組合は､社会の論理を会社に持ち込むための

主体でもなければならない､という自覚の上に立った組織の再点検が要請されるでしょ

う｡と同時に､この面では､産業別組織やナショナル ･センター､あるいはそれらの地

域組織と企業別組合の連携強化が重要な課題となります｡

この他にも多くの課題がありえましょう｡そのような自前の努力を前提に､さらに､

日本の労働者参加の制度的基盤強化という領域の課題にも挑戦しなければなりません｡

日本の労働者参加制度は､個別企業労使間のボランタリーな慣習と慣行に基づくもので

はあるものの､決して機能的に劣るものではないと指摘しました｡けれども､慣習と慣

行に依拠した労働者参加は､法制的根拠がないだけに､従業員偏重是正 ･株主重視を求

める ｢市場の声｣の増大を前にしては､がらがらとその根底が崩れかねない脆さも同時

にもっています｡そう考えると､日本でも､20数年前に労働者参加の法制化をめぐって

大きく盛り上がった議論を､もう一度､考え直してみる必要があります｡

1つには､労使協議制の法制化という課題が考えられます｡現に今の法律のなかでも､

いわゆる過半数代表制という形で､従業員の意思を企業の決定に反映させるためのいく

つかの個別規定が､労働基準法の労働時間規制関連などを中心に､既にかなり多く存在

します｡けれども､いまや40数件を超えるこれらの過半数代表制の規定は､法令､省令､

通達など法的根拠もばらばらで､従業員代表制としての体系化された構造をもっていま

せん｡現にある従業員代表制規定としての過半数代表制を総合化し､同時に企業別組合

が行なっている労使協議制にも法的承認を与えるという形で､日本型従業員代表制を構

想することも､1つの現実的選択となりうるでしょう｡いずれにせよ､良好な労使関係と

経済パフォーマンスをつなぐ機構として大きな役割を果たしている労使協議制に社会的

認知を与え､その基盤強化をはかることが重要です｡

2つは､労働者重役制の導入も考えられます｡つまり､コーポレート･ガバナンス構造

のなかに､従業員代表､あるいは労働組合代表を組み入れることです｡これは､日本に

とってはまったく未知の領域です｡かつて議論に上ったことがあるものの､結局は､時
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期尚早ということでさたやみになってしまいました｡現在､監査役制度の改正が､コー

ポレー ト･ガバナンス改革のなかで､議論の柱のひとつとしてクローズ ･アップされつ

つあります｡外部監査役を入れて､企業の外部の声を開けという主張も､大きくなって

います｡この場合の外部というのは､主として株主のことを意識しているのはいうまで

もありません｡株主の利益を代表した外部の監査役を入れることによって､会社の経営

をより株主の利益に沿うものにすべきである､という主張です｡こうしたなかにあって､

労働組合としては､外部から監査役を入れるという場合に､それはひとり株主の利益だ

けを代表するものでよいのか､という議論を起こすことが重要です｡外部から選出され

る監査役は､従業員の利益､地域住民の利益等々､ステークホールダー全体の利益を勘

案する存在であるべきだという構想が十分に議論されてよいでしょう｡現に､中立監査

役という構想も､商法学会の一部では議論されています｡その中立監査役の選任にあたっ

て､従業員の影響力行使を制度化することも､ひとつのアイデアといえるでしょう｡

3つには､労働組合版の株主行動主義もまた､検討課題に入るかもしれません｡従業員

あるいは労働組合が､資本所有者として企業に対する影響力を行使すること､すなわち

｢資本所有-の参加｣として､古くから議論されてきた領域の課題です｡最近では､アメ

リカのAFL-CIOが､労働組合の基金や企業年金基金を基盤に､株主議決権行使のガイ ド

ラインを通して企業に影響力を行使する戦術を採用して話題となっています｡日本でも､

経営-の発言力強化のために､企業別組合が自社株取得を行なっている事例もあります｡

また､日本の大企業のほとんどには従業員持ち株会があり､従業員持株のシェアは､発

行済み株式総数の1.36%におよび､投資信託の1.2%を超えています｡もちろん現状では､

従業員持ち株会は､株主総会に従業員の声を反映するという性格の機関ではありません｡

けれども､会社の安定株主の一角に従業員も重要な位置を占めていることを経営に自覚

させることは考えられてよいでしょう｡

む す び

労働組合は､草の根の常民の組織です｡働くものの立場からの常識を形成し､その制

度化をはかることをもって任務としています｡このことに､何もそれほどむずかしい理

屈が要るわけではありません｡｢ひとりはみんなのため､みんなはひとりのため｣という

連帯原理のもとに､雇用と生活条件の維持向上をめざすという基本目標の実現という-
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点に行動原理は集約されます｡職場で働いている人たちの願いは何かといえば､この職

場で明るく楽しく一生懸命働きたいということに尽きるでしょう｡その願いがかなう条

件を企業社会のなかで構築していくことが､コーポレート･ガバナンス改革における労

働組合の課題にはかなりません｡その課題の実現をめざす営みは､徐々にではあれ､実

は日本の会社を変えていく可能性をもっています｡すなわち､会社をめぐるすべての利

害関係者を配慮し､社会的存在としての自覚のもとに行動する会社､｢ステークホールダー

･カンパニー｣の形成を､日本において展望できるのではないでしょうか｡ぜひともそう

いう会社を実現し､我々の産業社会を明るく楽しいものにするために､労働組合は自ら

の役割を果たさなければならないといえるでしょう｡
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2000-2001年度 ･経済情勢報告

[参 考]

計量モデルによる

2001年度日本経済の展望

(1)政行的で緩やかな回復を続ける2000年度

(2)持続的で本格的な経済成長に向けて

(付表)連合総研モデルによるシミュレーション結果
- 前提条件と結果-

(1)披行的で緩やかな回復を続ける2000年度

99年春に底を打ってから日本経済は緩やかな景気回復を続けています｡しかしその内

容をみると､企業部門が､利益､生産､設備投資のいずれも景気回復過程にあることを

示している一方で､家計部門は､所得の低迷を背景に消費が一進一退で推移しています.

このような景気の政行性をもたらしている要因としては､景気回復過程にあるにもかか

わらず企業が依然厳しいリストラを継続し､雇用不安が続き消費を抑制していることに

あると考えられます｡

2000年度においては､企業部門の好調さは継続するものと考えられ､生産や設備投資

は通常の景気回復期と同じような回復の経路をしばらくたどるものと思われます｡一方､

これまで低迷を続けていた家計部門に関しては､所定外労働時間の増加などにより次第

に所得も緩やかに増加に向かうものと考えられるものの､消費は低い伸びにとどまるも

のと考えられます｡さらに､デフレ懸念は完全に払拭されたとはいえない状況です｡
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(2)持続的で本格的な経済成長に向けて

2001年度経済の課題は､企業部門の回復を経済全体に十分に波及させていくことであ

ると思われます｡景気回復が企業部門にとどまっているのは､企業が引き続き厳しいリ

ストラを継続していることにあると考えられます｡今後の数年間に関しても企業は依然

としてリストラの必要感が続くものと思われますが､それによって雇用者の所得ひいて

は消費が抑制されれば､経済全体としてのバランスのとれた本格的で持続的な景気回復

を実現することは難しくなるものと思われます｡

そこで､今回のシミュレーションでは､企業部門の景気回復が家計部門にも全面的に

波及するよう努めた[ケースA]と､依然厳しいリストラが継続され家計部門には十分に波

及しないケース[ケースB]を想定し､結果をみてみることにします0

[ケースA]

景気の回復が家計部門にも十分に波及するためには､まず春季賃上げ率3%を確保する

とともに､年間1,800時間に向けた労働時間短縮の徹底により雇用維持努力を十分に行なっ

ていくことが必要だと思われます｡また財政政策に関しては､97年のような急激な財政

支出の減少による過大な経済-のショックを与えないよう､公共投資では今後必要な環

境対策や福祉供給基盤の整備の促進等の積極的な雇用創出事業に重点を転換すること､

また社会保障基盤の強化のために基礎年金の国庫負担を2分の1に引き上げる (2.3兆円)

ことなど､必要な政府支出を確保しつつ､適切に財政改革を進めていくことも必要だと

思われます｡さらに､中堅 ･低所得者に対し児童手当 (16歳未満､現行水準の2倍)を支

給し (1.5兆円)､総額で3.8兆円規模の家計に対する給付増 ･負担減の実現も想定しまし

た｡

こうした結果､家計部門にも景気回復が十分に波及し､所得の増加ひいては消費の拡

大が実現し､経済は企業部門と家計部門がバランスの取れた成長経路をたどることがで

きるようになります｡2001年度の実質経済成長率は､2.1%と潜在的な成長率に近いと思

われる水準を達成することができ､雇用情勢も改善に向かい失業率も4%前半に低下しま

す｡また､内需が主導する経済の姿が実現し､国際的にもバランスの取れた経済成長を

達成することができます｡
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[ケースB]

政府は､財政改革を重視し､支出削減を行ない､企業が依然として厳しいリストラを

継続し､人件費を抑制し､賃上げ率も低いものにとどまることを想定しています｡

こうしたケースでは､家計部門に景気の回復が十分には波及することなく､景気は腰

折れし､設備投資が減少に向かい､経済成長率は再びマイナスとなってしまいます｡

また失業率も5%弱まで高まります｡

l=tJ-
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(付表)連合総研モデルによるシミュレーション結果
- 前提条件と結果-

1999年度実績 2000年度予測 2001年度予測ケースA ケースB

予潤 名目政府消費 (伸び率) -0.5% -0.7% 1.0% -2.0%

名目政府投資 (伸び率) -3.2% -0.5% 0.0% -8.0%

給付増 .負担減 (兆円) 3.8

の_1上▲ 公定歩合 0.5% 0.5% 0.5% 0.5%

別揺 春季賃上げ率 2.21% 2.06% 3.0% 1.5%
秦 対 ドル円レート (円/ドル) 111.5 106.6 105.0 105.0

件 実質世界GDP (伸び率) 3.5% 4.6% 4.2% 4.2%

原油価格 (ドル/パーレン) 20.5 29.4 25.9 25.9

国氏 実質GDP成長率 0.5% 1.6% 2.1% -0.3%

内需寄与度 0.6% 1.2% 2.4% -0.3%

外需寄与度 -0.20/o 0.3% -0.3% 0.0%

実質民間最終消費 (伸び率) 1.2% 1.3% 2.8%. 1.7%

実質民間住宅投資 (伸び率) 5.6% -1.1% -0.7% -1.4%

実質民間設備投資 (伸び率) -2.3% 4.4% 4.9% -1.9%

経済計 実質民間在庫投資 (寄与度) 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%実質政府最終消費 (伸び率) 0.7% -0.4% -0.6% -2.60/o

算 実質公的固定資本形成 (伸び率) -0.9% -3.6% -0.4% -7.9%

実質財貨 .サービスの輸出 (伸び率) 6.0% 10.3% 0.4% 0.4%

実質財貨 .サービスの輸入 (伸び率) 8.8% 9.6% 2.9% 0.6%

名目GDP (兆円) 493.9 495.4 508.7 494.8

同 増加率 -0.7% 0.2% 2.7% -0.1%

物 国内卸売物価上昇率 -1.0% 0.4% -0.5% -0.7%
価 消費者物価上昇率-全国 .総合- -0.5% -0.5% 0.4% -0.1%

労働関 名目1人当たり雇用者所得 (伸び率) -0.2% 1.1% 1.1% -0.2%

名目雇用者所得 (伸び率) -0.7% 1.0% 2.0% -0.1%

失業率 4.7% 4.7% 4.1% 4.8%

係拷標 有効求人倍率 0.49% 0.57% 0.70% 0.56%就業者数 (伸び率) -0.6% -0.9% 0.5% -0.1%

年間稔実労働時間 1846 1851 1800 1856

そ 鉱手業生産指数 (伸び率) 3.4% 4.5% 2.0% 0.2%

の他 経常収支 (兆円) 12.6 12.4 12.3 13.1
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Ⅰ 四半期別国民所得統計速報 (68年sNA基準､平成12年4月～6月)
表1 名目国内総支出 (原系列)

Tab一e1GDEatCurrentPrices(origina一series)

年.期項目 1997年 1998年10～12 1一一3 4-6 ー 7-9 10一一12

国 内 需 要 ー36,070.5 ー21,042.6 117,784.8 日7,8ー5.7 132,139.7
DOMESTtGDEMAND -0.7 -2.8 -1.8 -4.3 -2.9

民 間 需 要 108,939.3 99,563.ー 96,302-.7 99,724.3 ー04,554.ー
PRIVATEDEMAND -0.9 -3.5 -2.0 -4.1 -4.0

民 間 最 終 消 費 支 出 80,356.3 74,362.7 73,666.8 76,014.4 80,721.9
PRーVATEGONSUMPTlON 0.1 -2.ー 1.ー -0.9 0.5

民 間 住 宅 5,371.3 4,.859.8 5,272.3 5,ー76.5 4,756.6
RESーDENTtALtNVESTMENT -26.2 -22.2 -15.3 一日.6 -ll.4

民 間 企 業 設 備 21,790.6. 2日 14.0 17,070.ー ー8,841.2 ー8,459.5
NON-RESLlNVESTMENT 3.7 -2.4 -5.6 -9.6 一一5.3

民 間 在 庫 品 増 加 一,421.2 -773.4 293.5 -307.8 616.1
PRーVATEーNVENTORY 0.9 ◆●★● -7一.4 -147.3 -56.6

公 的 需 要 27,ー3一.2 2一,479.4 2一,482.2 18,091.4 27,585.5
PU8UGDEMAND 0.ー 0.9 -1.0 -5.3 1.7

政 府 最 終 消 費 支 出 ー4,834.9 ll,716.6 14,319.5 9,454.6 ー5,ー85.6
GOVERNMENTCONSUMPTION 3.2 4.2 0.6 2.3 2.4

公 的 固.定 資 本 形 成 tZ,ー41.6 9,678.9 7,175.5 8,705.7 12,483.2
PUeUGINVESTMENT -3.6 -3.0 -4.7 -12.0 2.8

公 的 在 庫 品 増 加 154.7 83.9 一一2.9 -68.9 -83.3
PU8uCtNVENTORY 24.4 30.3 ★●◆■ ★★●■ -153.8

財 貨 .サ ー ビスの 純 輸 出_ 2,453.9 2,03一.0 2,460.5 2,634.4 2,590.7
NETEXPORTSOFGOODS&SERVICES ー69.5 236.9 71.3 72.9 5.6

財 貨 .サ ー ビ ス の 輸 出 ー4,982.0 13,935.5 ー3,854.7 14,329.7 13,203.7
EXPORTSOFGOODS&SERVtCES ll.4 2.5 -0.3 3.4 -ll.9

財 貨 .サ ー ビ ス の 輸 入 12,528.1 一一.904.5 日,394.2 ll,695.3 10,613.0
lMPORTSOFGOODS&SERVIGES -0.1 -8.4 -8.5 -5.2 -15.3

国 内 総 支 出 138,524.4 ー23,073.6 ー20,245.3 120,450.ー ー34,730.4

婁 素 所 得 の 純 受 取 一,475.7 1,867.8 1.632.0 2,074.0 1,640.7
NETFACTORINGOMES , 27.3 2.6 -5.2 40.7 1一.2

要 素 所 得.の 受 取 7,354.2 7,924.2 7.217.9 7.664.4 6,326.1
FACTORtNCOMESRECEtVEDFROMA8ROAD 24.3 2.4 ー1.7 ー0.8 一一4.0

要 素 所 得 の 支 払 5,878.5 6,056.4 5.585.9 ･5,590.4 4,685.4
FACTORーNCOMESPAーDABROAO 23.6 2.4 ー7.9 2.7 -20.3

国 民 総 支 出 ー40,000.1 124,941.4 ー21,877.3 122,524.ー 136,37一.1

注1.前年同期の実数がoまたはマイナスの場合には伸び率を計算せず.**綿とした｡
注2.(国民稔支出>(国内稔支出)+(要素所得の純受取)

ド



【統計資料】

上段:実数(10億円) theupperrow:biMonyenatcurT･entpn'ces

下段:前年同期比(%) thelowerrow:%Changesfromthepreviousyear

1999年 2000年
1一一3 4一一6 7～9 10～12 1一一3 4-6

119,693.2 ー18,3ー3.6 一一8,526.3 ー30,532.3-118,514.3 一一7,ー27.4
一一.1 0.4 0.6 -1.2 一一.0 一一.0

96,984.0 95,7ー6.3 99,5ー8.6 104,088.2 98,077.9 95,79一.4
-2.6 -0.6 -0.2 -0.4 1.1 0.ー

75,000.4 74,737.2 77,ー29.9 79,935.1 75,206.2 74,982.0
0.9 1.5 一.5 -1.0 0.3 0.3

4,4日.7 5,424.7 5,394.5 4,933.3 4,840.4 5,222.5
-9.2 2.9 4.2 3.7 9.7 -3.7

18,552.6 ー5,090.0 17,089.0 18,348.7 ー8,960.7 tS,ー20.ー
一一2.1 -1一.6 -9.3 -0.6 2.2 0.2

-980.8 464.4 -94.8 87一.1 -929.4 466.8

★★●★ 58.2 ★★★● 4一.4 ◆★★★ 0.5

22,709.3 221597.3 19,007.7 26,444.1 20,436.4 21,336.0
5.7 5.2 5.1 -4.1 一一0.0 -5.6

日,95一.ー 14,467.3 9,541.5 15,024.9 ll,633.a ー4.004.5
2.0 一.0 0.9 -1.1 -2.7 -3.2

ー0,72一.6 8,163.2 9,495.4 日,476.4 8,707.3 7,355.2
ー0.8 ー3.8 9.ー -8.1 一一8.8 -9.9

36.5 -33.2_ -29.2 -57.2 95.3 -23.7

-56.5 ★★■★ ●★★● ●★★★ 160.9 ★★★★

2,136.8 1,972.6 2,054.0 1,915.7 2,041.6 2,089.5.
5.2 -19.8 -22.0 -26二一 -4.5 5.9

ー2,357.8 ー2,650.2 13,ー20.6 13,201.6 ー3,334.5 ー3,615.5
-ll.3 -8.7 -8.4 -0.0 7.9 7.6

ー0,221.0 10,677.6 ll,066.6 ll.285.9 ll,292.9 一一,526.0
一一4.ー -6.3 -5.4 6.3 ー0.5 7.9

121,830.0 120,286.2 ー20,580.3 132,448.0 ー20,555.9 一一9,216.9

1,459.6 1.493.0 1,45一.3 一,077.6 1,720.3 1,429.3
-21.9 -8.5 -30.0 -34.3 ー7.9 -4.3

･6,655.9 6,0ー0.9 5,418.4 4,813.2 6,ー46.2 p5,437.9
一一6.0 -16.7 -29.3 -23.9 -7.7 -9.5

5,196.3 4,5ー7.9 3,967.1 3,735.6 4,425.9 4,008.6
-14.2 -19.1 -29.0 -20.3 -14.8 一一一.3

ー23,289.6 ー2一,779.2 122,03一.6 ー33,525.6 ー22,276.2 ー20,646.2



表2 名目国内総支出 (季節調整系列)

Tab一e2GDEatCurrentPrices(seasonaHyadjustedseries)

年.期項目 1997年 1998年10--12 1-3 4一一6 7-9 10⊥12

国 '内 需 要 498,979.7 496,403.6 49一,2ー0.6 483,892.9 483,598.4
DOMESTlGDEMAND -1.1 -0.5 一一.0 一一.5 一一0.1

民 間 需 要 409,500.8 407,577.3l403,152.2 397,7ー2.6-392,894.9
PRーVATEDEMAND -1.2 -0.5 -1.1 一一.3 ･一一.2

民 間 最 終 消 費 支 出 303,749.8 304,949.0 304,932.7 304,103.3 305,326.5
PRーVATECONSUMPTーON -0.9 0.4. -0.0 -0.3 0.4

民 間 住 宅 2一,243.9 20,874.3 ●20.763.8 ー9.895.4 ー8,800.7.
RESIDENTIALlNVESTMENT -5.4 -1.7 -0.5 -4.2 -5.5

民 間 企 業 設 備 82,126.6 80,648.ー 77,619.6 741501.4 69,6ー2.8

NO…-Rest.lNVESTMENT -0.3 ｢一.8 -3.8 -4.0 -6.6

民 間 在 庫 品 増 加 2,380.5 1.105.8. 一一63.9 -787.6 -845.ー
PRーVATEINVENTORY -2一.5 -53.5 二一一4.8 ★●●★ ●★★★

公 的 需 要 89,478.8 88,826.2 88,058.4 86,ー80.3 90.703.5
PU8UCDEMAND -0.5 -0.7 -o｣9 -2.1 ら.2

政 府 最 終 消 費 支 出 50,日9.2 50,661.2 50,256.2 50,340.6 51,3ー8.7
GOVERNMENTCONSUMP¶ON 一.9 1.1 -0.畠 0.2 1.9

公 的 固 定 資 本 形 成 39,085.9 37,971.6 37,563.5 35,9日.0 40.067.6
PU8uCtNVESTMENT -3.9 -2.9 -1.1 -4.4 日.6

公 的 在 庫 品 増 加 273.7 193.4 238.7 -7一.3 -682.8

PU8uC1NVENTORY 230.9 -29.3 23.4 一一29.9 ★●★★

財 貨 .サ ー ビス の 純 輸 出 8.559.3 8,9日.4 ー0,720.2 10,096.5 9,219.7
NETEXPORTSOFGOODS&SERVICES 49.5 4.1 20.3 -5.8 -8.7

財 貨 .サ ー ビ ス の 輸 出 57,849.1 56,298.4 57,032.9 57,ー54.7 50,984.6
EXPORTSOFGOODS&SERVICESp 4.5 -2.7 1.3 0.2 -10.8

財 貨 .サ ー ビ ス の 輸 入 49,～89.8 47,386.9 46,3ー2.7 47,058.2 41,764.9
tMPORTS○FGOODS&SERVtCES 1-0.6 -3.9 -2.3 .一.6. -ll.2.

国 内 捻 支 出 507,539.0 505,315.0 501,930.8 493,989.3 492,818.ー

要 素 所̀ 得 の 耗 受 取 6,662.7 7,220.6 6,066.ー 8,054.9 7,306.0
NETFACTOR.INCOMES 15.ー 8.4 一一6.0 32'.8 -9.3

要 素 所 得 の 受 取 31,90一.ー 28,541.9 30,206.4 30.286.9 27,4ー5.8
FACTORlNCOMESRECEtVEDFROMABROA 16.5 -10.5 5.8 0.3 -9.5

要 素 所 得 の 支 払 25,238.3 2一,32一.3 24,140.3~ 22,232.0 20.ー09.9
･FACTOR]NCOMESPArDA8ROAD 16.9 一一5.5 ー3.2 -7.9 -9.5

酋 長 総 支 出 St4,20一.8 St2,535.5 ･507,996.9 502,044.2 500,ー24.0
GNE(='GNP) -0.3 -0.3 -0.9 -1.2 -0.4

注2.実数のみ年率で表示｡
注3.(国民怠支出)≡(国内総支出)+(要素所得の耗受取)



【統計資料】

上段:実数(10億円) theupperrow:biHionyenatcurT･entPrices(annualiZed)

下段:前期比(%) thelowerrow:鶴Changesかomthepreviousquarter(notannualized)

1999年 ･2000年
し_1-3 4～6 7-9 10-12 1～3 4--6

490,707.7 493,570.9 487,227.7 478,397.9 485,749.8 487,929.3
1.5 0.6 ･一一.3 -1.8 1.5 0.4

397,038.4 399,902.4 397,087.5 391,327.4 401,172.2 400,286.2

1.1 0.7 -0.7 一一.5 2..5 -0.2

307,08■1.5 309,359.2 308,672.2 302,446.9 307,682.8 ヨー0,370.2

0.6 ･0.7 -0.2 -2.0 一.7 0.早

ー8,933.6 21,361.1 20,757.5 19,492.5 20,764.3 20,563.5
0,7 ー2.8 -2.8 -6.ー 6.5 一一.0

70,733.3 68,669.3 67.585.9 69,2ー5.4 72,222.6 68,833.5
一.6 -2.9 一一.6 2.4 4.3 _4.ラ

290.0 5ー2.8. 7一.9 ー72.6 502.5 519.0

★★●★ 76.8 -86.0 140.一. ー91.ー 3.3

93,669.3 93,668.5 90,ー40.2 87,070.5 84,577.6 87,643.ー
3.3 -0.0 -3.8 -3.4 -2.9 3.6

5一,643.2 50,769.6 50,813.3 50,776.3 50,●249.8 49,ー42.9
0.6 -1.7 0.ー -0.1 -1.0 -2.2

42,029.8 42,739.0 ■■39,233.3 36,874.8 34it00.2 38,301.4
4.9 一.7■ -8.2 -6.0 -7.5 12.3

-3.7 159.9 93.6 -580.6 227.6 ー98.8

●★★● ●●★★ -4ー_.5 -720.3 ●★★★ -12.7

9,373.8 8,630.2 7,765.2 6,559.1 9,137.4 9,ー28.0

1.7 -7.9 -10.0 一一5.5 39.3 -0.1

50,023.6 52,025.8 52,3日.3 50,977.3. 54J030.7 55,969.3
-1.9 4.0 0.5 -2.6. 6.0 3.6

40,649.8 43.395.6 44.546.1 44,418.2 ･44,893.3 46,84一.3
-2.7 6.8 2.7 -0.3, 1.1 4.3

500,08一.5 502,20一.1 494,992.9 484.957.0 494,887.2 497,057.3

5,778.9 5,62一.ー 5,597.6 4,818.6 6,692.7 5,420.7
-20.9 -2.7 -0.4 一一3.9 38.9 -79.0

24,066.4 25.135.2 21,389.3 20,849.5 22,266.4 22,730.ー
i-12.2 ･4.4 一一4.9 -2.5 6.8 2.ー

ー8｣287.5 ー9,5ー4.1 ー5,79一.7 16,030.9 ー5,573.7 17,309.4
-9.1 6.7 -19.ー 一.5 -2.9 日 .ー

505,860.4 507,822.2 500,590.5 489,775.6 50一,579.9 502,478.0



表3 実質国内総支出 (原系列)

Tab一e3GDEat1990Prices(originalseries) (1990暦年基準)

年.期項目 199■7年 1998年10-12 1-3 .4-6 7.-9 10-12.

国 内 需 要 128,573.9 日7,087.3 110,986.3 日5,429.9 124,748.4
DOMESTICDEMAND -1.9 -3.6 -1.7 -4.1 -3.Op

民 間 需 要 104,764.7 95,658.5 92,081.5 96,048.6 1.00,430.8
PRlVATEDEMAND -2.0 -4.3 -1.8 -4.0 -4.1

民 間 最 終 消 費 支 出 74,262.5 68,929.6 67,969.3 70,686.0 74,6ー6.5
PRlVATECONSUMPTION 一一.8 -3.5 1.3 -0.4 0.5'

民 間 住 宅 4,883.0 4,446.3 4,853.0 4,760.0 4,376.7
RESIDENTIALINVESTMENT -27.4 -21.8 一一3.8 -10.6 -10.4

民 間 企 業 設 備 23,977.6 23,135.0 18,851.2 20,902.4 20,664.7
NO‖-RESl.INVESTMENT 3.9 -2.0 -4.9 -9.2 -13.8

民 間 在 庫 品 増 加 1,641.7 -852.5 408.0 -299.7 772.9

PRーVATEINVENTORY 1b.2 ★★★★ -65.9 一一.38.6 -52.9

公 的 _需 要 23,809.2 21,428.8 18,904.8 ー9,38一.3 24,317.6
PUBuCDEMAND -1.7 -0.2 -0.9 -4.7 2.ー

政 府 最 終 消 費p支 出 一一,540.3 日,707.9 ー1,681.2 10,603.4 ll,689.0
GOVERNMENTCONSUMPTlON 1.6 3.0 0.2 1.6 1.3

公 的 固 定 資 本 形 成 12,159.8 9,672.ー 7,235.8 8,813.2 12,693.5
PUBuC州VESTMENT -4.7 -3.8 -3.2 -ll.2 4.4

公 的 在 庫 品 増 加 109.ー 48.8 一一2.2 -35.2 -64.9

PUBLICINVENTORY 18.0 9.0 ★★★★ ★★★★ -159.4

財 貨 .サ ー ビスの純 輸 出 3,409.7 2,558.3 3,046.4 3,324.0 3,406.2
NETEXPORTSOFGOODS&SERVICES 105.4 73.7 28.5 38.3 -0.1

EXPORTSOFGOODS&SERVICES 7.7 1.8 -3.7 -1.8 -6.ー

財 貨-.'サ ー ■ビ ス の 輸 入 14,323.8 ー3,837.9 ー2,980.0 13,208.4 13,248.6
lMPORTSOFGOODS&SERVICES -3.3 -5.5 -9.0 -8.5 -7.5

国 内 総 支 出 ー31,983.6 119,645.6 日4,032.7 118,754.0 128,ー54.6

要 素 所 得 の 純 受 取 1,406.0 ･1,815.8 1,547.7 2,044.8 1,560.6
NETFACTORINCOMES 26.0 1.5 -5.3 40.8 ll.0

要 素 所 得 の 受_取 7,007.0 7,703.5 6,845.0 7,556.5 6,0ー7.3,
FACTORmCOMESRECEtVEDFROMA8ROA 23.ー 1.3 ll.6 10.9 -14.1

要 素 所 得 の 支 払 5,600.9 5,887.7 5,297.3 5,5日.7 4,456.7

FACTORMCOMESPAIDABROAD 22.4 1.3 17.8 2.8 -20.4

国 民 総 支 出 ー33,389.7 ー2一,461.4 日5,580.4 -120,798.8 129,715.2
GNE(=GNP) -0.4 -2.6 -1.ー -2.8 -2.8

注2.(国民総支出)=(国内総支出)十(要素所得の純受取)

~丁



【統計資料】

上段:実数(10偉円) theupperrow:b川ionyenat1990prices

下段.･前年同期比(%) thelowerrow.･% changesfromthepreviousyear

1999年 2000年
1-3 4-6 7-.9 10～12 1-3 4-6

日6,798.2 一一2,277.6 日6,778.6 124,943.8 日6,967.8 112,574.2
-0.2 1.2 一.2 0.2 0.1 0.3

93,713.4 91,98一.3 96,ー93.ー ー01,279.7 95,770.5 92,980.7
-2.0 -0.1 0.2 '0.8 2.2 1.ー

69,748.ー 69,284.5 71,826.4 74,679.5 70,491.2 69,933.4
1.2 1.9 1.6 0.1 1.1 0.9

4,090.2 5,031.2 4,999.0 4,568.3 4,492.2 4,856.3
-8.0 3.7 5.0 4.4 9.8 -3.5

20,974.7 17,138.5 19,479.5 21,016.3 21,867.6 17.625.4
-9.3 -9.1 -6.8 一.7 4.3 2.8

-1,099.6 527.1 -111.8 1,0ー5.6 -1,080.5 565.6
★★★★ 29.2 ★★★★ 31.4 ★★★★ 7.3

23,084.8 20,296.3 20,585.5 23,664.1 21,197.3 19,593.5
7.7 7.4 6.2 -2.7 -8.2 -3.5

ー2,001.2 ll,838.6 10,724.7 ll,714.4 ー2,024.5 ll,860.1
2.5 1.3 I .1 0.2 0.2 0.2

ll,071~.5 8,481.5 9,873.3 ll,991.1 9,125.0 7,753.8
14.5 17.2 12.0 -5.5 -17.6 -8.6

12.2 -23.8 -12.5 -41.4 47.8 -20.4

-75.1 ★★★★ ★★★★ ★★★★ -293.0 ★★★★

2,425.8 2,447.3 3,017.7 2,872.8 3,128.0 3,281.4
-5.2 -19.7 -9.2 -15.7 28.9 34.1

15,856.6 15,962.6 17,ー62.1 17,890.1 17,985.1 18,557.8
-3.3 -0.4 3.8 7.4 13.4 ー6.3

13,430.8 13,5ー5.3 14,144.4 15,017.3 14,857.1 15,276.4
-2.9 4.1 7.1 13.3 ー0.6 13.0

日9.224.0 114,724.9.119,796.3 127,816.6 120,095.8 日5,855.6

1,428.4 1,424.0 1,441.9 1,039.9 1,713.7 1,389.0
-21.3 -8.0 -29.5 -33.4 20.0 -2.5

6,5ー3.5 5,733.0 5,383.2 4,644.9 6,122.7 5,284.6
-15.4 一一6.2 -28.8 -22.8 -6.0 -7.8

5,085.1 4,309.0 3,94一.3 3,605.0 4,409.0 3,895.6
一一3.6 -18.7 -28.5 -19.ー 一一3.3 -9.6

120,652.4 日6,ー48.9 121,238.2 128,856.5 ー21,809.5 117,244.6



表4 実質国内総支出 (季節調整系列)

Table4GDEat1990Prices(seasona"yadjustedseries) (1990暦年基準)

年.期項目 1997年 1998年10--12 1～3 4一一6 ~7-9 10一一12

国 内 需 要 478,6ー5.6 473,640.1 471,ー07.7 464,739.7 463,595.0
DOMESTtCDEMAND 一一.ー 一一.0 -0.5 一一.4 -0.2

民 間 需 要 393,632.4 390,260.4 387,614.9 382,64一.6 377,147.3
PRーVATEDEMAND 一一.ー -0.9 -0.7 一一.3 一一.4

民 間 最 終 消 費 支 出 280,773.4 281,872.7 282,423.ー 282.532.3 282.284.9
PRIVATECONSUMPTlON -0.9 0.4 0.2 0.0 -0.ー

民 間 住 宅 19,338.4 ー9,ー03.ー ー9,ー22.6 18,255.3 ー7,324.～
RESlDENTTALfNVESTMENT -～.ー -1.2 0.ー -4.5 -5.1

民 間 企 業 設 備 90,571.7 88,140.4 85,908.4 82,524.8 78,068.1
NO…-RESt.ーNVESTMENT -0.3 -2.7 -2.5 -3.9 _l5.4

民 間 在 庫 品 増 加 2,949.0 一,ー44.2 160.8 -670.8 -529.8
PRtVATEtNVENTORY 一一9.2 -6一.2 -85.9 -517.2 ●★★★

公 的 需 要 84,983.2 83,379.8 83,492.8 82,098.ー 86,447.7
PU8UCDEMAND 一一.1 -1.9 0.1 一一.7 5,3

政 府 最 終 消 費 支 出 45,646.3 45,407.7 45,323.5 45,806.1 46,198.6
GOVERNMENTCONSUMPTtON 1.4 -0.5 -0.2 1.1 0.9

公 的 固 定 資 本 形 成 39,ー88.4 37,863.ー 37,956.0 36,322.2 40,789.2
PU8UCtNVESTMENT -3.9 -3.4 0.2 -4.3 ー2.3

公 的 在 庫 品 増 加 148.5 108.9 213.3 -30.2 ･.-540.1

PU8UCINVENTORY 90.9 -26.7 95.8 一一一4.2 ●● ★ ●

財 貨 .サ ー ビス の 純 輸 出 日,979.3 日,230.4 ー2.800.5 13,307.0 12,00一.ー
NETEXPORTSOFGOODS&SERVーCES 23.9 -6.3 ー4.0 4.0 -9.8

財 貨 .サ ⊥ ビ ス の 輸 出 68,574.ー 66,490.3 65,567.8 66,058.2 64.338.2
EXPORTSOFGOODS&SERVtCES 一.9 -3.0 一一.4 0.7 -2.6

財 貨 .サ ー ビ ス の 輸 入 56,594.8 55,259.9 52,767.3 52,75一.2 52,337.1
lMPORTSOFGOODS&SERVtCES 一一.7 -2.4 -4.5 -0.0. -0.8

国 内 ■総 支 出 490,594.9 484.870.5 483,908.2 478,046.7 475一,596.ー

要 素 所 得 の 純 受 取 6,502.1 6,8ー5.2 5,89一.1 7,852.6 7,日0.5
NETFACTORⅠNCOMES ー5.1 4.8 一一3.6 33.3 -9.5

要 素 所 得 の 受 取 30,928.5 27,307.8 29,214.7 29,376.3 26,537.ー

FACTORINCOMESRECEtVEPFROMAeROA 16.5 一日.7 7.0 0.6 -9.7

要 素 所 得 の 支 払 24,426.4 20,4.92.6 23,323.6 2一,523.6 19,426.6
FACTOR州COMESPA-DA8ROAD 16.9 一一6.ー 13.8 -7.7 -9.7

国 民 総 支 出 497,096.9 49一,685.7 489,799.4 485,~899.3 482.706.6

注1.前期の実数が0またはマイナスの場合には伸び事を計算せず､*綿*とした.
注2.実数のみ年率で表示｡_
注3.(国民総支出)≡(国内総支出)◆(要素所得の純受取)

｢ 1



【統計資料】

上段:実数(10億円) theupperrow:b=ionyenat1990prices(annualized)

下段:前期比(%) theTowerrow:% changesかorTlthepreviousquarter(notannuarfZed)

1999年 2000年
1--3 4--6 7--9 ー0一一12 1--3 4-6

472,080.9 477,ー52.5 470,551.8 464,915;5 472,605.8 477,653.0
一.8 一.1 -1.4 一一.2 一.7 一.ー

382.262.5 386,520.ー 383,398.4 380,528.3 ･390,193.6 390,936.2
一.4 一.ー -0.8 -0.7 2.5 0.2

284,69一.4 287,902.2 287,2ー3.0 282,609.9 287,458.5 290,606.1
0.9 1.ー -0.2 -1.6 一.7 一.ー

17,559.8 19,82一.7 ー9,ー92.9 ー8,077.5 ー9,278.0 ー9,13一.0

一.4 ー2.9 -3.2 -5.8 6.6 -0,8

79.829.ー 78,158,2 76,9ー9.3 79,40一.8 83,ー85.6 80,406.7
2.3 -2.1 一一.6 3.2 4.8 -3.3

ー82.2 638.0 73.2 439.ー 27一.5 792.4

◆★●● 250.2 -88.5 499.9 -38.2 ー9一.9

89,8ー8.4 90,632.4 -87.ー53.4 84,387.2 82,4ー2.2 86,7ー6.8
3.9 0.9 -3.8 -3.2 -2.3 5.2

46,558.6 45,942.0 46,339.3 46,27一.8 46,651.6 46,029.3
0.8 -1.3 0.9 -0.ー 0.8 一一.3

43,307.0 44,5.24.3 40,751.7 38,558.ー 35,670.1 40,508.ー
6.2 2.8 -8.5 -5.4 -7.5 ー3.6

-47.2 166.1 62.4 -442.7 90.5 ー79.4
●★●■ ■●■■ -62.4 -809.5 ●●★ ★ 98.2

ー0,782.2 ー0,345.6 12,066.7 9,756.9 ー3,795.9 13,79一.0
-10.2 -4.0 16.6 一一9.1 4一.4 -0.0

64,367.3 65,308.7 68,577.1 69,075.1 73,044.8 75,927.4
0.0 1.5 5.0. 0.7 5.7 3.9

53,585.1 54,963.ー 56,5ー0.4 59,318.2 59,248.9 62,ー36.4
2.4 2.6 2.8 5.0 -0.ー 4.9

482,863.1 487,498.ー 482,618.5 474,672.4 486,401.7 49一,444.0

5,477.5 5,49一.6 5,498.5 4,765.5 6,480.9 5,396.1
-23.0 0.3 0.1 -13.3 36.0 -16.7

23,ー72.8 24,457.1 20,903.2 20,475.6 21,821.6 22,539.0
一一2.7 5.5 一一4.5 -2.0 6.6 3.3

ー7,695.3 18,965.5 15,404.7 ー5,7ー0.ー ー51340.7 17,ー42.9
-8.9 7.2 -18.8 2.0ー -2.4 一一.7

488,340.5 492,989.7 488,日7.0 479,437.9 492,882.6 496,840.ー



Ⅱ 企業短期経済観測調査 (日本銀行､2000年9月調査 )

調査対象企業数

製造業 非製造業 合計 回答率

全 国 企 業 3,827社 5,242社 9,069社 94.9%

うち大 企 業 772社 651社 1,423社 96.6%

中堅企業 1,102社 1,776社 2,878社 95.3%

中小企業 1,953杜 2,815社 4,768社 94.2%

主 要 企 業 380社 311社 691社 99.4%

< 回 答 期 間 > 8月 31日 ～ 10月 2日

1 業況判断

(参考)事業計画の前提となっている想定為替レー ト (大企業 ･製造業)

(円/ドル)

1999年度 2000年度

上期 下期 上期 pJf-#

2000年6月調査 112.06 116.96 107.31 104.09 104.32 103.87

大 企 業 中 堅 企 業

2000年6月調査 2000年9月調査 2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き 千.鹿追与 最近 先行き

変化幅 変化幅 変化幅 変化幅

製造業 3 6 10 7 ll 1 -5 -1 0 5 4 t4

繊維 -26 -13 -30 -4 -23 710 -32 -31 -47 -15 -36 ll

木材 .木製品 -10 -20 -20 -10 -10 -38 -1790-8 -38 0 -21 17紙 .パルプ 207-50 40 338 13 46 13314 105-33 17 77 1399 -4

石油 .石炭製品 -50 -574-ll -7 -430-7 -18 15 27

窯業 .土石製品 -8 -22 12714 -442022-3 -16 -ll -27 -ll -9 18;

鉄鋼 -18 -ll -364-1 -1383-15 -5 31 10 15;

非鉄金属 -4 -5 109812 30 34 30 291-1127 -54ll6-2食料品 ll 190529 - 2 ll -3 -2金属製品 -14 22 10937 -10 -12 -2

一般機械 -6 18 -17 -10 -5 129073電気機械 27 41 140107 -40-55 20 27 29造船 .重機 -304-15 -30 -30 -309-3 -67 -67 -67 -67 0自動車精密機械 -9-8 14-8 -ll0 -43 -43 -87 -44

素材業種加工業種 -66 -29 -115 59 415 50 -14-I -82 -94 55 -16 82

非製造業 -12 -7 -9 3 -4 5 -21 -15 -21 0 -14 7

建設 -2† -28 -24 3253-2 -22 2-941309-12202 -17 -21 -19 -2701-3 -17 2

不動産 172-18 33 425-20 339-7 15 19 22 15 -7卸売 12 -20 -7 -20 -10 109′ト売 - 7 -28 -18 -27 -18

運輸 -24 -18 -12 12161ll6 -12 -24 -28 -27 -25 2通信 17610-4 25 18 2704ll4 45 45 38 - 7 25 -13電気 .ガス 123-ll1 122ll2 20 10 10 -10 10 0

サービス -15 -15 -17 -2 -14 3

全 規 模 合 計

洪造業 - 12 -8 - 7 5 -5 2

非製造業 -23 -19 -21 2 -17 4

(注)1･回答率 - 業況判断の有効回答社数 / 調査対象企業数 × 100 (但し､金融機関は設備投資の有効回答社数がベース)

2･判断項削こおいて､｢最近｣は回答時点を､ ｢先行き｣は3か月先までを示す｡ ｢最近｣の変化幅は､前回調査の｢最近｣との対比

｢先行き｣の変化幅は､今回調査の ｢最近｣との対比 (以下､同じ)0
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【統計資料】

(｢良い｣-｢悪い｣･%ポイント)
中 小 企 業

2000年6月調査 20 00 年 9 月 調 査

最近 先行き

変化幅 変化幅

-21 -18 -17 4 -15 2

-50 -54 -55 -5 -56 -1

-46 -37 -39 7 -34 5

-12 -20 -14 -2 -14 040310-33 4 30-30 203 70-27-14

-30

-39 -23 -17 22 -6 ll

-3 0 -2 1 3 5

-17 -12 -21 -4 -15 6

-25 -20 -20 5 -15 53-3

-19 -15 -68-46 13 -30-34 2-45 8 5-45-12 1

-35 -12 -33 0 -148 -ll5ll -2

-30 -28 -27 34 -24 32-15 -13 -ll -9

-27 -24 -24 3 -22 2

-26 -30 -26 06-2070-4413 -28 -2

-10 -12 -4 -10 -6

-26 -22 -28 -21 7

-44 -39 -44 -35 9

-30 -27 -23 -22 1141370-22 380-18 37-4-18 380-17
-34 -21 -21 -10 ll

-24 -22 -22 2 -18 4

(｢良い｣-｢悪い｣ ･%ポイント)
主要企業

2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き -先行き

変化幅 変化幅

製造業 -9 -1 0 9 6 6

繊維 -35 -26 -26 9910 -23 301紙.パルプ 27 55 36 36

化学 -3 4 7 8

石油精製 -56 -44 -63 -7 -38 25

窯業 -12 -6 -6 6 0 6

鉄鋼 -21 -4 -8 13 9 17

非鉄金属 -5 0 5 10 30 25

食料品 12 15 6 -6 12 6

金属製品 0-19 00 00 019 05 05-般機械

電気機械 17 23 34 170 32 - 20造船 .重機 -50 -50 -50 -50

自動車 -7 -14 4 ll 0 -4

精密機械 -10 0 -20 -10 -10 10

素材業種 -14 -42 -44 108 47 83加工業種 -4

非製造業 -ll -3 -4 7 -2 2

建設 -379 -34 -27 109 -27 0不動産 12 18 12 -6

卸売 -13 6-7 2-21 15 6-14 47小売 -21 0
運輸 -18 -13 -9 9 -14 -5

通信 00ll ll014 -14712 -1471 0019 14
電力 .ガス -7
サービス 7

リース 6 7 21 15 21 0
全産業 -9 -2 -1 8 2 3

<参考> 業況判断 (最近)の選択肢別社数構成比

(%､%ポイント)

2000年6月調査 ･-▲こ .烏.o血軽重湧廟査 圭

大企業 中堅企業 中小企業 大企業 中堅企業 中小企業

製造業 3 - 5 -21 10 0 -17

1.良い 19 17 13 24 22 16

2.さほど良くない 65 61 53 62 56 51

3.悪い 16 22 34 ■14 22 33

非製造業 -12 -21 -27 -9 -21 -24

1.良い 10 10 857 13 10 92.さほど良くない 68 59 65 59 58

(注)業況判断は､ ｢良い｣ (回答社数構成比)- ｢悪い｣ (回答社数構成比)｡
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2 製品需給･在庫･価格判断(製造業)

(%ポイント)

大 企 業

2000年6月調査 2000年9月調査
最近 先行き 先行き

◆烹 】変化幅 変化幅

製 商 品 需 給 判 断 製 造 業 -24 -22 -18 6 -20 -2

うち素材業種 -34 -33 -29 55 -29 0(｢需要超過｣-｢供給超過｣) 加工業種 -19 -18 -14 -17 -3

海外での穀商品需給判断 製 造 業 -9 -9 -8 1 -ll -3うち素材業種 -17 -16 -17 0 -19 -2

製商品在庫水準判断 製 造 業 22 13 19 -3 14 -5うち素材業種 28 16 22 -6 15 -7
(｢過大｣-r不足｣) 加工業種 20 12 18 -2 13 -5

製商品流通在庫水準判断 製 造 業 21 18 20 -1 18 -2うち素材業種 28 22 27 -1 24 -3
(｢過大｣-｢不足｣) 加工業種 19 17 17 -2 15 -2

製 商 品 価 格 判 断 製 造 業 -22 -20 -18 434 -20 -2
うち素材業種 -6 -1 -3 -5 -2

(｢上昇｣-｢下落｣) 加工業種 -28 -27 -24 -25 -1

仕 入 価 格 判 断 製 造 業 3 0 5 2 6 1うち素材業種 19 ll 25 6 18 -7

3 売上･収益計画
売 上 高

1999年度 工如 6年 度 ∴_∴

修正率 パ 計画)…≧J.≡? 修正率

大 企 業 製造業 1.0 - 5.1 1.3国内 1.5 - 5.3 1.0

輸出 -0.6 - 4.6 2.3

非製造業 -5.7 - 2.3 0.6

中堅企業 製造業 2.2 - 5.0 0.7

非製造業 -1.1 - 3.7 0.8

中小企業 製造業 -1.5 - 3.1 0.7

非製造業 -1.8 - -0.9 -1.4

全規模合計 全産業 -2.1 - 2.9 0.5

主要企業 製造業 -0.4 - 4.7 1.2

経 常 利 益

~1999年度 烏曲わ.*=鹿∴

修正率 -..(計画): 修正率

大 企 業 製造業 20.3 - 24.8 3.1うち素材業種 29.1 - 17.6 1.2

加工業種 16.2 - 28.5 4.0

非製造業 15.3 - 3.2 0.6

中堅企業 製造業 24.2 - 32.4 1.2

非製造業 34.1 - 10.2 -3.6

中小企業 製造業 75.5 - 24.9 -0.7

非製造業 24.3 - 1.6 -2.8

全規模合計 全産業 24.2 - 13.1 0.0

主要企業 製造業 _(除く石油精製) 10.3 - 30.4 4.0

売 上 高 経 常 利 益 率

1999年度 :三…二加的牢鹿圭

修正幅 ∴(計画き∴: 修正幅

大 企 業 製造業 3.66 - 4.34 0.08

非製造業 2.57 - 2.59 0.00

中堅企業 製造業 3.37 - 4.26 0.03

非製造業 1.70 - 1.81 -0.08

中小企業 製造業 2.49 - 3.01 -0.05

非喪適業 - 2.17 - 2.22 -0.04

全規模合計 全産業 2.50 - 2.75 -0.01

主要企業 製造業 (除く石油精製) 3.37 - 4.23 ･0.12

非製造業 (除く電力 .ガス) 1.99 - 1.91 0.00
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【統計資料】

(%ポイ ント)

中小企業

2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き ･∴_漉 近≡:;言 先行き
変化幅 変化幅

製 商 品 需 給 判 断 製 造 業 -45 -43 -41 43 -40 12うち素材業種 -56 -53 -53 -51
(r寮要超過｣-｢供給超過｣) 加工業種 -38 -36 -33 5 -33 0

海外での炎商品需給判断 製 造 業 -28 -28 -26 21 -28 -2うち素材業種 -41 -40 -40 -40 0
(｢需要超過j-｢供給超過｣) 加工業種 -20 -21 -19 1 -20 -1

製商品在庫水準判断 製 造 業 22 17 23 1 17 -6うち素材業種 30 24 29 -1 26 -3

(r過大｣-r不足｣) 加工業種 18 13 19 1 10 -9

製商品流通在庫水準判断 製 造 業 33 30 32 -1 30 -2うち素材業種 44 41 43 -1 42 -1

(｢過大｣-｢不足｣) 加工業種 25 24 25 0 23 -2

製 商 品 価 格 判 断 製 造 業 -30 -29 -25 5 -26 -Iうち素材業種 -27 -22 -23 4 -22 1

(｢上昇j-｢下落｣) 加工業種 -32 -33 -26 6 -29 -3

仕 入 価 格 判 断 製 造 業 1 5 4 3 7 3うち素材業種 6 9 9 3 12 3

(前年度く前年同期〉比 ･%)

1999/上期

修正率 修正率 修正率I.P..二. ･f:tr-.
-2.2 4.2 - 5.2 1.3 5.1 1.4

-1.2 4.1 - 5.3 0.9 5.2 1.2

-5.4 4.5 - 4.9 2.5 4.4 2.1

-8.1 -3.4 - 1.4 0.2 3.0 oJ9

0.0 4.2 - 4.2 -0.1 5.6 1.4

-3.1 0.9 - 4.0 0.9 3.3 0.8

-3.8 0.9 - 3.1 0.5 3.0 0.9

-1.5 -2.1 - -1.6 -1.8 -0.2 -1.0

-4.1 -0.1 - 2.6 0.3 3.1 0.7

-3.4 2.4 - 4.9 1.3 4.6 1.1

(前年度く前年同期〉比 ･%)

1999′上期 1999/下期 之 …._ぎ

修正率 I.=≡(計画)∴ 修正率 ∴∴(計 ト 修正率

-6.2 53.0 - 21.6 9.6 27.2 -1.2

8.8 50.3 - .18.8 4.4 16.7 -1.2

-12.6 54.5 - 23.1 12.5 32.6 -1.2

14.3 16.1 - ll.1 3.4 -3.1 -1.9

3.8 39.0 - 46.7 2.0 24.7 0.7

50.0 24.9 - 5.3 -6.2 13.6 -1.8

2.1倍 61.4 - 41.5 -3.6 16.4 1.1

23.1 25.2 - 1.7 -6.3 1.5 -0.4

15.5 31.2 - 15.2 1.6 ll.6 -1.1

-16.5 43.9 - 24.0 12.6 35.0 -1.0

(% ･% ポ イ ント)

1999′上期

修正幅 修正幅 (p_ 修正幅'F)'

3.30 3.98 - 3.81 0.29 4.82 -0.13

2.39 2.72 - 2.62 0.08 2.56 -0.08

2.48 4.19 - 3.49 0.07 4.95 -0.03

1.45 1.93 - 1.47 -0.ll 2.12 -0.06

1.74 _3.18 - 2.39 -0.10 3.59 0.00

1.82 2.49 - 1.88 -0.09 2.54 0.02

2.17 2.80 - 2.44 0.03 3.03 -0,06

2.97 3.73 - 3.55 0.36 4.84 -0.10
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4 設備投資計画

設備投資額 (前 年度比 ･%)

修正率 修正率

大 企 業 製 造 業 -15.1 - 13.8 2.3非製造業 -13.6 - 1.4 0.7
全 産 業 -14.2 - 6.0 1.3

中堅企業 製 造 業 -12.1 - 10.1 5.2非製造業 -2.1 - -1.4 1.6

全 産 業 -3.3 - -0.2 2.0

中小企業 製 造 業 -19.9 - 5.2 7.1非製造業 -3.6 - -10.3 -1.0

全 産 業 -8.0 - -6.6 1.1

全規模合計 製 造 業 -15.4 - ll.8 3.5非製造業 -6.9 - -1.9 0,8
全 産 業 -9.2 - 1.5 1.5

主要企業 製 造 業 -15.7 - 9.3 2.2非製造業 -7.0 - -0.3 -0.2

生産設備判断(製造業) (｢過剰｣-｢不足｣･%ポイント)
2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き ;p喜最 近;十 先行き

変化幅 変化幅

大 企 業 20 17 16 -4 14 -2

中 堅 企 業 16 14 14 -2 ll -3

中 小 企 業 18 16 17 - 1 15 -2
全 規 模 合 計 18 15 15 -3 14 -1
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【統計資料】

5 雇 用

雇用人員判断 (｢過剰｣-｢不足｣.%ポイント)

2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き 先行き

変化幅 変化幅

大 企 業 製 造 業 30 25 26 -4 22 -4非製造業 18 14 15 -3 12 -3
全 産 業 25 19 21 -4 17 -4

中堅企業 製 造 業 18 1326 1358 -5 1､126 -2
非製造業 7 -2 -3

全 産 業 ll -3 -2

中小企業 製 造 業 16 147 139 -3 ll68 -2
非製造業 ll -2 -3

全 産 業 14 _10 ll -3 -3

全規模合計 製 造 業 20 166 169 -4 136 ⊥3非製造業 ll -2 -3
全 産 業 14 ll ll -3 9 -2

主要企業 製 造 業 33 29 30 -3 27 -3非製造業 14 13 16 2 13 -3

雇用者数(全産業) (前年同期比 .%)
1999/9月未 1999′12月末 2000/3月末

大 企 業 -2.6 ⊥2.2 -1.4 -1.7
中 堅 企 業 -1.1 0.2 -0.5 0.2

中 ′ト 企 業 -2.8 -2.4 -1.9 -0.2
全 規 模 合 計 -2.2 -1.5 -1.3 -0.7

主 .要 企 業 -3.2 -3.1 -3.3 -3.4
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6 企業金融

資金繰 り判 断 (全産業) ( ｢楽 で あ る ｣ - ｢ 苦 し い｣ .%ポイ ン ト)

2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き ■∴最近十 先行き

変化幅 変化幅

大 企 業 16 8 13 -3 9 -4

中 堅 企 業 -4 -9 -4 0 -9 -5

中 ′J､ 企 業 -ll -17 -ll 0 -18 -7
全 規 模 合 計 -4 -ll -5 -1 -ll -6

金融機関の貸出態度判断(全産業) (｢緩い｣-｢厳しい｣ ･%ポイント)
2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き 先行き

変化幅 変化幅

大 企 業 16 13 19 3 14 -5

中 堅 企 業 3 -1 3 0 -1 -4

中 小 企 業 -3 -8 -2 1 -7 -5
全 規 模 合 計 2 -3 3 1 -1 -4

借入金利水準判断(全産業) (｢上昇｣-｢低下｣ ･%ポイント)
2000年6月調査 2000年9月調査

最近 先行き -L=最近■二.ち 先行き

変化幅 変化幅

大 企 業 122 19 50 49 54 4
中 堅 企 業 15 42 40 54 12

中 ′J､ 企 業 14 32 30 50 18
全 規 模 合 計 2 15 38 36 52 14

手元流動性比率(全産業) (月)

r1999/9月宋 1999/12月末 2000/3月未 lleObOノ6月束

大 企 業 1.47 1.48 1.45 1.28

中 堅 企 業 1.28 1.34 1.34 1.19

中 小 企 業 1.80 1.87 1.87 1.78
全 規 模 合 計 1.48 1.52 1.50 1.36

主 要 企 業 1.45 1.44 1.40 1.22

(付)金融機関の設備投資計画

設備 投資額 (前年度比 .%)

修正率 艶. 修正率

金 融 機 関 計 〈184社〉 -6.3 - 17.7 -1.4

銀 行 業 計 く139社〉 -25.0 - 41.0 3.7

証 券 業 計 〈20社〉 32.6 - 10.2 -33.5

ド

手元流動化比率

四半期末現金 ･預金残高 十 四半期末短期所有有価証券残高

当該四半期末の属する年度の月平均総売上高



【統計資料】

◇業況判断D.Ⅰ.の推移

(%ホ○ィント)

74 75 76 77 78 79 80 8182 83 84 85 86 87 88 89 90 9192 9394 95 96 97 98 99 00
午

(%ホ○ィント) 非 製 造 業

莱

午
74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00



◇需給･価格判断D.Ⅰ.(大企業･製造業)の推移

製 商 品 需 給 判 断

(%ホ}イント)

午
74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 0099987969594939299t099888786858

▲

lM≠

｢上昇｣超

loo

80

60

40

20

Ⅰ o
r下落｣超

-20

-40

-60

年

(%ポイント)

74 75 76 77 78 79 009998796959493929I90989887868584838281808



【統計資料】

製 造 業

◇売上高経常利益率の推移

(%)

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

-1.0

7J1 75 76 77 78

年度

3QU㍑日日CC0H97
84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

(計画)

非 製 造 業

74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

年度 (計画)

(注)1999年3月調査から全国短観の集計方法を変更 (単純集計方式から母集団推計方式-

変更)したため､1997年度以前と1998年度以降の計数は連続しない｡



◇生産設備判断D.Ⅰ.(製造業)の推移

(%ホ●ルト)

60

50

40

30

20

I-過剰｣超 10

Ⅰ o

｢不足｣超 -10

-20

-30

-40

- 大 企 業

一 一 中堅 企 業

- 中′J ､企 業

午
74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91

◇雇用人員判断D.I.(全産業)の推移

(%ホ､イント)

超超ii■l｣剰▲l足過不

｢_-

60

50

40

30

20

10

0

-10

0023I.l

ー40

-50

-60

-70

92 93 94959697989900

年 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 8 4 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00



【統計資料】

◇企業金融関連判断指標(全産業)の推移

資金繰り判断
(%ホ'ィント)

｢楽であるJ超

Ⅰ

｢緩いj趨

Ⅰ
｢厳 しい｣超

74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
午

(%木､ィント)

60

50

40

30

20

10

0

-10

-20

-30

-40

-50

-60

-70

-80

-90

-loo

金融機関の貸出態度判断

74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

(注)企業金融関連判断において､シャドーは公定歩合引き上げ局面｡

午



Ⅲ IMF世界経済見通し(2000年9月)

i l暦年 実質GDP成長率 (%) 消費者物価上昇率 (%) 失業率 (%) 経常収支 (10億 ドル)1999 2000 2001 1999 2000 2001 1999 2000 2001 1999 2000 2001

li一ii 日本 0.2 1.4 1.8 -0.3 -0.2 0.5 4.7 5.0 5.3 107 121 122

アメリカ 4.2 5.2 3.2 2.2 3.2 2.6 4.2 4.1 4.4 -331 -419 -438

ドイツ 1.6 2.9 3.3 0.7 1.7 1.5 8.3 7.9 7.6 -20 -4 -

フランス 2.9 3.5 3.5 0.6 1.5 1.1 ll.3 9.8 8.8 39 36 47

イタリア 1.4 3.1 3.0 1.7 2.5 1.6 ll.4 10.7 10.1 8 ll 15

イギリス 2.1 3.1 2.8 2.3 2.0 2.4 4.3 3.9 4.0 -18 -21 -29

カナダ 4.5 4.7 2.8 1.7 2.3 2.1 7.6 6.6 6.5 -2 10 7

主要7か国計 l 2.9 3.9 2.9 1.4事 2.2 1.9 6.0 5.7! 5.8F -218I -265f -276l

先進国計 3.2 4.2 3.2 1.4 2.3 2.1 6.3 5.9 5.7 -134 -176 -188

Iアジア 5.9 6.7 6.6 2.4 2.4 3.3 - - - 45 39 24

中南東 0.3 4.3 4.5 9.3 8.9 7.0 - - - -56 -59 -66

中近克 0.8 4.7 4.1 20.4 17.4 9.5 - - - 4 44 21

アフリカ 2.2 3.4 4.4 ll.8 12.7 8.6 - - - -17p -4 -9

発展途上国計 3.8 5.6 5.7 6.6 6.2 5.2 - - - -24 21 -30

移行経済国計 2.4 4.9 4.1 43.8 18.3 12.5 i -4 7 -3

(注)

1･先進国には､主要7カ国のほか･オーストリア､ベルギー､デンマーク､フィンランド､ギリシア､アイルランド､ルクセンブルク､オランダ､ポル
トガル､スペイン､スウェーデン､ノルウェイ､スイス､アイスランド､オーストラリア､ニュージーランド､イスラエル､韓国､香港､台湾､シ
ンガポールが含まれる (28カ国)0

2.途上国には､先進国､移行経済国以外の国が含まれる (128カ国)｡
3･移行経済国には､中東欧､ロシア及び旧ソ連邦諸国､モンゴルが含まれる (2Sカ国)｡

(主な前提)

1･為替レート:先進国については､実質実効為替レートは2000年7月li日～8月15日の平均水準で一定｡
2･石油価格 :99年は17.98ドル/バーレル､2000年は26.53ドル/バーレル､2001年は23.00ドル/バーレル.

【弗
等
特
茸
】
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[シンポジウム･フォーラム]

1988年2月 ｢先進国モデル-の転換に向けて｣(連合総研提言フォーラム議事録)

1991年12月 ｢90年代世界と新たな社会経済政策の展望- 問われる労働組合の役割｣(91年連合総

研国際シンポジウム)

1993年8月 ｢新しい働き方を求めて- 日本的雇用システムはどこ-ゆくのか｣(93年連合総研公開

シンポジウム)[月刊労働レーダー刊]

1995年3月 ｢アジアの経済発展と産業民主主義の可能性｣(94年連合総研国際フォーラム)

1995年12月 ｢社会的市場経済は21世紀のモデルとなるか｣(95年エーベル ト研究所 ･連合総研共催

日独シンポシウム)

1996年12月※ ｢生涯 『しごと』/学習社会の構築をめざして- 21世紀-の日本の教育改革｣

1998年8月 ｢グローバリゼーションと労働の未来｣(連合総研創立10周年記念国際シンポジウム)

[経済情勢報告]

1988年11月 ｢生活の質向上をめざして- 88年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1989年11月 ｢新成長時代にむけて- 89年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1990年11月※ ｢調整局面をいかに乗り切るか- 90年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1991年11月※ ｢内需主導型経済の第二段階-- 91年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1992年11月※ ｢人間中心社会の基盤構築にむけて一一92年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1993年11月※ ｢内需主導型経済の再構築- 93年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1994年11月※ ｢構造調整を超え生活の新時代-- 94年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1995年11月※ ｢日本経済の新機軸を求めて- 95年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1996年11月※ ｢自律的回復の道と構造改革の構図一一づ6年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1997年11月※ ｢持続可能な成長と新たな経済社会モデルの構築- 97年度経済情勢報告｣(経済社

会研究委員会)

1998年11月※ ｢危機の克服から経済再生-- 98年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

1999年11月※ ｢安心社会-の新たな発展の布石- 99-2000年度経済情勢報告｣(経済社会研究委員会)

[研究報告書]

1988年2月 ｢欧米なみの生活をめざして｣

1988年10月 ｢生活の豊かさをめざして｣(総合生活開発研究委員会)

｢



1989年10月 ｢主婦の目からみた日本と西 ドイツ- 日独の生活意識比較｣(総合生活開発研究委員会)

1989年11月 ｢ゆとりある生活の構図- 経済先進国にふさわしい家庭の幸せのために｣(総合生活開

発研究委員会)

1990年6月 ｢労働時間短縮の経済効果の研究｣(計量モデル開発研究委員会)

1990年10月※ ｢人間優先の経済社会システムの創造-- 新時代の産業 ･雇用政策と労働組合の役

割｣(産業雇用調整研究委員会)

1991年5月※ ｢生活者優先の地域創造をめざして- 地域政策 ･地域づくりと労働組合の役割｣(地

域開発研究委員会)

1991年5月 ｢地域づくり･活性化の事例 ･資料集 (地域開発研究委員会報告別冊)｣(地域開発研究

委員会)

1992年1月 ｢労働組合-の期待と効果- 『労働条件と労使コミュニケーション調査』および 『仕事

と職場環境に関する調査』結果｣(労使関係研究委員会)

1990年10月 ｢現代の分配を考える- "バブル''をめぐる資産所得格差問題｣(資産所得格差問題研

究委員会)

1992年10月 ｢人間尊重の中小企業政策- 中小企業の第三の道｣(産業構造格差研究委員会)

1992年11月 ｢90年代の貸金- 賃金決定の課題と政策｣(貸金問題研究委員会)

同上のリライ ト版 『給与ショック』[読売新聞社刊]

1993年1月 『労働組合の経済学』(労使関係研究委員会)[東洋経済新報社刊]

1993年4月 ｢生活の豊かさ- イメージと現実｣(社会指標研究委員会)

1993年8月 ｢連立政権時代の政治システム改革｣(政治 ･政策システム研究委員会)

1993年11月 ｢生活者のための金融制度改革｣(金融と国民生活研究委員会)

1993年11月 ｢環境と経済- 地球環境と経済生活の調和をめざして｣(環境と経済研究委員会)

1993年11月 ｢生活の豊かさ指標｣(社会指標研究委員会)

1993年12月 ｢新時代の経済構造改革- 生活者の視点からの企業 ･公共システムの再構築｣(経済 ･

財政システム研究委員会/社会 ･企業システム研究委員会)

1993年12月 ｢21世紀のライフビジョン｣(生活ビジョン研究委員会)

1994年5月 ｢中小製造業の技能形成に関する調査熟練技能の再生産が可能な社会に向けて｣(中小

企業技能形成プロジェクト- 連合との連携調査)

1994年8月 ｢発展するアジアと日本- 奇跡の成長を超えて ･アジアからの発信｣(アジアと日本研

究委員会)

1994年9月 ｢しあわせの未来形- 2020年-の選択｣(生活ビジョン研究委員会)

1995年5月 ｢『昇進』の経済学｣(雇用システム研究委員会)[東洋経済新報社刊]



1995年10月 ｢新しい働き方の創造をめざして｣(新しい働き方研究委員会)

1995年10月 ｢2010年の産業と雇用- 生活開発型産業構造-のシナリオ｣(21世紀産業構造研究委員会)

1995年11月※ 『福祉経済社会-の選択｢一つ1世紀日本･市場と連帯の社会システム』(福祉経済社会研究

委員会)

1996年10月※ 『生涯かがやき続けるために- 21世紀の ｢しごと｣と学習のビジョン』(教育改革

研究委員会)

1997年1月※『新しし句会セクターの可能性- NPOと労働組合』(非営利組織研究委員会)[第一書林刊]

1997年1月※ 『労働組合とボランティア活動- 阪神 ･淡路大震災とボランティア』(非営利組織研

究委員会)[第一書林刊]

1997年3月 ｢参加 ･発言型産業社会の実現に向けて｣(労働法制研究委員会)

1997年3月 ｢地域における高齢者福祉サービス調査 (中間報告)｣(地域福祉社会研究委員会)

1997年5月 ｢地域における高齢者福祉サービス調査｣(地域福祉社会研究委員会)

1997年12月※ 『労働の未来を創る- グローバル化時代の労働組合の挑戦』(労働の未来研究委

員会)[第一書林刊]

1997年12月 『創造的キャリア時代のサラリーマン』[日本評論社刊]

1998年3月 ｢財政改革の論点｣(財政改革研究委員会)

1998年10月 『ゆとりの構造- 生活時間の5カ国比較』[日本労働研究機構刊]

1998年12月 『社会的公正のアジアをめざして』[日本評論社刊]

1999年3月 『グローバル経済時代の産業と雇用』[東洋経済新報社刊]

2000年5月※『新福祉経済社会の構築一一すべての人びとの｢安心｣と社会的連帯をめざして』[第一書林刊]

2000年6月※ 『環境新時代-の挑戦一一循環型社会の実現をめざして』[第一書林刊]

2000年6月 『現代日本のコーポレー ト･ガバナンス』[東洋経済新報社刊]

[委託調査報告書]

1990年3月 ｢労働時間短縮の取り組みと経営効果に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

1990年7月 ｢労働時間短縮に関する勤労者意識の日独比較調査結果報告書｣(労働省)

1991年3月 ｢所定外労働時間の削減に関する調査研究報告書｣(労働省)

1991年3月 ｢新時代の労使関係に関する調査研究- 女性労働に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

1991年3月 ｢企業内雇用諸施策の形成過程に於ける労使関係の在り方に関する調査研究報告書｣

(雇用促進事業団)

1991年6月 ｢5カ国生活時間調査報告書｣(日本労働研究機構)

1991年3月 ｢ソフトウェア産業の人材開発と教育プログラムについての労使の取り組みに関する

ド



調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

1992年3月 ｢新時代の労使関係に関する調査研究- 労働時間短縮と生産性に関する調査研究報告書｣

(通商産業省)

1992年3月 ｢労働時間の短縮と労働時間制度に関する調査研究報告書｣(労働省)

1992年3月 ｢ホワイ トカラーの雇用と処遇における労使の取り組みに関する調査研究報告書｣(雇

用促進事業団)

1992年3月 ｢雇用 ･人事諸施策と労使コミュニケーションの実態に関する調査研究報告書｣(雇用

促進事業団)

1993年3月 ｢年次有給休暇と連続休蝦に関する調査研究報告書｣(労働省)

1993年3月 ｢個人尊重時代のホワイ トカラーの雇用と処遇に関する労使の取り組みについての調

査研究報告書｣(雇用促進事業団)

1993年3月 ｢高齢者の雇用政策に関する労使の取り組みについての調査研究報告書｣(雇用促進事

業団)

1993年3月 ｢中高年労働者の就業意識に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

1993年3月 ｢日本的雇用システムに関する国際比較研究報告書｣(通商産業省)

1994年3月 ｢賃金要求水準及び賃金交渉方式等の国際比較｣(日本労働研究機構)

1994年3月 ｢大都市圏通勤問題に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

1994年3月 ｢中高年齢者の自己啓発等に関する調査研究報告書｣(通商産業省)

1994年3月 ｢ホワイ トカラーの社会的資格に関する調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

1994年3月 ｢労働組合における組合員の範囲に関する調査研究報告書｣(雇用促進事業団)

1994年3月 ｢生産性 ･賃金を含めた労働時間制度のあり方に関する調査研究報告書｣(労働省)

1995年3月 ｢中堅管理者層の雇用 ･処遇七組合ニーズに関する調査研究｣(労働省雇用政策課 ･雇

用促進事業団)

1995年3月

1995年3月

1995年3月

1995年3月

1995年3月

1995年3月

｢技術者の雇用と資格取得に関する調査研究｣(労働省雇用政策課 ･雇用促進事業団)

｢仕事の変化と労働時間の弾力化に関する調査研究｣(労働省労働時間課)

｢労使協議制と賃金決定に関する国際比較研究｣(労働省労働組合課･日本労働研究機構)

｢海外における雇用機会の創出等に関する調査研究｣(労働省外国人雇用対策室)

｢勤労者家族間題の総合的調査研究｣(労働省婦人福祉課)

｢時間管理の柔軟化における環境整備に関する調査研究｣(通商産業省企業行動課)

1995年3月 ｢高齢者の雇用環境の整備調査研究- サラリーマンの企業帰属意識と職業転換能力に

関する調査研究｣(通商産業省企業行動課)

1997年3月 ｢職種別賃金に関する調査研究報告書｣(雇用促進事業団)
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1997年3月 ｢勤労者の生活意織に関する5カ国調査研究報告書｣(日本労働研究機構)

1997年3月 ｢海外における雇用機会創出等に関する調査研究報告書Ⅲ｣(労働省外国人雇用対策課)

1997年3月 ｢会社とサラリーマンの新しい関係に関する調査研究報告書｣(通商産業省企業行動課)

1997年3月 ｢規制緩和の雇用労働領域に与える影響に関する調査研究報告書｣(通商産業省企業行動課)

1997年9月 ｢現代アメリカ産業社会の変化と雇用労働に関する調査研究報告書｣(連合総合労働局)

1998年3月 ｢貸金制度改革と労働組合の貸金政策の新たな展開に関する調査研究報告書｣(雇用促進事

業団)

1998年3月 ｢海外における雇用機会の創出等に関する調査研究報告書Ⅳ｣(労働省外国人雇用対策課)

1998年3月 ｢新時代の労使関係の実態および動向に関する調査研究報告書｣(通商産業省企業行動課)

1998年3月 ｢ゆとりある就労と豊かな生活時間に関する調査研究報告書｣(労働省労働時間課)

1998年3月 ｢職場労使関係の構造と労働組合の機能に関する国際比較研究｣(日本労働研究機構)

1998年3月 ｢経済構造改革が雇用問題と労使関係に及ぼす影響についての調査研究｣(雇用促進事

業団)

1999年3月 ｢経済構造改革が雇用問題と労使関係に及ぼす影響についての調査研究パー ト2｣(雇

用 ･能力開発機構)

1999年3月 ｢労働組合の賃金決定政策及び賃金体系政策の新たな展開に関する調査研究｣(雇用 ･

能力開発機構)

1999年3月 ｢職場労使関係の構造に関する国際比較研究｣(日本労働研究機構)

1999年3月 ｢雇用機会の就業形態の多様化の中での休憩時間に関する調査研究｣(労働省労働時間課)

1999年3月 ｢海外における創出等に関する調査研究報告書Ⅴ｣(労働省外国人雇用対策課)

1999年3月 ｢雇用と人事処遇の将来展望に関する調査研究｣(連合総合労働局)

1999年3月 ｢少子社会に対する企業及び労働組合の意識と対応に関する調査研究｣(厚生省官房政

策課助成)

2000年3月 ｢若年労働者の雇用意識 ･行動の変化と労使の取り組みに関する調査報告書｣(雇用 ･

能力開発機構)

2000年3月 ｢新しい生産システム下における中核的技能者の育成に関する調査報告書｣(雇用 ･能

力開発機構)

2000年3月 ｢裁量労働制の適用可能性に関する調査報告書｣(日本労働研究機構)

2000年3月 ｢海外における雇用機会の創出等に関する調査報告書Ⅵ｣(労働省外国人雇用対策課)

2000年3月 ｢アジア諸国における労働時間関係諸制度の実施状況等に関する調査報告書｣(労働省

労働時間課)

2000年3月 ｢少子社会における勤労者の家族観に関する調査｣(厚生省官房政策課助成)

｢



2000年12月(予)｢企業組織変更に際しての労働者保護に関する調査報告書｣(連合総合労働局)

※印は第一書林公刊

ド
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